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発言順序 議席番号 氏　　名 頁

１ ３番 奥田　幸男 １　椿井交差点と椿井王寺線の進捗状況について

２　近鉄竜田川駅と周辺の整備について

２ １２番 馬本 　夫 １　老朽化した清掃センター焼却炉について

２　総合健診事業助成制度の充実を

３　平群駅前広場を公共交通拠点としては

３ １１番 繁田　智子 １　災害に強い町づくりを

２　国民健康保険特会の基金活用について

３　コミバス実証運行の改善点について

４ １番 井戸　太郎 １　小中学校の上靴を変えよう

２　未成年の薬物に関する町の方針は

３　コーナンはいつからオープンするのか

５ ７番 髙幣　幸生 １　北部地域のコミバス路線の再検討について

２　役場組織の部長制とピラミッド化について

３　学校再編の事務等のスケジュールについて　

６ ５番 植田いずみ １　学校図書館の充実について

２　公共交通の充実について

７ ６番 山口　昌亮 １　上水道料金の値下げを

２　県内消防の広域化について

８ ４番 森田　　勝 １　町有施設の徹底した維持管理の推進について

２　町外居住職員の町内転入促進について　

９ ２番 戎井　政弘 １　町職員の給与カットについて

１０ １０番 下中　一郎 １　かまどベンチの設置を

２　防災行政無線でＮＨＫニュースを
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１１ ８番 窪　　和子 １　幼保一体化による、子育て支援の充実につい

　　て

２　避難所となる学校施設の防災機能の整備につ

　　いて
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再   開 （午前 ９時００分） 

 

○議 長 

 皆さん、おはようございます。ただいまの出席議員は１２名で定足数に達し

ておりますので、これより平成２４年平群町議会第７回定例会を再開いたしま

す。 

 これより本日の会議を開きます。 

（ブー） 

○議 長 

 本日の議事日程はお手元に配付しております議事日程表のとおり、一般質問

であります。 

 日程第１ 一般質問を行います。 

 一般質問は１１名の議員から提出をされておりますので、順次質問を許可い

たします。 

 発言番号１番、議席番号３番、奥田君の質問を許可いたします。奥田君。 

○３ 番 

 それでは、２点について一般質問を行いたいと思います。 

 まず初めに、国道１６８号線並びに県道椿井王寺線の進捗についてでござい

ます。橋梁については、先日、設計・施工について報告を受けているが、予定

どおり進んでおりますか。国道１６８号線は毎年通行車両が増加しているが、

交通渋滞が増加している。椿井交差点付近の改良工事は、今後どのように解消

をされる予定ですか。また、県道椿井王寺線はところどころで建物が取り壊さ

れておりますが、どのような予定で施工されてゆくのか説明をお願いします。 

 ２番目に、近鉄竜田川駅と周辺の整備についてでございます。近鉄竜田川駅

の乗降は東側のみになっており、西側住宅へは相当な遠回りをしなければなり

ません。この現状から見て、歩道橋または地下道併設の地下駅か橋上駅を設置

して一体化し、利便を図ることによって、当地区発展に寄与してはどうだろう

か。間もなく無人駅になろうとしている折ではございますが、国、県及び近鉄

側に交渉していただいて、また、近鉄竜田川駅前には広場が全くなく、初めて

利用される乗客は駅への案内標識もなく、その上、道路が狭隘であって、竜田

川駅を見逃してしまうほどわかりにくい竜田川駅です。財政緊迫の折とは思い

ますが、前記とあわせて、国、県の補助対象のメニューに入れていただき、竜

田川駅前の整備計画を立てていただきたく御検討をお願いします。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議 長 
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 はい、経済建設課長。 

○経済建設課長 

 それでは、１点目の椿井交差点と県道椿井王寺線の進捗状況についての御質

問にお答えをいたします。椿井交差点の改良並びに椿井橋のかけかえの進捗状

況につきましては、ことしの３月議会で議員から同様の質問をいただいており

まして、一定答弁をいたしております。その後の進捗もあわせてお答えをいた

します。椿井交差点は、現在、警察関係や地元、隣接者など、関係者と協議を

重ねており、今月中には地元の説明会を開催をし、年度内の工事の着手に向け

て準備中であります。内容としましては、橋梁の下部構の築造から着手をしま

す。竣工後、橋梁の上部構のけたの架設の予定となっております。あわせまし

て交差点の処理も実施をし、既設の道路から切りかえをし、供用開始の運びと

なるという予定になっております。本事業につきまして、予定どおり進捗でき

ますように、町としましても全面的に協力してまいりたいと考えております。 

 続きまして、県道椿井王寺線の関係でございます。用地買収の状況につきま

しては、３月議会で、平群町で土地１件、家屋３件、三郷町でも土地、家屋そ

れぞれ２件の契約締結を終えた旨の報告をいたしておるところでございます。

ことしの１１月の末の状況でございます。累計で、家屋調査で２２件着手をさ

れております。そのうち平群町域で６件、三郷町域で８件の契約締結が完了を

しております。今後でございますが、一定区間のまとまった用地が確保できた

区間から先行して部分的な改良を実施をしていただくことによりまして、安全

対策につなげていただくということで、県の方に要請をしているところでござ

います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議 長 

 奥田君。 

○３ 番 

 順調に進んでいるようにお聞きしましたので、今後も引き続き、町と県とタ

イアップして前へ進んでいただくようにお願いします。これで第１番目の質問

を終わります。 

○議 長 

 経済建設課長。 

○経済建設課長 

 それでは、２点目の竜田川駅と周辺整備についての御質問にお答えをいたし

ます。現在の竜田川駅の駅舎は、線路より東側に位置をしております。西側か

らの多くの利用者は、町道から階段を利用して、踏切を横断して、駅舎を利用
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されているというのが現状でございます。議員から東西の自由通路の建設を御

提案をいただいてるところでございます。竜田川駅の状況は、平成２２年１１

月の乗降客は２，２１３人と、平成１７年の２，６００人と比較して大幅に減

少をしているのが実態であります。さらに、今月から無人駅となることが決定

をしております。このようなことで、鉄道事業者の協力を得るのも非常に厳し

いという状況が予測をされます。このようなことで、費用対効果も含めて、竜

田川駅の東西の自由通路の建設につきましては、現時点では困難であるという

ふうに考えておりますので御理解をいただきますようにお願いします。 

 続きまして、２点目、駅前広場の整備について御質問でございます。平群町

内の４駅の中で、平群の駅前が整備をされると、唯一竜田川駅前の広場の整備

が課題となってきます。これは非常に重要な課題であると認識をしているとこ

ろでございます。竜田川駅の東側の町道竜田川駅前線は、認定幅員３．９メー

トルでございます。午前７時から９時までは南行きへの一方通行の時間規制と

もなっております。通学路にも指定されており、改良の必要性は高いと認識を

しております。一方で、沿道には民家や店舗、マンションなどが立地をしてい

るのも現状であります。本路線につきまして、駅前広場の整備を視野に入れた

全線改良を検討するとなれば、多額の費用負担も発生し、さらには地域の方々

の合意形成も課題となってきます。このような状況ではありますが、現在、竜

田川駅周辺の安全対策や利便性向上に向けまして、駅の東側を部分的に整備を

する計画を立案中であります。町全体の事業の優先順位を精査する中で、まず

は補助メニューを活用し、安全対策の観点から施工可能な区域から段階的に整

備をしてまいりたいと考えておりますのでよろしくお願いをいたします。 

 以上でございます。 

○議 長 

 奥田君。 

○３ 番 

 もう一つ、案内標識のほうもちょっと一つお願いします。 

 それで、橋上駅か地下駅を設置することによりまして、現在の竜田川第１号

踏切が不要となるような様相でございます。もししていただくなら、近鉄の踏

切拡幅の条件であります統廃合に当てはまり、竜田川第２号踏切、プリズム通

りや勢野北口第３号踏切、春日丘住宅通りの踏切は、対面通行は狭く、拡幅す

る必要があると思います。近鉄もそれなら、踏切を廃止することによって近鉄

も相談に乗ってくれると思いますので、今後そういうことも視野に入れて、ど

のようにお考えか、よろしくお願いします。 

○議 長 
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 経済建設課長。 

○経済建設課長 

 再質問にお答えをいたします。 

 まず、案内標識でございますが、これにつきましては議員御指摘のとおりか

というふうに思います。できるだけ利用者の利便性の向上に向けてですね、現

地も確認させていただく中で、必要に応じて整備をしていきたいというふうに

考えております。 

 あとですね、踏切の統廃合の御質問でございます。確かに御指摘いただいて

おりますように、竜田川の駅のちょうど北側、竜田川１号踏切ですね。これは

歩行者が利用されている幅員１．８メートルの踏切でございます。基本的に、

通達の中では、要するにその踏切の拡幅改良につきましては既存踏切の統廃合

を条件にするという、このような通達が出ておるということでございまして、

いまだにこれは生きておるところでございます。ただ、近鉄のスタンスとして

は、基本的には踏切については指針に基づいて廃止をしていくというのがスタ

ンスであると。したがって、要するにその既存踏切を拡幅するとなれば、その

費用負担については原因者負担で、まずはそれが最低条件であるという、そん

なことも言われております。 

 それと、その指針の中で、議員御指摘いただいております勢野北口ですね、

勢野北口の第３号踏切、それと竜田川２号踏切でございます。ちなみに勢野北

口３号踏切は６メートルでございます。竜田川の２号踏切は４．５メートル。

ただ、これもその前後の歩道との幅員差が極端に生じているという、そういっ

たことがございます。要するに、その前後に歩道がついておって、踏切が極端

に狭いという場合については、一定この指針の中で対応できるであろうという

ふうに想定するんですけども、残念ながら、竜田川の３号踏切についても踏切

幅員そのものが６メートルで、あと前後の道路についてもおおむね６メートル

に近い幅員であるということで、ちょっとこれについては、現在通学路にも指

定をされております。そんなこともありまして、通学路の全体的な安全点検の

中でも、南小学校のＰＴＡのほうから危険箇所であるという指摘もいただいて

おりまして、それを受けてですね、行政、あるいは教育委員会、警察、そんな

ところも含めて、会議をもっているところでございます。もしですね、段階的

にでも、通学路の安全対策というところも踏まえて、近鉄とも協議をしていく

中で、そういった安全対策が可能であれば進めていくような形で協議に入って

いけたらなというふうに思っております。 

○議 長 

 奥田君。 
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○３ 番 

 竜田川２号踏切の、先ほどプリズムの通りですが、ＰＴＡやとか、いろいろ

骨折りしていただいてるちゅうことで、それで１日も早く交通安全に寄与して

いただきたいと思います。そして、勢野北口３号踏切については、やはりやっ

ぱり春日丘住宅から下ってくるところに急に踏切が、著しく道路と踏切との幅

員差があります。それで、やはり交通量は少ないでしょうが、今後の課題とし

ていただくようお願いします。 

○議 長 

 どうします。 

○３ 番 

 一つ。 

○議 長 

 もう一つ、はい。経済建設課長。 

○経済建設課長 

 ただいま御指摘いただきましたことも踏まえまして、竜田川駅周辺につきま

しての安全対策ということで、取り組んでまいりたいというふうに考えますの

で、御理解いただきますようお願いします。 

○議 長 

 奥田君。 

○３ 番 

 大変前向きな回答をいただいたと僕は判断しておりますので、今後ともよろ

しくお願いします。 

 これで私の一般質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、奥田君の一般質問をこれで終わります。 

 説明員が入れかわります。 

 発言番号２番、議席番号１２番、馬本君の質問を許可いたします。馬本君。 

○１２番 

 皆さん、おはようございます。議長の許可を得ましたので、通告に従い質問

をさせていただきます。 

 第１点目、老朽化した清掃センター焼却炉についてでございます。国は、廃

棄物の３Ｒ、発生抑制、再使用、再商品化を推進するため、市町村の自主性と

創意工夫を生かしながら、広域的かつ総合的に廃棄物処理、リサイクル施設の

整備をし、循環型社会の形成を図るよう強く求められております。近年、物質

的に恵まれ、日本は大量生産、大量消費、大量廃棄の社会において、自然環境
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の破壊、地球温暖化等、地球環境に対する負荷を軽減し、限りある資源を有効

に活用しながら、持続可能な社会形成をしていくために、最適な循環型社会の

形成を推進する補助金に変わって、循環型社会形成推進交付制度が創設をされ

ております。 

 地方自治体は廃棄物の収集、処理、処分の責務が課せられております。ごみ

処理基本計画の策定が義務づけられており、本町では、本計画の期間は平成２

４年度から平成３３年度を目標年度として、５年前に見直し、処理計画を作成

されております。本町では、家庭系、事業系のごみ量は、過去５年間の平均約

６，７００トンで、前年度は約６，４００トンと減少傾向にあります。そのう

ち清掃センターで焼却される可燃物は実に５，７５４トン、約９０％でありま

す。清掃センターは平成４年に稼働し、焼却炉は約２０年が経過をしておりま

す。延命対策として、過去５年間は２億３，４８３万２，０００円の修繕費が

支払われております。耐久年数は２５年から３０年と言われている焼却施設を

どのように延命していくのか、つくったものは必ず壊れ、焼却炉がいつ修理不

可能となるような事態が発生する時期が来ていると私は思います。 

 本町の焼却炉は、朝に火を入れ、夕方に火を落とす、８時間稼働管理をして

いるため、特に老朽化した焼却炉にとって非常に壊れやすく、耐久性の短縮と

悪条件が重なっている現状であります。焼却炉の基本は２４時間稼働すること

が効果的な運営ができます。平群町の一般廃棄物処理基本計画では、施設の延

命、建てかえ、広域連合体など、近隣市町村との連帯も視野に入れ、検討しな

ければならない課題となっております。建てかえの交付対象市町村は人口５万

人以上、または面積が４００キロ平方メートル以上の計画対象地域を構成する

場合に限るとなっております。本町は対象外であります。現在、平群町の焼却

処理能力は２基で３５トンが設置されております。新設する場合、標準単価は

１トン当たり約５，０００万円と言われております。現状のものを建設すれば、

１７億５，０００万及び旧の施設の撤去費用が加算される費用が必要となりま

す。そこで、焼却炉が操業停止となる非常事態が発生した場合、行政としては、

住民に対して大変な混乱を巻き起こすことになります。平群町の一般廃棄物処

理計画では、ごみ処理施設について検討しなければならない課題と明記されて

いますが、私は早急な最重要課題と認識をしております。次の点についてお聞

きいたします。 

 一つ、焼却炉はあとどのぐらい延命することを考えておられますか。２番目、

建てかえの財源対応はどのように考えておられますか。３点目、広域連合体な

ど、近隣市町村との連帯とは、どこの市町村か。以上、よろしくお願いをいた

します。 
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 ２点目でございます。総合健診事業助成制度の充実を。国では、平成２０年

４月から、生活習慣病を予防する目的で、４０歳から７４歳までの公的医療保

険加入者全員を対象とした特定健診、特定保健指導が保険制度化されました。

本町では、平成２３年度の受診率が３７．５％と、県内ではトップクラスであ

ります。また、市町村においては、県内の平成２４年度人間ドック利用制度助

成制度化の市町村は７市１０町１村で現在実施されております。本町では、平

成５年９月に平群町国民健康保険の被保険者に対して、総合健診の受診費の一

部を助成し、被保険者の疾病の早期発見及び生活習慣病予防等、健康の保持増

進を図ることを目的に、平群町国民健康保険総合健診事業助成要綱が創設され、

当初は人間ドックに対して一部の助成がされました。その後、脳ドック、がん

ドックと区分が拡大され、国保加入者にとっては大変喜ばれているところであ

ります。 

 総合健診事業助成の過去３年間の利用状況は、平成２１年度では２１４件、

助成額は４３８万１，２１５円であります。平成２２年度は２５０件、助成額

は５３７万９，４５０円、平成２３年度は２６４件で、助成額は５３１万６，

４３０円と受診件数は年々増加をしております。今後も増加すると私は思われ

ます。現在の助成範囲は、１会計年度でいずれかのコースの１回限りとすると

なっております。また、３コースのうち１コースしか１年に利用することがで

きません。また、助成額も日帰りコースは２万円を限度、１泊以上の場合は３

万円を限度となっております。対象年齢は４０歳以上であること、そして、特

定健診を受診してないこと等の条件が課せられております。 

 総合健診事業助成制度を利用することによって、自覚症状の有無に関係なく、

定期的に病院に行き、身体の精密検査を受け、普段気がつきにくい疾病や臓器

の異常や健康度の健康診断を受けることにより、早期発見、早期治療ができ、

国保加入者約６，０００人で一層の健康保持増進を図り、医療費の抑制ができ

ます。平成２３年度国民健康保険特別会計の基金残高は１億５，０２９円で、

財政的にも活用できると私は思います。なお、他の社会保険では総合健診事業

が助成化をされております。そこで、本町の総合健診事業助成制度についてお

聞きします。１点目、対象年齢の拡大を、２点目、助成額の増額、３点目、１

会計年度においてコースの複合利用。以上、３点についてお聞きいたします。 

 続きまして、第３番目でございます。平群駅前広場を公共交通拠点としては。

平群町では、財政が非常に厳しい状況においても、平群駅周辺の駅前広場もな

く、狭隘な道路状況であり、通勤通学の送迎、防災上からも危険な状態で、ま

た、市街としても、道路状況は国道は６メートル、その他が２メートルから４

メートルであり、土地利用が十分図れない状況下にあり、当該地域は平群町の
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平群の顔として機能が果たされていないので、まちづくりを進める起爆剤にな

るよう、土地区画整備事業法に基づき、平成１８年１２月に土地区画整備組合

及び奈良県の事業認可を受け、平成２９年度完成に向け、１０年、２０年後の

将来のまちづくりを目指し、事業が行われているところであります。現在工事

中の駅前広場は約３，４００平方メートルで、平成２７年度完成予定となって

おります。そのうち、２５年度３月末には約２，２００平方メートルの暫定的

な駅前広場ができ、一時的に利用する予定となっております。駅前広場は、路

線バス、コミュニティバス、近鉄生駒線、タクシー等、公共交通の乗り継ぎが

行え、利用者にとって利便性の向上となります。 

 そこで、現在のコミバス拠点は東山駅前と、本年９月３日より道の駅、平日

のみでありますが、２カ所となっております。公共交通事業費の５０％を交付

していただいてる現在、社会資本整備総合交付金の対応期間が平成２３年度か

ら２６年度まで、残された２年間の間に、各地区に放射線状に伸びた公共交通

線網を中心とした機能を平群駅前平群広場をハブ広場として位置づけ、平成２

７年度完成までにコミバスのダイヤ改正、ルート変更、停留所等、早急に検討

すべきであると思いますが、いかがお考えですか。 

 以上、３点について明確な御答弁を一つよろしくお願いを申し上げます。 

○議 長 

 住民生活課長。 

○住民生活課長 

 それでは、老朽化した清掃センター焼却炉についての御質問にお答えいたし

ます。 

 １点目の、平群町清掃センターの炉はあとどのくらい延命すると考えている

のかとのことでございますが、議員御指摘のとおり、一般的には耐久年数は２

５年から３０年と言われているところであり、当町の清掃センターにおきまし

ては平成４年に稼働し２０年が経過している状況から見ますと、あと５年から

１０年が目安と考えております。 

 ２点目の、建てかえの財源対応はとのことでございますが、議員が御指摘の

とおり、平群町は国費の交付対象の要件に当てはまりません。よって、平群町

単独での建設となると、町単独で対応することとなります。 

 また、３点目の、市町村連帯はどこの市町村かとの御質問でございますが、

平成２１年から昨年におきまして、奈良県が主導となって、平群町も含む県内

関係市町村が集まって安定的な一般廃棄物処理の継続作業部会が持たれ、広域

化の方向性の検討もされてきましたが、具体的な枠組みができるところまでは

至りませんでした。現状で連帯できる市町村をお示しできるところはございま
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せん。近隣市町村のごみ焼却施設の現状ですが、隣の生駒市は平成３年に設置

され、郡内の三郷町は平成２年、安堵町は平成３年に設置され、斑鳩町におい

ては昭和５７年に設置され３０年経過し、今年度からは炉を休止されています。

このように、県内には本町と同じく待ったなしの状況の市町村が多いところで

す。平群町といたしましては、さまざまな手法を検討する中で、可能性のある

近隣市町村との連帯も視野に入れて取り組んでまいりたいと考えています。 

 以上です。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 まず１点目、あと５年か１０年延命はできるでしょうというお話の御答弁で

すけども、そこで課長、お聞きいたします。８時間稼働の延命のお考えで５年

から１０年おっしゃておられるのか。いやいや、うちの２４時間稼働の焼却炉

の稼働の５年１０年を指しておられるのか、そこら辺は再度御答弁をお願いし

たいと思います。 

 そして、２番目について、交付対象外、もちろん私が調べた結果もそうでご

ざいます。町単独で焼却炉を新設されようと思うておられるかどうかは、その

点はまた別で聞きますけども、けれども、この間タウンミーティングのほうで

書いてますと、更新するという文言が入っております。新しくやり直すと。果

たしてその財源、厳しい財源対応はどのようにお考えされておりますか。町単

で財源確保できるんかどうかいうことも一つお聞きしたい。 

 ３番目は、いま可能な限り連帯をもっていろんな市町村の模索をしていこう

というふうに御答弁をいただきましたけども、なぜ私、それ、あえて言います

と、この平群町一般廃棄物処理基本計画書がございます。ここで主な課題と方

向性と書いてます。その中でその他の課題ということで記載されてるわけでご

ざいます。このような大きな問題を、私にとっては最重要課題というふうに私

は認識してるわけでございますが、その点、改めてその認識度をお聞きしたい

ということと、いま、いろんな可能な限りいろんなとこと模索すると云々とい

うお話をされましたが、ということは、いま現在はそのような努力は一切され

てないんかしてるんか、その点もお聞きしたいと思います。というのは、特に

ごみといいますのは９０％が可燃物、平群町のね。大変なことになると思いま

す。そこで、特に先ほど言いましたけど、行政の責任というのは収集、処理、

処分でございます。この処理が大変な状態になればね、議会でいろんな議論を

やってるときではないように思います。人間のつくったものは必ず壊れます。

僕にしたら、何が言いたいか、そのようなのん気な御答弁でいいのかなあとい
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うふうに私は感じて、前からこれ感じているわけでございますのやけど、これ

について今回一般質問取り上げたわけでございます。よって、１、２、３につ

いて再度御答弁をお願いいたします。 

○議 長 

 住民生活課長。 

○住民生活課長 

 まず、１点目の炉の形態からの御質問だと思います。８時間運転の炉と連続

した炉の運転の違いからその延命度はどうかということでございますが、炉を

立ち上げる、また炉を落とすという頻度によって、運転する炉の負担が異なる

ということで、当然連続で炉の負担が少ないほうが延命率は高いというふうに

言われているところでございます。したがいまして、本町の場合は８時間炉で

ございますので、連続炉に比べれば少々延命には劣るところがあろうとは考え

るところでございます。 

 それから、２点目の財源の確保というところでお尋ねをいただきました。先

ほど申しましたように、町単独で炉を新設するとなれば、交付金対象にはなる

ような状況ではございません、いま現在はそのような状況でございまして、町

単独となれば財政負担が大変でございまして、大きな負担となるということで

認識をしているところでございます。 

 続きまして、この清掃センターの問題につきましてどのように認識をしてい

るのかというところでございます。おっしゃっていただいていますように、ご

み処理は行政の責務でございます。住民の皆さんに御迷惑のかからないように

というのは当然のことでございます。いま、現実を見ますと２０年を経過した

私ども平群町の清掃センターでございます。十分その責任を感じて、重点課題

として取り組んでいかなければならない、そのように認識をしています。 

 以上です。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 ということは、先ほど、第１点目、短命、５年１０年、それは２４時間稼働

なのかという認識で５年１０年という一般的な御答弁をいただいとるというふ

うに私は認識しております。よって、平群町は８時間稼働やから、それだけは

もちませんよと、もっと延命効果は短くなりますよということを御答弁してい

ただいたというふうに私は感じましたんやが、あえてもう一度、その確認だけ

お願いします。 

 ２点目、要するに交付金は一切ないよと、そのかわり町の負担という認識し
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ておりますと。そやからどういうことを認識、それでどういう御認識を持って

おられるかをお聞きしているわけでございまして、それは皆さん、ここにおい

でになる方も負担は大変やなということを認識は、皆さん御存じやと思います

のや。それに、中へ、そやからどういうお考えを担当課として、課長として持

っておられますかということをお聞きしているわけで、再度御答弁をお願いし

たい。 

 ３番目についてはね、最重要課題というふうに改めて御認識をされたという

ことで、それは一定の評価をいたしますが、ある町がこの間、先ほど御答弁、

最初おっしゃってましたけどね、ある町は休止してるというふうにされました

けども、ちょっと調べさせていただきますと、解体計画が出てるということで

ございますので、休止じゃないということで、改めて、どこの町とは言いませ

んけども、それは再度確認してくださいね。ということは、そこはもう焼却場

をおやめになると、焼却施設をということでございました。改めて、その最重

要課題ということでありながら、財政的な負担については認識してますよと。

ちょっと日本語つながらないと思うんやけど、なぜならば、執行機関としてつ

ながりませんよと。行政はそれ、責務ということを認識しながらのことを踏ま

えながら、再度御答弁お願いいたします。 

○議 長 

 住民生活課長。 

○住民生活課長 

 まず、炉の延命度のことでございます。先ほども申しましたように、連続炉

に比べまして、その日の立ち上げ、立ち下げによる炉の運転でございますので、

当然延命の効果というのは薄いものでございます。５年１０年という一般的な

ところのお話をさせていただきましたが、当然、町のいまの施設でいえば、連

続炉に比べれば確かに延命の効果というのは、連続炉に比べれば短いというこ

とになろうかと思います。 

 それから、負担金は大変だからということでおっしゃっていただいておりま

すが、どう考えるかということになれば、当然町の負担が、少しでも負担が少

なくなるように、先ほど申しましたように近隣との連帯も視野に入れて、交付

金の対象というのは、人口５万、４００平方キロの面積は要件となっておりま

すので、そのような負担の少ない方向で考えていかなければならないというふ

うなところでございます。 

 それから、再度、町のそういう問題については課題として、最重要課題であ

るという認識を持たなければならないというところは、担当としても十分その

辺は認識をしているところでございます。 



 

－１２２－ 

 以上です。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 御答弁、非常に重要なんですよ。いまの御答弁していただいたの。要するに、

平群町は一般的な焼却炉じゃないよといま言われている。５年１０年もちませ

んよと明言されたわけでございます。おそらく耐久年度、それは物理的にはわ

からない。けれども、そのような認識を持っておられると。そこで、町として

は自己負担、大変やと。そやから、町自身が町独自で単独で焼却場を更新する

のか、よう聞いてくださいや。もしくは、連携並びに連帯をもって市町村等を

視野を入れて考えていくのか。２番目の交付対象外やから、課長は連帯をもっ

て、連携をもって取り組んでいきたいなあという意向をいま御答弁されたわけ

でございますよ。ということは、平群町の清掃センターは更新はしませんよっ

て、できませんよという認識になるんですよ。これは大きな問題ですよ。 

 そこで、ちょっと町長にお聞きいたします。これはもう政策でございますの

で、すぐにきょうは町長は明言されないかもわからないけども、両方の視野を

入れながら、入れながらですよ、町長、よう聞いてくださいや。両方の連携、

連帯、よその市町村とね、並びに平群町の清掃センターを更新していく、新た

に入れかえていく、さらにね。これを視野に、両方の視野を入れながら、早急

に最重要課題として政策上取り組んでいこうとされておられるのか、いやいや、

もうどちらかをいたしますというふうに明言されるのか、その点について、町

長、お聞きをいたします。 

○議 長 

 町長。 

○町 長 

 この清掃センターの問題、ごみ処理の問題でございますが、これにつきまし

ては、ことしの町住民説明会の資料の一番最後にも、清掃センターの問題は非

常に重要な課題であるというふうに位置づけしております。当然のことながら、

ごみ処理は町の責務でございますので、全うしなければなりません。ただ、町

単独でこの清掃センターを維持していくのかどうかという問題につきまして

は、非常に財政的な問題もございまして、できることなら連帯、連携という形

もあります。一方では、ごみ焼却場を持つこと自体がどうかという問題もござ

います。ごみ焼却場を持たずに、他の方法で、近隣の例もございますが、そう

いうことも当然視野に入れなければならないというふうに思っております。 

 そういったことからいたしまして、当然、どの選択肢が一番平群町にとって
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適しているか、適切であるかということにつきましては、いましばらく検討し

なければなりません。いずれにいたしましても、その結論が出るまではいまの

炉を維持していかなければなりません。これまでも、そのために多額の修繕費

を計上して、投入してきたわけございます。加えまして、ごみの有料化により

ましてごみの減量を図りまして、いま現在燃やしているごみを少しでも少なく

することによりまして、焼却炉の延命も図っていきたい。まずは焼却炉の延命

を図りつつ、同時にですね、議員御指摘のとおり、連携、連帯、あるいは一部

事務組合含めた更新、あるいは他の処理方法を考える、さまざまな手法をこれ

から真剣に考えていきまして、対処していきたいというふうに思っております。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 町長、僕の言いたいのは、のん気にしてたらあきませんよと、僕の言いたい

のはね。焼却炉がいつ使用不能になっても大変でございますので、いま課長か

ら御答弁あったように、５年１０年とは一般的に言われてるけども、平群町は

それに該当しないというふうに思われてると、もっと短命であると、あと残り

はね。そういうことを課長はおっしゃっておられる。私もそう思います。町長

がいまおっしゃったように、その他の、廃棄物の基本計画の中で、その他の案

件ということで出しておられること自身が、私にしては不審に思ったわけでご

ざいます。最重要課題と思いますよ、これは、町長。その件につきまして、町

長、いまおっしゃったように、連携、連帯、並びにその他のいろんな手法を模

索しながら、町長、もう一度御答弁をお願いしたいんですけど。早急に取り組

んでいただけませんか、いろんな方法についても、いろんな考え方についても。 

 そうせねば、焼却場はいつ使用不可能になった場合、大変なことが起こるわ

けでございます。修理する場合、友情的に近隣市町村に３月お願いいたします

とか、２月お願いいたしますということは友情的にできます、修理をする場合

ですよ。お互いに私たち平群町も受けた経緯もございます。しかし、焼却場は

一切使えないと、焼却炉が一切使えない。ごめんなさい、焼却炉が一切使えな

いとなった場合、大変な事態が起こると思いますよ。その時期に私は来てると

思いますので、改めて、町長、再度、すぐにそういう点について議論に入ると、

行政側の中で議論に入っていくと、協議をしていくということを、ちょっと町

長はいま明言はされたように思いますけども、改めて、私は危機感を持ってお

りますので、再度お願いをいたします。 

○議 長 

 はい、町長。 
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○町 長 

 再度の答弁をということでございます。これは、先ほど申しましたように、

平群町の最重要課題であり、なおかつ喫緊の課題であるというふうに認識して

おりますので、早急に庁内協議を始め、場合によりましたら、近隣市町村との

話し合いも必要ならば入っていきたいというふうに思っております。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 まあ、町長、そう言っていただいたら私も結構です。古くなればなるほど、

修繕代がかかります。修理代がかかります。この修理代は一切町単でございま

す。全部が町の税金でございます。そういう点も、町長、踏まえながら、早急

に内部のほうで協議していただくことを明言していただいてますんで、一つよ

ろしく、担当課長もお願いをいたします。主幹もお願いしたいと思います。そ

れで、１点目は結構です。２点目、よろしくお願いいたします。 

○議 長 

 健康保険課長。 

○健康保険課長 

 それでは、馬本議員さんの大きな２点目、総合健診事業制度の充実をという

御質問にお答えをいたします。疾病の早期発見及び生活習慣病予防等、健康の

保持増進を図ることを目的として、現在４０歳以上の平群町国民健康保険被保

険者に対し、日帰りコースで２万円、１泊以上コースでは３万円を限度として、

総合健康診査、人間ドックの助成をしております。より多くの方に総合健康診

査、人間ドックを受けていただくことで、病気を早期発見し、早期に治療がで

きれば治癒できる場合も多くありますし、皆さんの健康を守るために受診しや

すい環境を整えることは保険者として責務であると考えておるところでござい

ます。 

 御質問の１点目の対象年齢の拡大についてでございますが、より多くの方に

総合健康診査、人間ドックを受診していただく方法を、他市町村の状況もかん

がみながら、対象年齢の見直しを検討してまいりたいと考えておるところでご

ざいます。 

 ２点目の助成金の増額についてでございますが、総合健診事業、人間ドック

受診機関により自己負担の金額はさまざまでございます。自己負担金を軽減す

ることで健診を受けてくださる方が増え、生活習慣病等の予防や病気の早期発

見、早期治療につながれば医療費の抑制にもなりますし、こちらのほうも他市

町村の状況を見ながらですね、助成金については見直しを検討してまいりたい
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と考えておるところでございます。 

 ３点目の１会計年度においてコースの複合利用についてでございますが、お

述べの趣旨についてはよく理解をしておるところでございます。来年度につき

ましては、先ほど申しました対象年齢や助成金の見直しをまず検討をさせてい

ただきまして、その状況を見ながら、お述べのコースの総合利用について、今

後の検討課題とさせていただきたいと思いますので、御理解のほどよろしくお

願いを申し上げます。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 なかなか御理解をいただいて、非常にいまの御答弁喜んでおるわけでござい

ます。１点目、年齢とか自己負担の件について、助成金の増額ですね、これに

ついて、３番目におっしゃったの、ちょっと確認したいのやけど、来年度に向

かっては、３点目については、今後の検討課題といたしますということは、１

点、２点目については２５年度に反映していただけるという認識を持ちました

けど、どうですか。 

○議 長 

 健康保険課長。 

○健康保険課長 

 病気の早期発見及びそれに伴う治療ということも考えておりますので、でき

るだけ早くということで、いま議員お述べのような考えで、そのとおりだとい

うふうに思っております。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 町長、ちょっとお尋ねいたします。はい、すみません。これも町長、政策で

ございますので、大事なことでございます。というのは、いま国民健康保険の

基金が１億５，０００万並びに剰余金２億２，７００万、けれども９月議会で

償還金として２，５００万国へ精算、お支払いでしておりますので、実質上は

剰余金、２３年度決算を見ますと２億２００万ということでございます。それ

でいろいろ、この文教厚生委員会も議論ございました。それはそれとして、そ

こで僕の言いたいのは、１億５，０００万基金があると、疾病予防、早期発見

ね。加入者の６，０００人の方の健康増進のためにもね、町長、いまおっしゃ

ったように、課長がおっしゃっていただいたように、年齢の見直し、４０歳か

らの拡大については見直しますよと、金額について、２万円、３万円の金額に
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ついて一応見直しますよと。３番目には、１会計１コースは、ちょっと今後の

検討課題としてくださいと、こうおっしゃったわけでございますが、その３番

目に先ほど聞いたように、来年度に向かっては、３番目については今後の検討

課題ということで御答弁をいただいたように、私はええようにとってます、私

は。ということは、１番、２番目については、２５年度からそのように要綱を

改正していただけるもんやなという認識は持ってます。 

 そこで、うちの平群町も団塊世代の方がたくさんおいでになって、要するに

前期高齢者交付金が増額されるというはもう金額で明らかでございます。やっ

ぱり皆さんの健康増進のために一定の理解はいただいたなというふうに私は理

解しておりますねけど、１点目、２点目については、町長、政策でございます、

これ。町長もよう、こうおっしゃってますように、加入者の予防せねばならな

い、私は予防に力を入れていきたいというふうに町長も議会でも明言されてお

るわけでございます。町長、２５年度に、この要綱について、１番、２番目、

年齢、金額について一定の御理解はしていただいてるもんやと思うけども、反

映、２５年度に反映していただけるものということで理解してよろしいですか。

どうですか。 

○議 長 

 はい、町長。 

○町 長 

 いま課長が答弁いたしましたとおり、対象年齢の拡大、それから、助成金の

増額ですね。その２点につきましては、２５年度から、程度はいろいろ、これ

から協議しなきゃなりませんが、いたします。ここに、課長が答弁をしたとお

りでございます。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 町長、ありがとうございます。早期発見、早期治療、加入者の一層の健康保

持増進、また、医療費の抑制のために、一定の御理解をいただきました。本当

に感謝をしておるところでございます。それと、３番目に言いましたように、

３番目の１会計年度中、複数回数は行かれないよということを今後の課題とい

うことで、検討課題ということで御答弁いただきました。また、その点につい

ても一つ検討をしていただきますようにお願いをしですね、次、３番目でござ

います。２番目はこれで結構です。 

○議 長 

 総務財政課長。 
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○総務財政課長 

 それでは、３点目の平群駅前を公共交通拠点としてはに関します御質問にお

答えさせていただきます。平群駅前広場をハブ広場としての位置づけについて

は、議員御質問のとおり、コミバスの運行経費等については、国の社会資本整

備総合交付金を活用し、平成２３年度から平成２６年度までの４年間、この交

付金を受けながら、より多くの方が利用できることを目的に実証運行を行って

いるところであります。この社会資本整備総合交付金は、平群駅前整備に伴い

ます効果促進事業の一環で、中心市街地循環バス整備事業ということで、多く

の方々の中心市街地内への流入を促進し、地域の活性化を図るということを目

的としております。また、平成２３年３月に策定しました平群町地域公共交通

総合連携計画におきましては、交通結節点におきます連結機能を重視し、スム

ーズな移動の実現を目標に掲げております。 

 まさに平群駅は近鉄、路線バス、コミバス、タクシー等、こうしたかなめと

しての公共交通の交通結節点であることから、議員御質問のとおり、町の玄関

としての平群駅前広場をハブ広場として位置づけて、取り組まなければならな

いというふうに考えます。そうしたこともあって、まずコミバスにおきまして

は、昨年１１月のルート拡充におきまして、平群駅前まで乗り入れを行ってき

たところであります。また、その一方、路線バスにおきましても、路線バスの

平群駅前への乗り入れについて、現在、駅周辺整備事業組合やバス事業者と協

議を行いながら、平成２５年、来年３月もしくは４月に、近鉄電車とのスムー

ズな移動連携を目指して、乗り入れを予定しておるところでございます。 

 今後の検討方針としましては、平成２６年度までにコミバスのダイヤ改正、

ルート変更等について、議員からいただいた御意見も参考にしながら、あわせ

て利用状況を十分に検証する中から、より多くの多方面の意見もいただき、最

善の公共交通環境づくりを目指し、社会資本整備総合交付金の交付期間でござ

います平成２６年度までに一定の方向性を結論づけられるよう努めてまいりた

いと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 課長、理解をしていただきまして本当にありがとうございます。私も御提案

させていただいてますけども、ここで大事なことは、２５年、２６年、来年、

再来年度ですね。２５年度中にダイヤ改正、ソフト面ですよ、ダイヤとかコー

スとか時間帯ね、いろいろ、ダイヤですな。そういうことをいろいろ２５年度
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中に協議されて、２６年度中にはハード面を一応協議されたらどうかなと思い

ます。というのは、駅は、皆さんいろいろ、平群駅の整備についてはいろんな

住民の方の理解、並びにいろんな理解をされていない部分もたくさん住民から

いろいろお聞きします。７６億円ほどの総額をもって事業をされるわけでござ

います。また、平群の顔として整備を、防災上並びにいろんなまちづくりとい

うことで、５年１０年後を目的としてされる、特に駅前の広場については、た

いへん大きな土地でございます。ここを一つの基点として、利便性の向上のた

めにも、また住民のためにもですね、課長、２５年度中にですよ、ダイヤとか

ルートとか停留所等、いろいろ、本当に取り組んでいかなければならないのと

違うかなあというふうに思います。 

 特に社会資本整備総合交付金についても、５０％の交付金でございます。こ

れは２６年度で終わります。４年間ということでございます。たしか、いま課

長が２２年度からという話をされましたけど、交付金は２３年度からと思いま

す。２３、２４、２５、２６で４年間でございますので、まあ、それはそれと

して、もう残された期間もあと２年間しかないわけでございます。そこで、平

群町の議会のほうにも特別委員会もございます。また、別にその協議会もつく

っていただいております。そこら辺、真剣にね、もう残された時間は１年ぐら

いしかないと思います。 

 そこで改めて、駅広をハブ広場として、公共交通のハブ広場として、総務財

政課長が御理解をいただいたから踏み込んだ話をしてるんですよ、課長。そこ

で、本当に私は２５年度中に議会にも、いろんなルート並びにいろんなダイヤ、

いろんな議員さんもここに停留所をつくったらどうやとか、いろんな話は個々

にたくさん持っておられると思います。いままでのいろんな反省点並びに今後

の将来も見据えながら、平群町の公共施設、たくさんまた今後も予定されてる

部分もたくさんあると思います。そういうことを見据えながら、見据えながら、

また協議していくのは、また原点に戻ったような考えを持ってですね、やって

いただけたらどうかなと思いますねけど、その点、どうでしょう。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 平群駅前をハブ広場ということで、公共交通のかなめということについては、

そういうことを基本的には考えていきたいというふうに思ってます。それを前

提ですけども、現行の運行状況も見て、総合的判断もした上ということになり

ますけども、今後の方向性としては、先ほど議員おっしゃられた、御提案いた

だきましたが、平成２５年度にはルート並びにダイヤ等のバス運行上の方針確
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定をできるだけ早く確定し、決定し、その上で平成２６年度には、そのための

ソフト面、ハード面の実行整備ができるようにしてまいりたい。平成２７年度

には、ほぼ完成した平群型の公共交通体系、これを完成したものとして目指し

てまいりたいというふうに考えてます。議員におかれましても、先ほどもおっ

しゃってもらいましたように、大局的な見地で今後とも公共交通政策について

のアドバイス等をお願いいただければありがたいと思ってます。よろしくお願

いします。 

○議 長 

 馬本君。 

○１２番 

 ありがとうございます。１日も早く、住民にとっては利便性の向上のために

公共交通が整備されることを祈願いたしまして、私の一般質問をこれで終わり

ます。ありがとうございました。 

○議 長 

 それでは、馬本君の一般質問をこれで終わります。 

 職員が入れかわります。 

 発言番号３番、議席番号１１番、繁田君の質問を許可いたします。繁田君。 

○１１番 

 おはようございます。それでは、通告に基づきまして、本日は大きく３点に

ついてお尋ねをしたいと思います。 

 まず、第１点目は、災害に強いまちづくりについてお尋ねをいたします。先

週の金曜日だったと思いますが、夕方に東北宮城県沖でマグニチュード７とい

う地震が発生をいたしました。これは一昨年３月の東日本大震災の余震という

ことでありますが、このように災害はいつ何どきどこで起きるかわかりません。

奈良県は災害の少ない県と言われ、本町ではここ何十年もの間大きな災害があ

りません。しかし、地震の周期からいうと、３０年以内に南海トラフ地震が発

生すると予測をされており、私たちはそれに備えなければなりません。大規模

な災害が発生した直後、行政など公的な支援が即時対応することが困難なとき

は、地域住民が互いに助け合い、人命救助などの活動をすることで被害を最小

限度に食いとめることができます。近年、自主防災組織の結成が呼びかけられ

ているのは、まさにそういった理由からであります。 

 そこでお尋ねをいたします。まず、自主防災組織の組織率についてでありま

す。現時点で４０自治会のうち、組織をされている自治会は何自治会でしょう

か。自主防災組織では、災害弱者の把握や消火活動の方法、あるいは救援物資

の運搬や配付など、日ごろからの訓練が、いざというときに備えて大切であり
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ますが、それぞれの自主防災組織ではどのような活動をしておられて、町はそ

ういった活動をどのように援助、サポートされているのでしょうか。また、未

組織の自治会、大字に対しては、現在どのような働きかけをしておられるのか、

今後、組織をされる見通しも含めて、御答弁をいただきたいと思います。 

 ２点目は、福祉避難所についてお尋ねをいたします。福祉避難所は、厚労省

のガイドラインによれば、高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等々、

一般的な避難所では生活に支障を来たす人たちのために特別な配慮をされた避

難所ということであります。災害時に備えて、本町では民間企業と防災協定を

結んだり、社会福祉法人と福祉避難所施設の利用に関する協定を結ぶなど、住

民の生命と安全を守るために鋭意御努力をしていただいておりますが、福祉避

難所については、全国的にも、また奈良県下でもほとんど取り組みが進んでい

ないように聞いております。本町では、他の自治体に先駆けて福祉避難所の設

置に向けた検討が現在進められていますが、現在、町で進められている福祉避

難所マニュアルによれば、指定福祉避難所としては、はなさと保育園と地域包

括支援センターの２カ所を考えておられます。はなさと保育園では、主に乳幼

児や妊産婦を対象にし、地域包括支援センターでは高齢者や障がい者を対象に

するということでありますが、総合的に考えて、プリズムへぐりも福祉避難所

に入れるほうがよいのではないかと思えますが、そのお考えはあるのでしょう

か。福祉避難所の設置に関しては、策定委員に障がい者団体からも当事者が入

っていただいて、具体的な要望を聞かれていると思いますが、実態としてどの

ような要望があり、それをどこまで取り入れていかれる予定なのでしょうか、

お聞かせください。 

 大きな２点目は、国民健康保険特別会計の基金の活用についてお尋ねをいた

します。日本人の死亡原因は、厚労省の発表では、がん、脳血管障害、心臓疾

患などが上位を占めています。先ごろの発表されましたデータによりますと、

４０歳以上８９歳までの方々の死亡の原因としては、悪性新生物、これはいわ

ゆるがんです、第２位が心疾患、第３位が脳血管疾患というふうになっており、

この三つの原因をあわせますと、ほぼ死因の６５％から７０％を占めるという

大きな率を占めております。こういった病気はいずれも生活習慣と非常に結び

つきが深く、日ごろからの健康管理で十分に予防できると思われます。また、

定期的に専門的な健康診断を受けることで、病気を早期に発見し、早期治療を

施すことにより、重症化を未然に防ぐことにつながってまいります。本町では

総合健診事業助成要綱があり、人間ドック、脳ドック、がんドックについて、

規定の検査項目以上の検査を指定医療機関で受けた場合、日帰りで２万円、１

泊以上で３万円の助成をしておられます。決算ベースで見ても、国民健康保険
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特別会計では、平成１９年度と２３年度を比較すると約３０万円の増額となっ

ており、４年間で大幅にこういった健診助成が増額していることが伺えます。

同時に、それは住民の健康に対する関心の深さと、健康増進への町の取り組み

の成果のあらわれと言えます。 

 予防医学の必要性が叫ばれる中、今後、特にＰＥＴなどの高額な検査につい

ては助成金の見直しを行い、もっと経済的な心配をしなくて受診できるような

環境づくりが必要です。本町では国民健康保険特別会計の基金積み立てが、先

ほどの御答弁の中にもありましたように、平成２３年度決算時点で約１億５，

０００万円になり、さらに今年度現時点でも積立額が増額されていると聞いて

おります。基金の金額が幾らという特に基準がない中で、この金額が適切かど

うかの評価は分かれるところでありますが、先の９月の決算審査の中でも議論

になりましたように、基金活用のあり方が問われています。直前に質問をされ

ました馬本議員への答弁の中で、助成額の見直しと対象年齢の拡大については、

来年度、２５年度から見直すという御答弁でありましたが、この見直しに当た

っての基本的な考え方を改めてお聞かせいただきたいと思います。 

 ３点目は、コミュニティバスの実証運行の改善点についてお尋ねをしており

ます。本町では平成２３年３月に地域公共交通総合連携計画を策定し、それに

従って、現在コミュニティバスの実証運行が行われています。実証運行であり

ますから、御利用者や運行地域の皆様の意見を聞きながら、今後、ルートの適

正化、またバス停留所のあり方など、改善点を見出して、見直していかれるこ

とと思いますし、ただいま課長からそのような御答弁も得たところであります

が、具体的に２点についてお尋ねをいたします。 

 運行ルートの変更による住民への影響についてであります。去る９月３日か

ら中央循環ルートが変更をされまして、８時３０分東山駅発の始発便がなくな

り、同ルートは１０時３０分が始発となりました。なぜこのような変更をされ

たのでしょうか。すみません、失礼いたしました。８時３０分ではなくて、９

時発東山駅発の始発便ですね。申しわけありません。一説によれば、このルー

トの変更は旧来の南ルートの御利用者からの苦情というか要望があって変更を

されたというふうに聞いております。変更後、８時１０分発道の駅始発の長屋

くん号には、現在どれだけの御利用があるのでしょうか。１便、２便の変更に

よって、北の菊美台、月見台、上庄台では、クリニックヤードに行くのに不便

になったというお声も聞かれ、また、唐突な変更に住民の方々の戸惑いと不安

が私のもとにも届いております。変更後の住民の方の御意見はどのようなもの

があり、今後、実証運行を見直していく中で、どのようにとらえておられるの

か、お聞かせいただきたいと思います。 
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 ２点目は、バス停留所の安全確保についてお聞きをいたします。上庄自治会

館前のバス停でありますが、現行の位置では勾配があり、乗降時に利用者が非

常に危険を感じておられます。高齢者は特に乗降がしにくいということで、水

平の場所への変更を検討してもらえないだろうかという御要望が多数ありま

す。加えて、同所のバス停は事前に手すりと設置していただいた経緯はありま

すが、上庄台の御利用者にとっては、自宅に帰るには急こう配の自治会館前の

坂道をおりていかなければならず、買い物荷物を持ち、両手がふさがった姿勢

では、せっかくつけていただいた手すりが持ちたくても持てず、転倒の危険性

が非常に高うございます。御利用者の方はいたし方なく回り道をして帰ってお

られますが、今後バス停の位置を再考してもらうことはできないのでしょうか。 

 以上について、よろしく御答弁をお願いいたします。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、１点目の災害に強いまちづくりに関する御質問にお答えさせてい

ただきたいと思います。 

 まず、自主防災組織の組織化されている自治会は、現在１８自治会ございま

す。それから、それぞれの自主防災会の活動でございますけども、若葉台の自

主防災会におきましては、昨年より健民グラウンドにおきまして避難訓練等を

大々的に実施されてます。また、春日丘自主防災会におきましては、防災フェ

スタということで、ことし１０月に実施されたというふうになっております。 

 町としましては、各、こうした自主防災会の現在の状況に照らし合わせた中

で、県内の活動事例などを紹介させていただいたり、西和警察署や西和消防本

部との連絡調整等を行うということで応援をしております。あくまでも、ただ、

各自主防災会の身の丈にあった活動の推進を町としてはサイドからバックアッ

プをしていくということに努めているというふうなスタンスでございます。未

組織の自治会に対しましては、昨年より全自治会を対象に自主防災会の結成や

活動の座談会並びに研修会等を開催しているところであり、また出前講座や総

代自治会長会議におきましても、常々自主防災会の必要性を理解していただく

ための積極的活動に取り組んでおるような状況です。目標としましては、平成

２７年度を目途に、１００％の組織率に少しでも近づけるよう、今後も取り組

んでまいりたいというふうに考えてます。 

 次に、福祉避難所についての御質問でした。議員の御質問のとおり、福祉避

難所としまして、はなさと保育園と地域包括支援センターを指定をしておりま

す。ただ、これだけで決して当然満足できるものではないというふうには考え
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なければならないと思ってます。ことしの１０月１日には、社会福祉法人信愛

会と福祉避難所としての施設利用のための防災協定も締結しました。今後、こ

ういった方向での防災協定の締結に努めてまいりたいというふうに思ってま

す。 

 それから、プリズムへぐりも福祉避難所に位置づけてはという御質問でした。

プリズムへぐりにつきましては、今回見直しを行いました平群町地域防災計画

においては、医療救護拠点並びにボランティア拠点というふうに位置づけた施

設にしております。そういった関係もありまして福祉避難所には当てはめてな

いんですけども、ただいまいただいた御意見なども参考にしたいと思いますし、

障がい者団体との話の中でもそういう御意見もいただいておりますんで、今後

の検討課題というふうに考えてまいりたいと思ってます。 

 それから、福祉避難所の設置に関しましては、障がい者団体の方の意見を直

接いただく場ということで、これまで３回にわたって会議の場を設定してまい

りました。具体的な意見として、当初、避難所運営マニュアルをつくるという

ことを目的に検討しておりましたが、こういった場の中で、健常者の方との避

難生活の違いから多くの問題もあるよというふうな意見もいただき、新たに、

当初予定はしてなかったんですけども、福祉避難所設置運営マニュアルという

ことで、別個のマニュアル書を策定することとしました。なお、地域防災計画

や、それに基づくマニュアル内容につきましては、今後も引き続き多くの意見

等もいただきながら、その内容に修正を加えていきたいというふうに考えてお

ります。 

○議 長 

 繁田君。 

○１１番 

 何点か質問をさせていただきたいと思います。まず、自主防災組織について

なんですけれども、２７年度には１００％を目標に取り組んでいるということ

で、この辺は大変評価をしているところなんですけれども、いま１８団体組織

をされております自主防災組織の相互連絡というか、情報交換の場というのも、

これ、当然必要になってくると思うんですけれども、そのあたりについては、

町のほうが主導されて、いま組織化されてるところの連絡会議というようなも

のもされていると思うんですが、その点はどれぐらいいままで開催をされて、

それが今後未組織のところにどういうふうに働きかけていくかということにも

結びついていくと思うんですけれども、そのあたりについて、もう少し詳しく

答弁をしていただきたいと思います。 

 それから、福祉避難所については、プリズムへぐり、これ、医療の拠点とボ
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ランティア拠点にしているということなんですが、特に一般の避難所では避難

生活が困難と見られる弱者の方のための福祉避難所でありますから、できるだ

け町内に何カ所か設けておいたほうがいいと思うんですね。いまの計画では、

はなさと保育園と地域包括支援センターのところを予定されているわけですか

ら、その地域的に、やっぱり中央部分に固まってしまうというおそれがあると

いうか、まさにそうなんですけれども、そうじゃなくて、やっぱり南のほうに

もそういう福祉避難所っていうのをきっちり設置しなければ、その避難所に行

くためにかなり困難を予想されるわけですから、できるだけ細かく配分をして

いくというか、設置をしていく必要があると思うんです。だから、その検討し

ますというよりも、はっきりプリズムへぐりも福祉避難所という形に位置づけ

をして、それなりの対応をやっぱりすべきだと思うんで、その点については、

もう一度御答弁をお願いしたいと思います。 

 それから、具体的に、障がい者の方たちからの要望っていうのも何点か出て

るというふうに思うんですけれども、厚労省のガイドラインに載っている必要

な物資については、これ、一つ一ついまは読み上げませんけれども、それは当

然国のほうの補助金がついてくるから、補助金というか、国の負担がついてく

るから、それについてはきちんと整備をされることになると思うんですけれど

も、それ以外の、例えば聴覚障がい者の方から要望が出ているアイドラゴン、

要望があったと思うんですけど、目で聞くテレビっていうんですけれども、最

低限、視覚によってですね、情報が得られるような形をとっていくとか、ある

いは、国の国庫負担によれば、１０人に１人の割合で生活相談員を設置する費

用については出るわけですけれども、それ以外の介助者、介護者、あるいはガ

イドヘルパーとかについては、いま国庫負担っていうのが対象になっていませ

ん。これは地方自治体独自で費用対象としているところもあるようなんですけ

れども、そういう部分についても、その要望があればきちんと対処すべきだと

思うんですが、その点について、再度、町のお考えをお示しいただきたいと思

います。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 まず１点目で、自主防災会の情報交換の場等々の、町がどういうふうにその

辺、間に入ってやってるかっていうふうな御質問だったと思います。先ほどの

答弁のほうでも申させていただきましたように、自主防災会の結成や活動の座

談会とか研修会を開催させてもらってます。今年度でいいますと、１０月４日

に座談会を、これは未組織のところを中心に、組織しているところの自治会も
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含めて呼びかけて、中央公民館の大ホールのほうでさせていただきました。ま

た、同時に、どうやって活動を展開していったらいいかということが、やはり

各自主防災会の中でも課題でありまして、そういったことも含めて、７月２０

日に中央公民館のほうで、桜井市の自主防災会の取り組みを紹介させていただ

くということを中心に研修会をさせていただきました。また、自治会長会議な

んかにおいても、自主防災組織の結成促進についてっていうことで若干時間を

いただいて、啓発をさせてもらっているというふうなところでございます。そ

ういったのが現状で、今後さらにあらゆる場を使って１００％に近づけるよう

に努力してまいりたいというふうに思ってます。 

 それから、２点目に、福祉避難所の関係で、プリズムも含め、避難所はでき

るだけ多く、地域的なことも考えて、きめ細かく必要ではないかっていうふう

な御意見でした。もちろんそれに越したことはないというふうに思ってますし、

プリズムについても、いまの地域の防災計画におきましては、先ほど申し上げ

ましたように、医療救護拠点、それから、やっぱり大規模災害になったときに

はボランティア拠点というなのが非常にその重要な要素になってきますんで、

それを中心に考えております。ただ、プリズムへぐりの広さ、それから地理的

なことも含めて、全体的に今後も検討もして、これを福祉避難所として位置づ

けないというふうなことの限定的な考え方やなしに、いろんな意見を聞きなが

ら、今後、検討してまいりたいというふうなことで御理解願いたいと思います。 

 それから、障がい者団体ともいろいろ意見交換をして、その中で、先ほども

申し上げましたように、福祉避難所の運営マニュアルをつくることになりまし

た。避難所運営マニュアルそのものが、先ほども議員おっしゃったように、現

時点では奈良県内の中でも余り例がないというふうには思いますけども、その

中で先駆けてやったと。さらに突っ込んで福祉避難所ということで、細部とし

てはマニュアルもつくったということになっています。ただ、これは、つくっ

ただけで、これはやっぱりより実効性のあるものにしていかなければならない

というふうにはもちろん思ってますんで、そういう意味で、今回、それをつく

るに当たって障がい者団体の方から多くの意見をいただきました。例えば知的

障がい者の問題とか、そういったことについては、我々も、行政もなかなかそ

こまで突っ込んで思い至らない部分もございましたので、そういった話とか、

いわゆる災害時要援護者をどう特定するのか、どういうふうに連携していくの

かというふうなことなんかの意見もありました。そういったことも含めて、今

後、町としましては、防災として総務財政課が取り組んでますけども、そうい

う意味じゃ、福祉課と連携をさらに密にして取り組んでまいりたいというふう

に思ってます。アイドラゴン等の備品とか、そういったものについての整備に
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ついても、団体の方からの御要望もいただいてます。この辺につきましても、

なるだけ町の費用が生じないような中で、メニューを活用しながら、いま現在、

非常に財政的には厳しいですので、何とか実現できるように考えてまいりたい

というふうに思ってます。 

○議 長 

 繁田君。 

○１１番 

 来年１月１９日に避難所の何か具体的な訓練があるというふうに、東小学校

の体育館ですかね、行われるというというふうに聞いています。こういった機

会をできるだけたくさんの方に周知をしていただいて、たくさんの方に参加を

していただく中で、防災についての意識を高めていただくということも大事だ

と思いますので、このあたり、しっかり周知をしていただきたいというふうに

思います。 

 福祉避難所についてはですね、県内でも本当に事例がなくて、平群町は他の

市町村に先駆けて、やっぱりいち早くこの問題に取り組んでいただいていると

いうことは非常に評価をしています。まず、でき上がったものが他の自治体の

手本になってくるであろうというふうに思っていますので、その点も含めて、

備品整備、あるいはその人材の確保ですね。先ほども言いましたように、国庫

負担があるだけ、対象となっている人材だけではなくて、本当の意味での福祉

避難所としての機能ができるように、ハード面、ソフト面、これからもきちっ

と検討をしていただいて、いいマニュアルづくりにしていただきたいなという

ふうに要望をしておきます。 

 以上で１点目は終わります。 

○議 長 

 健康保険課長。 

○健康保険課長 

 それでは、繁田議員さんの２点目の国民健康保険特別会計の基金活用につい

ての御質問にお答えをいたします。先ほど馬本議員さんの御質問にもお答えを

させていただきましたが、助成金の見直しをする考えがあるのかどうかという

御質問だと認識をしております。繁田議員さんがお述べのＰＥＴ検査は、がん

を検査する方法の一つで、初期のがん細胞も発見が可能になっていると聞き及

んでおります。また、検査機関によって費用は異なりますが、自己負担額が高

額であるということでございます。 

 御質問のこの見直しに対する基本的な考え方でございますが、現在、町とい

たしまして、疾病の早期発見及び生活習慣病予防等健康の保持増進を図ること
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を目的として、現在４０歳以上の平群町国民健康保険被保険者に対しまして、

日帰りコースで２万円、１泊以上コースで３万円を限度として総合健康診査、

人間ドックの助成をしているところでございます。 

 議員お述べの見直しについては、基本的にはこの考え方を踏襲することでご

ざいます。先ほども同じ回答になりますが、自己負担額を軽減することで健診

を受けていただく方が増えれば、疾病予防、医療費の抑制にもなりますし、先

ほどの回答どおり、他市町村の状況を把握しながら、見直しの方向で検討して

まいりたいと考えておるところでございます。御理解のほど、よろしくお願い

をいたします。 

○議 長 

 繁田君。 

○１１番 

 見直していただけるということですので、これ以上は言いませんけれども、

ただ１点だけですね、その検査によっては非常に高額になるものがあります。

大体一般的な人間ドックについては４万円から５万円ぐらいですから、日帰り

で、いま現在助成していただいている金額、その半額以下ぐらいになってしま

いますので、当然、その点も増額のほうをしていただきたいんですけれども、

ＰＥＴ検査になりますと、ちょっと調べただけでですね、やはり１０万を超え

るんですね、医療機関のほうで聞いてみますと。ですから、２万、３万の助成

金では個人負担がかなり多くなってまいります。ただ、その検査をすることに

よって、特にＰＥＴ検査の場合は小さながんでも発見できますし、早期発見、

早期治療をすることによって、御本人の負担が少なくなる、身体的にも経済的

にも少なくなるというばかりではなくてですね、国民健康保険特別会計の運営

についても、非常に運営しやすくなるという状況になってまいります。ですか

ら、これだけの基金をいまあるわけですから、それを十分に被保険者の皆さん

に還元するという形で活用をしていただきたいと思いますので、ぜひこの点に

ついては思い切った見直しをしていただけますように要望をしておきます。 

 以上で２点目は終わります。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、３点目のコミバス実証運行の改善点についてに関する御質問にお

答えさせていただきます。なぜ本年９月にダイヤ変更することになったのかと

いう御質問ですが、コミバス利用者のヒヤリング調査や多くの方から、この間、

旧南部ルートに比べ第１便の運行時刻は遅くなったことによって保育園、幼稚
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園等の通園ができなくなった等のお声をたくさんいただいてました。こういっ

た要望にできるだけこたえていこうということのためでございます。それで、

９月３日、そのダイヤ変更以降の道の駅発右回りの第１便の乗客数の状況です

が、現在取ってる数字で言いますと、９月で９１名、１０月で１０８名であり

ました。それから、また住民からそれ以降いただいた意見としてはどのような

ものがあるかということですけども、ダイヤ変更後につきましては、１名の方

から問い合わせをいただいております。その内容につきましては、自分が住む

地域から、朝、病院へ行けるようにダイヤをつくってくださいというふうな内

容のものでございました。 

 次に、バス停の安全確保についてすが、現時点で、上庄自治会館前のバス停

位置を変更する予定は現時点ではございません。バス停位置を変更することは、

近隣の民家等の関係や地理的な問題もあるというふうな側面からでございま

す。また、議員御質問のとおり、上庄自治会館前のバス停付近につきましては、

急こう配の坂道があり、高齢者の方にとっては非常に利用しにくいということ

も認識されてました。そのために、バスルートを設置したときに手すりを設置

した経過もございます。今後は、先ほど馬本議員のところでも御答弁させてい

ただきましたとおり、平成２６年度までに、今回議員からいただいた意見も含

めて、その他多くの意見聴取も行いながら、あわせて、バスの利用状況を見た

上で、ダイヤやルート及びバス停等について、総合的に判断し、検証してまい

りたいというふうに思ってます。一定の方向性を結論づけられるように、今後

とも努めてまいりたいというふうに考えていますので、御理解願いたいと思い

ます。 

○議 長 

 繁田君。 

○１１番 

 変更になった理由が、南保育園の方々の通園の利便性に供するためという理

由であったかというふうに思いますし、若干ですけれども、その変更をするこ

とによって、１便目の御利用者が増えているというのが、比較できないから増

えているという表現はおかしいんですが、１便目については、トータルで１０

月で１０８人かな。１１月はちょっと減って、トータルで７１人という数字が

上がっています。当然、もともとコミバスの南ルートで通っておられた方々が

使えなくなってしまって、当然のことながら復活の要望が出てくるのはわかり

ますし、それに対応しておられるという対応もあながち間違ってはいないとい

うふうに思います。ただ、ルートを、なくなってしまった沿道の方々について

は、実際聞きますと、利用度、利用頻度は少なかったようなんですけれども、
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これから病院に通院するのに、いや、このバス使ったら便利だなというのがわ

かって、いざ乗ろうかとなった途端にバスがなくなってしまったという、そう

いうやっぱり御意見というか、苦情が来てるんですね。それについては、やは

り真摯に受けとめていただいて、今後、見直しをしていかれるわけですから、

その見直しの対象として、ぜひ見直しをしていただきたいと思いますし、それ

に当たっては、沿道の方々の御意見をしっかりと聴取していただいてですね、

実際に利用されたその数字だけではなくて、そこにお住まいの方々の意見もし

っかりと聴取をして、見直しの方向をやっていただきたいというふうに思うん

ですが、その点について、やっぱり再度御答弁をお願いしたいところです。 

 それから、バス停の位置についても、現在変更の予定はないということで、

ただ、バス停の位置を決められた時点で手すりを設置していただいたというこ

とについてはですね、評価をしています。しかし、利用される方が、やはり会

館の西側の急な坂については、怖くてそこは歩けないというふうにおっしゃっ

ているんですね。先ほども言いましたように、手すりはあるけれども、両手に

荷物を抱えた状態で手すりが使えないと。そのまんま坂道を下っていくときに、

こけて怪我でもしたら大変という心配があるから、わざわざ回り道をして帰っ

ておられるわけですね。ですから、その点についてはやはり改善をしていただ

かないといけないと思いますし、バス停を変更することによって、ひょっとし

たら、そのルートの見直しにもかかってくるかもわからないんですけれども、

そもそも、そのコミュニティバスっていうのが、交通手段を持たない方々の移

動を保証するという、そういう観点からスタートしているわけですから、それ

でいうと、やはり高齢者の方とか、障害をお持ちの方が安心して乗降できるよ

うな環境を整えていくというのは、このコミュニティバスを走らせている町の

責務であるというふうに私は考えています。そういう点から、再度、御答弁を

お願いしたいと思います。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 いま、おっしゃられました住民や利用者の意見を十分に聞き取った上で、そ

の判断をしていくというふうなこと、そういう姿勢が必要であるというふうな

ことです。それについては、もう全くそのとおりっていうふうに思ってます。

できるだけ多くの住民の方の意見を聞いてまいりたいと思ってますし、議会に

おきましても、特別委員会を設置してますんで、委員会の中で議員からの意見

なんかも聞いてまいりたいというふうに思ってます。ただ、最終的には、やは

りいわゆる町有財産でありますので、公平で公正な、大局的見地に立った、一
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部やはり不便さは生じる部分もあろうかというふうには思いますけども、全体

としてまとまった、そういうルートやダイヤを目指してまいりたいというふう

に考えます。その上において、やはりいまおっしゃられましたように、安全で

安心な、そういった面というのは非常に重要であるというふうに思ってますの

で、その辺についても考慮して整備してまいりたいというふうに思います。 

○議 長 

 繁田君。 

○１１番 

 先ほど馬本議員の御質問に答弁された中で、２５年度にはルート、ダイヤな

どの方針を決定していくと、見直しをして決定をしていくと。その翌年度、２

６年度については、そのためのソフト面も充実をしていきたいという御答弁が

あったかと思います。いま、課長の御答弁にもありましたように、地域住民の

皆さんの意見を、自治会長さんはもとより、そこで実際にやっぱり利用されて

いる方々、あるいはお住まいの方々の意見もきっちりと聴取しながら、そのル

ート、ダイヤの変更等については取り組んでいただきたいというふうに思いま

す。以上、この点については強く要望をしておきたいと思います。 

 以上で一般質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、繁田君の一般質問をこれで終わります。 

 １０時５５分まで休憩いたします。 

（ブー） 

休   憩 （午前１０時４１分） 

 

再   開 （午前１０時５５分） 

 

○議 長 

 それでは、休憩前に引き続き再開をいたします。 

（ブー） 

○議 長 

 発言番号４番、議席番号１番、井戸君の質問を許可いたします。井戸君。 

○１ 番 

 では、議長の許可を得ましたので、通告に基づきまして、質問させていただ

きます。 

 一つ目、小学校の上靴についてなんですけれども、小学校、中学校において

外反母趾、内反母趾、足の骨の変形が多く見られるようになってきています。
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全児童・生徒の約３０％が、もう足の変形が見られるというデータもあります。

また、この足の変形によるさまざまな健康面への影響が研究されてきていまし

て、足の痛みだけではなく情緒不安定や自律神経失調症などが例として挙げら

れます。そして、このころに骨が変形して形成されると、一生の足の形になる

ので、成人になってからも痛みが続くことになります。また、成人になってか

ら発病することもあります。成長期にある児童・生徒の足の骨は、大人と比べ

て柔らかく、長時間圧迫されると変形しやすく、小学校低学年までは特に柔ら

かく、影響が大きいと言えます。平日の学校ある日は、朝から夕方まで、七、

八時間程度、上靴、上履きを履いています。この上靴に圧迫されていれば、骨

が変形することが容易に想像できると思います。では、実際どのような部分の

圧迫が多いのかといいますと、足の形と靴の形の違いを見れば理解しやすいと

思います。特に足の先端部分、足の形を一応かいてきたんですけども、大体足

は四角く、大体ですけども四角くなってまして、靴はやっぱり前が丸くなって

います。単純にいいますと、足の親指が内側に寄ってくるのが外反母趾、小指、

薬指が内側に寄ってくる内反小趾と言われるんですけども、こういうのが実際

よく多く見られる。私自身も少し曲がっております。ある程度曲がるみたいな

んですけれども、はい、このようになっています。ぜひとも子どもの心と体の

健康を守る観点から、上靴を変える方向へ進めていただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

 二つ目、未成年の薬物に関する町の方針、防止策をお聞きしたいのですが、

全国的に違法なものから合法なるもの含めて、薬物がより身近な存在になって

きています。脱法ドラッグは自動販売機で購入でき、価格も手ごろになってい

ます。未成年でも容易に購入できるようになりました。アメリカにおいては、

日本では違法ですけども、合法化する州も出てきました。このような社会情勢

を踏まえて、町の対策、方針をお尋ねします。 

 三つ目、コーナンはいつ来るのか。住民の関心事の一つに、コーナンは本当

に来るのか、撤退するのではないかという不安が出てきています。出店につい

て、現在の状況をお聞きしたい。 

 以上、３点です。よろしくお願いします。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 御質問の１点目の、小中学校の上靴を変えるべきではないかという御質問に

お答えいたします。 

 小中学生の外反母趾の原因は、足を締めつけることではなく、足の裏の筋肉
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内から起きるとも言われております。学校では、上靴の購入に関しましては、

品名やメーカーを指定しておらず、保護者の選択にゆだねているところであり

ます。上靴は子どもたちが安全に学校生活が送れるためのものであり、各学校

からは児童・生徒に自分の足に合った靴を履かせるように指導しているところ

でございます。また、上靴は体育館シューズも兼ねているところから、子ども

たちの足に合った靴で、十分な運動をして足の裏を鍛えることが重要であると

考えております。上靴の選択肢といたしまして大切なことは、一つ目には保護

者が子どもに合ったものを責任を持って選ぶことであり、二つ目には配慮しな

ければならない事情がある場合は、保護者と担任がよく相談し、子どもに合っ

た、より機能的なものを選ぶことが基本となっております。教育委員会といた

しましては、外反母趾を含めて、病気やけが、体質に応じて、保護者が一番ベ

ストなものを選んでいくシステムになってるため、指導するという領域ではな

いものと考えております。 

 以上でございます。 

○議 長 

 井戸君。 

○１ 番 

 いま、答弁の中でも、インソール、インソールやないですわ、何ですか、足

の発達によって骨格が変わるっていう答弁をされたんですけども、確かにそう

いう資料もございます。だから、圧迫の可能性もありますし、それぞれに対策

はあるんですけども、まず状況をその辺は踏まえて研究していただかないと、

やっぱりこれ難しい問題ですし、やはり最低限取り組んでほしいというのはあ

るんです。実際、先ほど体育館シューズにもなるという話でしたが、いまの上

靴、上履きの機能で、実際にこういう外反母趾とか、そういうのに対応するよ

うな上靴ですね、ちゃんと高機能なものがあちらこちらの企業から出ておりま

す。 

 確かに保護者が決めるっていうのももちろんわかることはわかるんです。コ

ストが確かに高いので、大体いまやったら四、五百円してる上靴が、ちょっと

１，０００円、１，５００円っていう数字になってくるので、保護者の負担が

あるんで強制はできないですけども、やはり提案していってほしいと思うんで

す。いま、いろいろ、例えば歯科検診とか、そういうのもきっちり健康に関し

てはやっておられてるんで、やっぱりこういう足の件も、ちょっと研究不足の

部分もあると思うんですね、全体的に。やっぱり注目されてきてもいますんで、

積極的にある程度取り組んでいってほしいと思ってるんです。ぜひともその辺

は、そうですね、そういう、あくまでも強制という範囲ではなくて、まず提案
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からっていう形でも、まだ知らない人も結構いらっしゃいますから、やっぱり

安くても、ちょっと足、いい、悪いって、まだまだ知らない方もおられますか

ら、少しでも提案という形でももっていってほしいと思いますけど、その辺い

かがでしょうか。お願いします。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 再質問にお答えいたします。外反母趾の原因になるということを言われてお

ります内容につきましても、いろいろと諸説があると思います。議員提案いた

だいたような締めつけるということも一つの原因かもわからないんですが、あ

る研究では、極端な言い方をしますと、仮にバレーのトゥーシューズを履いた

からといって起きるわけでもないということも言われております。きつい靴を

履いたということではなくて、いわゆる足の裏の筋肉がないから起きるという、

そういったことも言われてる、原因であるということが言われておりまして、

外反母趾にさせないためには、何よりも走ったり歩いたりする、日常的にたく

さん足の裏を鍛えることが大事であるというふうにも言われております。 

 その中でですね、学校では靴の指定はしておりません。保護者には特に靴の

指定をしてるということではないんですけれども、ただ議員もお述べになりま

したように、いろいろインターネットで調べてみますと、そういったことに適

応しているような靴があるというのはインターネットでも出てるんですけど、

非常に高価です。高価ということも含めまして、どの程度成果があるかという

実証につきまして、まだまだわからないデータといいますか、わからない点も

ございますので、先ほど言いましたとおり、保護者の方にも、それは情報の提

供が必要かも知れませんけども、いま現在その根拠となるものが明白でないと

いうことから含めまして、やはり保護者の選択にゆだねてるというところが実

情でございます。一般的に売られているのが割と安いものがこの辺の市販では

売られている中で、保護者の方も、子どもの成長にあわせて買いかえていって

いるというのが現状でございまして、まだまだ、今後、状況、いろんなデータ

等を見る必要があるかと思いまして、現在の中では、先ほど申し上げましたと

おり、保護者の方も含めまして、一番子どもに合ったものを選んでいくという

のがベストではないかって考えております。 

 以上です。 

○議 長 

 井戸君。 

○１ 番 
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 そうですね、いま現在では客観的なデータが不足してるっていうのも確かに

事実ですし、できたら、何か懇談会の場でもいいんですので、情報提供という

形で、もちろん先ほどおっしゃられましたインソールも出ております。足の裏

をきっちり筋肉を鍛えるようなっていうインソールも出ております。だから、

そういうのを踏まえて、町の方針っていうたら大げさかもしれないですけども、

少しでも情報提供のほうをお願いします。答弁は以上です。次の質問をお願い

します。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 ２点目の、未成年の薬物に関する町の方針はについての御質問にお答えいた

します。学校教育におけます薬物に関する指導の取り組みといたしましては、

中学校においては、４月中旬ごろに、１年生を対象に西和警察署から警察官を

派遣してもらいまして、インターネットや携帯端末による犯罪及び薬物等によ

る犯罪被害教室を実施しております。また、３年生を対象に、７月上旬には、

薬物乱用防止教室として、平群町民生委員児童委員協議会主催による薬物乱用

講演会により共催依頼を受け、薬物乱用の害と健康について講演を開き、薬物

の恐ろしさについて学習をしております。さらには、３学期には、保健の授業

において、薬物依存症における日常生活の影響、薬物を始める心理や誘惑から

断る勇気について、また、薬物乱用が社会に与える影響などについて、実例を

挙げて学習をしております。小学校におきましては、五、六年生を対象に、体

育の保健の授業の中で、病気の予防で薬物乱用行為の健康への影響やシンナー

などの有機溶剤を取り上げ、１回の乱用でも死に至ることがあることや、法律

で厳しく規制されていることにも触れ、薬剤師の方にも来校いただき、授業を

行っております。 

 教育委員会といたしましては、薬物乱用は、薬物を乱用した本人だけの問題

ではなく、家族を含めた多くの人々の人生を不幸にしてしまうという観点から

も、教育のさまざまな方向から予防教育を推進していきたいというふうに考え

ております。 

 以上です。 

○議 長 

 井戸君。 

○１ 番 

 先ほどもいろいろやっておられるっていうことをおっしゃられました。教育

機関で、私も調べているところを見ますと、小中学校でも、まだまだ全国２０％
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程度しかこういう取り組みをやってないということが発表をされております。

そういう意味では、平群も、この前の中学生を対象にありましたように、平群

でも指導をされているので、頑張っておられるとは思っております。しかし、

薬物の問題というのは、いずれやってくる問題ですから、もう既に来ているか

もしれません。早め早めに対処してくることが必要だと私は考えております。 

 一番その問題と思うのは、いま現在、どの程度子どもを取り巻く中で、特に

奈良は大阪からも近いですし、実際どの程度、例えば誘われたりだとか、実際

に、要はまあ、何ですかね、薬物を摂取してしまったとか、そういうデータ自

身が存在しないんですね。町も持っておられないと思います。調べましたとこ

ろ、やっぱり警察でも持っていない。要は、だれも何も持っていない状況で、

結局穴場となっているといいますか、だれも対処もしなければ、ぼやーんとし

た形でしかいまなってない状況なんですね。県単位ではある程度のことはやっ

てますけども、その辺はまだまだというとこが実際実情やと思います。私とし

ては、今後問題となったときに、さあ対処しましょかっていうても、増えてい

るのか、例えば、そういう環境に置かれている子が増えているのか、減ってい

るのか、現在の数字も何一つデータがなければやっぱりわからないと思うんで

す。ですから、中学校でも、いま、いろいろいじめ問題とかでもアンケートで

大変だと思いますけども、何らかの形でアンケート調査、アバウトな簡単なも

のでも結構ですので、アンケート調査をとっておいて、今後につなげていくと

いうことをぜひとも考え、検討してほしいんですけども、その辺はいかがでし

ょうか。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 薬物の実態の調査ということで、アンケートいうふうに形でおっしゃってた

んですけれども、先ほども答弁申し上げましたとおり、教育委員会といたしま

しては、もう予防教育を推進していくということから、子どものアンケートを、

そういったものをとるというようなことまでは、いま現在考えておらないとい

うことで御理解いただきたいと思います。 

○議 長 

 井戸君。 

○１ 番 

 いま現在考えておられない、これ本当に難しいところもあるとは思うんです

けども、ぜひともこの辺はもうお願いしたいと、やはり専門的な方から聞いて

いますと、データ、やっぱり３年、５年かけてずっと集めないと、増えてるか、
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減っているかもわからないという状況もあります。違う観点からも、やはり薬

物がかなり侵入してきているというのも聞きます。ですから、いまは検討され

てないようですけども、今後の検討材料として、ぜひともよろしくお願いしま

す。答弁は結構です。次、お願いします。 

○議 長 

 経済建設課長。 

○経済建設課長 

 それでは、３点目のホームセンターの出店スケジュールについての御質問に

お答えをいたします。議員御質問のホームセンターは、国道１６８号線の東側、

全体で約５ヘクタールの敷地にホームセンター本体と、その他物販店舗を計画

をされています。現在の状況でございますが、警察や県並びに町の関係各課と

事前協議の下協議を実施をされている状況であります。おおむね、この下協議

は整ったと聞いておるところでございます。 

 今後のスケジュールとして、年内に町への都市計画法に基づく事前協議書が

提出をされる予定となっております。本開発は大規模小売店舗立地法の届け出

対象となりますので、この法に基づく事前協議、さらには、奈良県土地利用調

整会議、その後、大規模小売店舗立地法に基づく届け出、そして、都市計画法

に基づく開発申請の手続きが必要となってまいります。このようなことでござ

いますので、これから各種許認可に相当の日数が予測をされ、現時点で開業の

時期についてはお示しをできる状況でないことを御理解をいただきたいと思い

ます。なお、本件につきましては、大規模開発でございますので、時期を見て

議会にも説明をさせていただく予定となっておりますので、よろしくお願いを

します。 

 以上でございます。 

○議 長 

 井戸君。 

○１ 番 

 大型チェーン店っていうのが出店するということは、まちづくりにとっても

大切なことなんですけども、本当に住民の方々にもよく聞かれます。すごい関

心を持っておられますんで、できたら状況がわかり次第、議会でもそうですけ

ども、そういう、例えば広報であるとか、掲示板であるとか、ちょっとした話

題として書いていただければ、読む方々も、あっ、こういうふうになってるん

だなあっていう、町の方もしっかり教えてくださってるわという感じになりま

すので、ぜひともその辺はお願いしたいです。よろしくお願いします。一応答

弁お願いします。 
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○議 長 

 答弁、はい。経済建設課長。 

○経済建設課長 

 住民の皆さんへの周知をという再質問でございます。これはですね、大店法、

申し上げました大規模小売店舗立地法の義務の中でも説明会の開催というのは

ございます。この説明会につきましては、利害関係者が主になろうかというよ

うに思います。あわせてですね、都市計画法の手続きについても行っていくわ

けでございます。この都市計画法の手続きの中でも、当然のことながら、我々

のその業者に対して要望としては地元説明会、関係者説明会、これにつきまし

ては十二分に開催していただきまして、周知徹底を図っていただくと、このこ

とにつきましては業者の方の指導として行ってまいりたいと考えておりますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

○議 長 

 井戸君。 

○１ 番 

 ぜひよろしくお願いします。 

 では、これで私の一般質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、井戸君の一般質問をこれで終わります。 

 職員が入れかわります。 

 発言番号５番、議席番号７番、髙幣君の質問を許可いたします。髙幣君。 

○７ 番 

 髙幣でございます。議長の御許可をいただきまして、３項目について質問を

させていただきます。前向きで明確な御答弁をいただきますようお願いいたし

ます。 

 まず１番目の質問は、北部地域のコミバス路線の再検討についてであります。

コミバスダイヤ改正後は順調に運行されていると確信はいたしております。さ

て、緑ケ丘の住民からの話でございますが、目の前を通過する西山間ルートの

バスに乗車できないのかと、バス停が欲しいとの声があります。コミバスを停

車させることはできないかとの声ですが、停車はいかがでしょうか。 

 また、高齢化率の高い地域でのコミバス路線の要求は高まっています。南部

地域も高齢化が進んでいますが、北部地域の高齢化率は町平均より高く、椿台

は４１．２％です。町平均より１０％高いと、こういう実態です。同様に、緑

ケ丘、若葉台でも５％から７％高い状況です。町は営業路線が走行している地

域にはコミバス不要と考えているようですが、高齢化率を加味したコミバスの
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運行を検討するべきではないでしょうか。コミバスは町民の利便性を考えるべ

きでしょう。公平公正の原則に立った地域交通を考えるべきです。 

 また、現コミバス走行で疑問を持つのが、普通は国道や主要町道を走行する

バスは、本来は営業路線であるべきと思いますが、いかがでしょうか。現行、

国道バイパスに運行させているのが適切かを再度見直しを行うべきでしょう。

町長は、この公平公正の原則に立った地域交通について、どのように考えてい

るかをお尋ねいたします。 

 ２番目の質問は、役場組織の部長制とピラミッド化についてであります。本

定例会で、新業務分掌の政策推進課、総務防災課、観光産業課、都市建設課の

業務分掌の変更について組織条例の改正が提案され、議決されました。これは

一部改正であり、単に事務分掌の変更にすぎません。過去にも質問いたしまし

たが、本町の現組織はフラット組織と言われ、現行のような１３課の並列のフ

ラット組織が最良なのでしょうか。現行の課制の欠点は、組織として肥大化が

進み、一長一短があります。今回の条例改編は安易な改編です。難題が山積す

る本町の組織の解決策の一つとして、部長制のピラミッド組織を提案します。

ピラミッド組織は、管理職の目が届く人数で考え、今後の組織の管理限界を考

えて、重層的な階層組織が必要と思います。例えば、部、課、係等の組織に改

組するべきでしょう。今回のような小手先の組織改編でなく、抜本的な組織の

改編を今後行う必要があります。町長は、このピラミッド組織についてどのよ

うに考えているかをお尋ねいたします。 

 ３番目の質問は、学校再編の事務等のスケジュールについてであります。先

般の文教厚生委員会で、幼保一体化の開園までのスケジュールが明示されまし

た。一方、町長は、小学校再編について、西小学校の保護者から積極的な再編

要望書を受け、西小校区大字、自治会との懇談会及び東、北、南の各小学校の

保護者と住民の意見を聴取されました。その結果は現在まとめの段階と思いま

すが、東、西小との合併のタイムスケジュール、及び再編に向けての工事関連、

通学の交通問題を含めて、西小合併等の関係条例あるいは規則等の改正に必要

な種々の事務スケジュールを含めて、明示してほしいものです。御父兄も気に

されています。どうなってるかを尋ねます。あわせて、南小問題についての方

向性、見通しも尋ねます。町の実務レベルでは、遅々と進んでいないようでも

あり、町長の方針も明確に示してほしいものです。さらに、今後の小学校、４

小の再編の完結についてのスケジュール等も含めて、町長の姿勢をお尋ねいた

します。 

 以上、３項目について、町当局の前向きでわかりやすい御答弁をお願いいた

します。ありがとうございました。 
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○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、１点目の北部地域のコミバス路線の再検討に関する御質問につい

てお答えさせていただきます。 

 まずは、緑ケ丘地域にコミバス西山間ルートの停留所を一つ設置することに

ついての御質問、御提案でございますが、現在、設置に向けた方向で考えてお

るところではございますが、所管する警察の協議や許可及び奈良運輸支局の許

可やバス事業者との合意等々の必要となってきますので、公共交通会議にも諮

った上で、慎重に検討を重ねていきたいというふうに考えてます。 

 次に御質問の、高齢化率を加味した北部地域へのコミバス運行についての件

でございますが、町としましては、営業路線が走行している地域には、もちろ

ん絶対的にコミバスは不要といった、そんな限定的な考えは持っておりません

が、ただ、営業路線との競合になるため、できる限りそのようなことは避けた

いというふうに考えています。高齢化率への対応におきましては、平群町地域

公共交通総合連携計画策定時に、各自治会の高齢化率等も加味した上で策定を

行ってまいりましたし、今後も、そういった年齢構成、構造等々についても、

意識はしてまいりたいというふうに考えています。 

 また、国道及び主要町道沿いは営業路線化であるべきじゃないかっていうふ

うな御指摘でございました。御承知のとおり、民間企業においては、当然だと

は思いますけども、営利を目的とするということが本来の目的であり、そこが

決定的な判断材料になってこようかなと思います。町内を走行する路線バスに

おきましては、バス事業者によりますと、現状の中では赤字路線になっている

というふうなことであります。こうしたことから、国道や主要町道を営業路線

化するっていうことは、現実問題として、非常に現時点では困難というふうに

考えています。しかし、議員から御指摘いただきましたように、公平公正の原

則に立ちながら、住民の皆様の声に耳を傾けながら、他の先の議員のところで

も御答弁させていただきましたけども、公共交通体系について一定の方向性を

結論づけられるよう努めてまいりたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議 長 

 髙幣君。 

○７ 番 

 少しだけ再質問をさせていただきます。いまの西山間ルートの停留所問題な

んですけれども、これは結果的に簡単な話なんです。運行路線の東山行きの走
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行途中でちょっととめてもらえないのかと、緑ケ丘の西北部でと、これだけの

ことでございます。もちろん目の前にコミバスが走っていくのを見る人から見

れば、あれ、とまってほしいなあという安易な気持ちででも出てくるわけです

から、もう少し、この緑ケ丘の方々の御意見を受けて、事務的な考え方で解決

できると思いますので、一つこれはよろしくお願いをしたいと思います。多分、

公共交通会議の委員さんも簡単に了解してくれると思います。 

 営業路線に頼る北部地域っていうのをもう少し考え方を見ていただきたいな

と思っております。これは、例えば北部地域の緑、若葉、椿の人口っていうの

は、町人口の約２６％、高齢化率でちょっと見ていきますと、町の３０．７％

ぐらいなんですね。町全体の高齢化率は３０．６ですから、いま現在の南部地

域と北部地域の、これは営業路線があるからということだけでコミバスサービ

スが悪いのかと、こういうふうに考えると、先ほども申しましたように、きょ

うも言っておられます公正公平の原則というものを、やはりこれからも見てい

ただきたいなと、こんなふうに思っています。 

 これを一つの例でいいますと、南部地域の、単純にいえば、椿井のところか

ら東山まで１００円なんですよね、コミバスで行けば。じゃあ、緑ケ丘、若葉

台、椿台の方々が東山へ行くのに何ぼかかってるかというのを考えると、路線

バスで１８０円から２３０円の区間料金があります。そして、元山上から東山

１５０円ですか、足すと３３０円と、３．３倍のお金を出して東山へ行ってお

られるというのが現実ですから、こういう意味での公平公正というのは、私は

見直してもらいたい、こんなふうに思ってます。 

 特に、提案として申し上げますと、いま、路線バスが走ってる、先ほど国道、

主要町道の話もしましたが、ここに営業路線のバスが普通は走っているのが本

来ですから、いまの緑ケ丘、椿台、若葉台、これは営業路線、当たり前のこと

やと私は思いますが、やはり公平公正の原則、それから高齢化率を考えていっ

たら、いまやらないといけないのは、やはり営業路線のバスよりも、最奥って

変ですけれども、奥部の地域の方々へのサービスも含めますと、コミバスが必

要ではないかと、こんなふうに考えてます。 

 そういうことで、前にも質問を申し上げたかもしれませんけれども、営業路

線のバスといまのコミバスと、これ、定員はほとんど一緒なんです。乗ってる

のはね。ただ、大きさが違うと。これは当然営業会社がやってることですから、

大きさの違うのは当然ですけれども、乗車定員等が同じですから、私は前の提

案でも申し上げたんですが、朝と夜の通勤通学帯は、これはもうやはり路線を

優先するとしたら、どこかの時点でコミバス系に切りかえてみると、これも一

つの方法だと思います。同じ、どうせＮＣさんに委託してるわけですから、コ



 

－１５１－ 

ミバス系に切りかえる、それによって、各団地の奥部をカバーできるんじゃな

いかと、こんなふうに考えます。そういうことで、時間帯を見直した上で、コ

ミバスと営業路線の併用型にもっていくように、一つ検討していただければと

思いますが、いかがでしょうか。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 ３点にわたる再質問であったと思います。まず、１点目ですけども、まず、

西山間ルートの停留所の設置につきましては、近隣住民の方にとっては単に停

車するだけのことというふうに認識されるとは思うんですけども、本格的にと

いうか、実際にルートに正式に停留所を設置する場合におきましては、警察と

の協議を初め、運輸支局の許可、各停留所の看板の変更、時刻表の改正等、諸

手続きが、課題も含めてありますので、慎重に検討をしてまいりたいというふ

うに考えてますので、御理解願いたいと思います。それから、公共交通会議の

あり方については、これまでも何遍も答弁させていただいておりますが、平群

町全体の公共交通のあり方をということを全体に考えてますので、今後もその

方針で臨んでまいりたいというふうに思います。 

 それから、次に公平公正な公共サービスについてですけども、この件につき

ましても、これまでと同じ繰り返しになりますけども、基本的には、先ほども

おっしゃられましたように、営業路線と根本的なコミバスには違いがございま

す。コミバスの目的は、いわゆる交通の空白地の解消を中心とした、住民への

生活支援というふうな、それを目的に運行をしております。そういった違いが

あります。ただ、公平公正性の原則に立って行政運営を行っていくという認識

については、当然必要でありますので、そのように考えてまいりたいというふ

うに思います。 

 それから、次の現営業路線バスの小型化、バスの大きさの話がありましたけ

ども、これにつきましては、バス事業者にも確認をしたところではありますけ

ども、基本的には事業者の業務経営方針に基づくものであるというふうなこと

の回答をもらっております。 

 それから、最後、現営業路線を昼間はコミバスに変更するということについ

ての御質問についてです。これについては、議員の方から何度かこれまでもご

質問をいただいておりまして、同じような答弁になってしまいますけども、御

提案をいただきました内容を仮に実現しようとした場合、ルートを分化をする

ことも必要ですし、１路線について車両を２台投入する必要も出てくるという

ことも考えられます。また、運輸局への申請及び許可内容が現行と異なること
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から、それぞれに合致した車両も必要になってきます。あわせて運転手の確保

も必要となりますので、いま現時点では非常に困難っていうふうに考えており

ますので、御理解願いたいというふうに思います。 

○議 長 

 髙幣君。 

○７ 番 

 まあ、町の御答弁としては、いまおっしゃられるのは、私自身、個人的に見

た場合も、そういう問題は仕方がないかもしれないんです。ただ、ちょっとい

まの話の中でおかしいなと思ったのは、やっぱり住民さんの声を大事にする公

共交通会議と、こういうふうになってほしいなと思います。これは何も現在の

公共交通の会議の委員さんをどうこうというんじゃないですけれども、どうし

てもやむなく、いろんな団体さん出身の方々とかですね、そういう人が委員に

なる傾向が強いわけです。そうすると、その団体さんの役員さんとか委員さん

の地域ということで物を考えられます。やはり、できるだけほかの地域、自分

の以外の地域のことも考えた議論をお願いをしたいなと、これは私自身が傍聴

に行って聞いているときに感じたことなんです。それから、多分１００％来ら

れてないとは言い切れませんが、いつ行ってもいない団体さん、代表さんって

いうんですか、そういう委員さんもいらっしゃるように思いますので、そうい

う意味で、この公共交通会議の中を、いわゆる委員さんの選定についても、や

はり２年に１回か、１年に１回変えていくというのも一つの方法じゃないかと

思います。これは一つの意見として申し上げておきますので、まあ、このコミ

バスについては、これぐらいで結構でございます。次のほうへ入ってください。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 御質問の２項目めの役場組織の改編についての御質問でありました。行政を

運営していく上で、その組織体制が大きな意味を持つということは、もちろん

言うまでもございません。町の行政改革におきましても、その課題が最大のテ

ーマとしておりました。限られた予算と人員の中で、地域住民に求められる行

政サービスを低下させることなく、いかに迅速かつ効率的に組織運営を行って

いくということが命題となっていた中、平成１９年度より大きな組織機構改革

を断行し、できる限り住民に近い行政を目指し、フラットな組織に改編をしま

した。当時、組織を根本的に改変することに相当な混乱も当然予想はされまし

たが、危機的財政状況の中、行政組織内にも危機的認識の共有があり、現行組

織として一定の定着を見ているというふうなところでございます。 
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 議員御指摘の部長を頂点とするピラミッド組織への再構築を再考してみては

という御提案でございました。これにつきましては、確かに組織運営上、重層

的な階層組織が有効に作用されるものではないかっていうふうな御意見にもち

ろん異論はございません。むしろある意味正論であるのかもしれません。ただ、

住民協働の地方分権化が進む公共の組織運営が、人員を抑制し、機動的、弾力

的かつ効率的な行政運営を図り、さらに意思決定を迅速にし、同時に縦ライン

に集中した権限と責任を分権・分散化することに重点を置くというふうな時代

の中で、平群町独自の組織規模、さらには特性に照らし合わせた組織体制が、

いま求められているのではないかというふうに思ってます。 

 改編後、５年経過した今日、当初のこうした目的が十分に果たせているのか

ということの検証は当然必要かと思います。現時点での総括としましては、少

なくとも行政水準を低下させずに、目標としていました人員削減をほぼ果たし、

そのことによる人件費支出の大幅削減ができたっていう点については成果があ

ったのではないかというふうに考えております。ただ、かといって、現状、全

く問題がないっていうことも考えておりません。見えてくる課題を、今後とも

掘り起こしながら、新たな組織体制の構築を検討する必要が常にあるというふ

うに考えます。 

 組織は、当然人によって成り立ってます。そういう意味では、決して絶対的

に完成した組織なるものはないとは思いますけども、よりベストなものに近づ

ける改編は、今後とも目指してまいりたいというふうに思ってます。そのため

にも、今回、議員からいただいた御意見も真摯に受けとめてまいりたいという

ふうに思ってます。今後とも建設的な御意見、御指導を賜りますようお願い申

し上げます。 

○議 長 

 髙幣君。 

○７ 番 

 ピラミッド組織という考え方については、どちらかいうと、私の持論的な考

え方でございまして、これを町がどう判断するかは、町長のお考え方だと思っ

ております。組織とは一体何なりかと、組織とは人なりと、こんなふうに、い

まも御答弁の中にもそういう傾向が見えております。その人というのは、どう

いうふうに動かしていくか、これが運営の問題、経営の問題なんです。そこで

ちょっと突っ込んでいきますと、これ、ちょっと小さな話で飛んでしまうんで

すけれども、いま平群町はいろんな意味で財政問題とか、そういうところで話

が、すぐに財政がどうこうということに動くわけなんですけど、ここで不思議

に思ったのは、規則のところで、係ですね、これで企業の誘致係っていうふう
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なんを一つ入れてもらったらいかがかなと思ってたんですが、今回、見た上で

は、私の見落としかもしれませんけれども、企業の誘致係が入ってないなと、

こんなふうに見ております。いま、今議会でも開発公社の問題ですね、解散に

よる問題とか、そういうことが通過していってるわけなんですよ。要するに、

町有地というのは、これからどんどんと増えていくのが現状でございます。こ

の町有地は、やはり活用によって、これからの財政に対する大きなインパクト

があります。例えば、また、学校再編の話、きょう、別件でしておりますが、

学校再編の話、幼保一体化の問題、これによって土地がまた浮いてくるという

んですか、土地が出てくるわけなんです。廃止用の土地が。こんなものも含め

ると、やはりこれからは、企業誘致係というものを置いて、勉強していただい

て、そして外に土地を売りに回る、こういう組織も必要ではないかなと、こん

なふうに考えております。特に、歳入不足っていういまの平群町ですから、何

とか、税収確保はもちろんのこと、こういう土地をいろんな形で活用していく

ためには、企業誘致係があったほうがよかったんじゃないかというふうに感じ

ております。これが１点目です。 

 それから、いまの御答弁の中でちらっと感じたんですが、人員削減と人件費

削減と、こんなふうな言い方をされておりましたが、ピラミッドの組織型にし

て、本当にお金が要るんでしょうか。そこら辺がちょっと意味がわかりません。

現状の中でピラミッド化をすることによって、これが経費増になるのか、ちょ

っと不思議でたまりません。一度考え方をお聞かせください。 

 それから、まとめて言っていきますと、これは町長にもお聞きしたいんです

が、ピラミッド化という意味なんですけどね、どんなふうに町長、考えている

のかなと、ピラミッド化を。ピラミッドってのは、横から見れば通常三角形な

んですよね。これは、絶対に三角形であることは間違いないです。この三角形

の３の数字ってのはどんな意味があるのか、ちょっと私なりに、古いことわざ

を出してはいけませんけれども、調べてみると、一番皆さん方もよく御存じな

のは、３人寄れば文殊の知恵と、この考え方なんです。３人で考えれば、いろ

んないい物が出てくるではないかと、こんなふうにも言われてます。それから、

家庭的に見たら、こんな話もことわざにあります。３人の子持ちは笑うて暮ら

す。やはり家庭っていうものも一番、私たちの組織の中での１番は家庭なんで

すよね。だから、そういう意味で、３人家族、これは子どもさん含めて見てい

くとどないなるかいうと、奥さんと、それから子ども２人の３人、そして自分

と、こういうことで、やっぱり３人っていうものは、こういう古いことわざで

もあります。それから、こんなことわざもあります。３人知れば世界中と。こ

れは三つの見方で物を見ていくと世界中が見えるんだと。これは自分の家も一
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つの世界と見ての言葉なんです。それから、こんなのもありました。３拍子そ

ろうという言葉、これもやっぱり三つ、３拍子そろうということは、これから

の組織運営、町政についても、非常に３という数字が大事なんだなという感じ

になります。 

 やっぱり組織っていうものは、３人おって、物事をつくっていくことによっ

て成り立つと、そういう意味で、私は、部長制の復活をお願いし、部長の下に

は、まあ３課とは言いませんけれども、そういう形の課の組織ですね。そして、

課の中に、これは３係とは言いませんけれども、３の係を持っていく。そして、

係長さんが３人を指導していく。係員さんは、家へ帰ったら、さっき言ったよ

うに、３の数字、子持ち、奥さん、子ども２人で、そして自分が家長として、

家の長としてオペレーションをしていく、これが大事なことなんです。そうい

う意味で、私の個人的な考え方ですけども、ピラミッドというのは平群町発展

の大きなファクター、行政組織のファクターではないかと、こんなふうに考え

られてます。そういう意味で、町長自身にお聞きしたいんですが、総論的に見

て、このピラミッドという考え方、いかがでしょうか。お答えを願いたいと思

います。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 大きく３点あったんかなと思います。１点目のその企業誘致とか、いま町が

抱えております町有地の有効活用の、そういった主要施策について、特化した

係を設置すべきではなかったかというふうな御意見がありました。それは十分

御意見として賜っておきたいというふうに思ってます。 

 それから、２点目に、いわゆるピラミッド組織が経費増につながるというふ

うな印象があるというふうに、答弁上はそう聞こえたというふうな話でしたけ

ども、そういう意味じゃなしに、ピラミッド組織が経費増を招くという意味じ

ゃなしに、フラット化することによって、例えば管理職を削減し、人員削減に

もつながったということで、結果として人員減になり、人件費の減になったと

いうふうなことで申し上げたところでございます。 

 それから、ピラミッド化についての考え方ですけども、もちろん、御承知の

とおり、現行におきましても、町長を頂点に、副町長、課長、主幹、その下に

係長、主査、主事、主事補っていうふうな形のピラミッドの構成になってます。

町が目指した組織再編は、平成１９年度に行ったのは、その中で部長があった

んですけど、部長を廃して、その分組織をフラットにし、簡素化することによ

って、意思決定の迅速化を図る、また効率化を図るっていうことを狙いとした
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ものでございます。ピラミッド化という組織体制そのものが当然必要であると

いうのは、認識については、全く同じでございます。いずれにしましても、議

員も非常にそういう組織の問題について見識が深いですので、いろんな形でい

ろんな御意見を、今後とも賜ってまいりたいというふうに思ってますので、よ

ろしくお願いします。 

○議 長 

 髙幣君。 

○７ 番 

 まあ、組織論の話ですから、いま、私が古いことわざから何点か出して、３

の数字を言ったわけなんです。そういう意味で、組織ってものは、町長の以下、

いま、副町長の話が出ました。それから、課長が出て、主幹がと、こうなるん

ですけれども、私の考えでは、いわゆる補助職的な管理職は要らないと。とい

うことは、部長がいて、課長がいて、係長でいいと。そして係員と、こういう

考え方なんです。それは大きくなってきますと、そこに補助的な管理職ってい

うものがよく出てくるわけです。課長代理とか課長何とかというふうにね。そ

うじゃなくって、もう３人で物事をやるんだと、という考え方で私は申し上げ

てますので、最後、これは大きい意味で、条例改正で出されたのは、これもう

断定して言ったら単なる事務分掌の変更じゃないのと、条例改正、もちろん条

例上に載っているから改正なんですけれども、ある意味では、事務分掌的なや

り方、入れかえですね、それをやっただけのことなんです。それは、さっきも

申し上げたように、肥大化していく課があったから変えたと、こうことなんで

すよね。 

 例えばネーミングの問題も、ちょっと横へ行きますが、ネーミングの問題に

ついても、私は今回のネーミングで一番気になっているのは、観光産業課と、

こんな課ができたと。観光産業課、なかなか観光に一生懸命の平群町なんだな

というのはわかりますけれども、ただ、やはりネーミングの仕方として、観光

が前なのか、産業が前なのか、このあたりに若干疑問を持っております。都市

計画課のようにはっきりと都市計画っていうふうにうたっているわけですけ

ど、観光産業はどう見ても、ネーミングが非常に平群町は観光に力を入れてい

るとこやなと、こんなふうに思われがちであって、そうじゃなくって、産業に

力を入れることによって観光を伸ばしていくんだと、こういうことやと思いま

すんで、ちょっとネーミングもおかしかったかなと思います。 

 そういう意味で、この問題に関しての最後として、町長、ピラミッドについ

てどんなお考えを持ってはるか、ちょっと教えてもらえませんか。私は私で、

ピラミッドが最大の問題だというふうに思っておりますので、町長のピラミッ
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ド化についての御意見をお願いをしたいと思います。 

○議 長 

 町長。 

○町 長 

 非常に難しい問題かと思います。一長一短あるというふうに思います。私、

就任してすぐにその行財政改革大綱に書いてある部長制の廃止の問題に当たっ

たわけですが、私もかねがね、組織は、こういう組織でございますので、２万

人のまちの行政でございますので、大きな組織はできるだけ要らないんじゃな

いか、小さい組織にして、効率的に、しかも迅速に行政を動かしていくという

ことが大切じゃないかというふうに思っておりましたので、即刻、部長制廃止

を断行させていただいたというふうに思っております。 

 その利点が何かと言うとなかなか難しいんですけども、私自身が一つは住民

に非常に近くなったと。現場の意見が、課長の意見が直接私に入ってくると。

部長という、ある意味フィルターとするならば、それを通さずに、生の声が入

ってくるという意味では、非常にいいのかなというふうに思います。その分、

私の仕事が非常に忙しくなったのかもしれませんが、そういう、先ほども課長

が言いましたように、迅速化、効率化が図られたというふうに思っております。

そういうことで、いまは何とかそういう態勢でいけてるというふうに思ってお

ります。結果としましては、そういうことプラスですね、課長からありました

ように、結果としては総人件費の削減にもつながっているのかなというふうに

思っております。ピラミッド組織がだめだというふうには思っておりませんの

で、今後、そういうことも視野に入れて、本当にこれでいいのかどうかという

ことも含めて、検討をしていきたいとは思っております。 

○議 長 

 髙幣君。 

○７ 番 

 まあ、苦しいとこやと思います。だから、一つ、上からピラミッドの角を叩

いてみたらわかるんですね。四角を叩いたらかちゃんと崩れますけれど、ピラ

ミッドの角、一番頂点をハンマーで殴ってもあれはなかなか崩れにくいと、こ

ういうふうなことですから、私はピラミッド化っていうのは必要であると。そ

のピラミッドの頂点に立つ部長制を言いましたけれども、部長がそれだけを握

れるわけで、わかるようになるんですね。町長は町長で、やっぱり何も三副町

長がほしいという意味じゃなくって、町長は町長として、ピラミッド化の中で

大きなオペレーションをしていただきたいと思っております。この件は、これ

以上議論し合いしても一緒だと思いますので、これはこれで終わります。 
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○議 長 

 はい、理事。 

○理 事 

 それでは、３点目の西小学校と東小学校の合併におけるタイムスケジュール

についての御質問でございますが、本議会初日の町長の冒頭のあいさつの中で、

西小学校と東小学校を平成２６年の４月には、新しい学校として開校できるよ

う最大の努力をしてまいりたいと考えている旨の御報告をさせていただきまし

た。これを受けまして、保幼小中の各学校園とＰＴＡ、さらには、全町民に向

けた報告や説明をまずは急いでやらなければならないというふうに考えていま

す。 

 また、今後、検討、解決していかなければならない問題といたしましては、

学校運営方針や教育計画の作成、通学方法及び通学路の検討、校名、校歌、校

章等の検討、ＰＴＡの組織運営の方法、県教委との協議、学校設置条例の制定

手続き、閉校式や開校式等の準備などなど、ほかにもまだまだたくさん出てく

るとは思いますけれども、非常に多岐にわたるものでございます。これら一つ

ずつの具体的なスケジュールにつきましては、現在、その案を作成をしている

段階でございますので、御理解をお願いをいたします。 

 次に、今後の南小学校の再編成についての方向性、見通しについての御質問

でございましたが、いわゆるアクションプランを堅持をし、これの理解を求め

るために、南小学校のＰＴＡの方や地域の方々と、今後も話し合いを続けてい

きたいということにつきましては、先日の校区別懇談会の中でも町長が直接申

し上げております。西小学校と東小学校の再編成と同時に南小学校の再編成も

できればいいという思いを持っておりますけれども、この思いを引き続き伝え

てまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議 長 

 髙幣君。 

○７ 番 

 いまの答弁で私は結構だと思いますが、ただ町としては、スケジュール表で

すね、工程表、これはいま進んでいるんでしょうか。いつごろにでき上がるの

か、そのあたりをお聞かせ願いたいのが１点。 

 それから、もう１点は、いまたまたま理事の答弁の中にありました校名、校

旗、校歌、校章と、こういう具体的なことが理事の答弁にあったんですが、こ

れはやはり児童やＰＴＡさん、小学校のＯＢさんと、あるいは地域の方々とよ

く煮詰めてはいただきたいと思います。そうしないと、やはり東小学校が新し
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い小学校に変わるわけですから、これについては真剣に議論をしていただいた

上でやっていただくのが普通だと思います。 

 そこで聞きたいんですが、じゃあ、いま遅れになっている、もともと東小学

校に西、南と合併させようと、西、南も含めてやろうとしてたわけですが、南

小学校さんとの接点の問題ってのは、先に新しい東の小学校の校旗や校章や、

すべて決まってしまうと、南の方々の御意見が入らないんじゃないかと。町長

の最終目的は東西南ですか、南ですね、この三つを合併しようというわけです

から、南小さんの子どもたち、あるいはＰＴＡさん、地域の方々と、このあた

りの、いま言った、特に具体名でいいますと校名、校歌、それから校章、校旗

ですか、こういうところについて、南小さんとのやりとりはどんなふうにもっ

ていかれるのか、これについてお尋ねをいたします。 

○議 長 

 理事。 

○理 事 

 ただいまの再質問にお答えを申し上げます。 

 スケジュールについてでございますが、議員御質問の中にもございましたけ

れども、幼保一体化の関係でのスケジュールについては、既にもう御提案、御

提出を申し上げました。先ほども述べましたけれども、この小学校の再編成に

関しますスケジュールはですね、いわゆるハードとソフトというふうに考えま

すと、ほとんどがソフト面におけるスケジュールが非常に多くなる。いわゆる

理解を求める内容であったりですね、説明をする内容であったり、そういうこ

とが非常に多くなりますので、幼保のもういわゆる一体施設の建設とは違って、

ソフト面が非常に多くなるということで、そのスケジュールを立てること自体

はそんなに時間がかかるものではございませんが、何と言いますか、そのスケ

ジュールを立てたとおりにですね、その事が運んでいくかどうかというのは、

非常に不透明、不確定な部分が、これは当然出てまいります。そういうことを

御理解をいただいた上で、当然、案として、いつの時期にどういうことをしな

ければならないかというのは、当然そのスケジュールを立てて、事に当たって

いくわけですから、できるだけ早い時期にスケジュールについては完成をさせ

たいというふうに考えています。 

 それから、二つ目の御質問でございます。先ほど答弁の中でも少し述べまし

たけれども、まずはですね、もう既に各学校やＰＴＡにつきましては、町長の

冒頭あいさつの内容等については、報告、連絡をしておりますし、各学校現場

についても、既に教育委員会の方から連絡をしていただいております。また、

既に幼稚園や、あるいは東小学校のＰＴＡの役員との懇談会の日にちも設定を
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されているところでございます。そういうことで、できるだけ早くですね、直

接関係者でありますところにはですね、お話をさせていただく中で、さまざま

な御意見もお聞きをしたいと。また、全町民に対するというふうにも申し上げ

ましたが、これは１月の広報というのはもう既に間に合わないということがご

ざいますから、一つは２月号の広報に一定の記事を載せたいと。それと同時に、

たまたまですね、ことし、選挙の関係で総代自治会長会議が１月の１９日に延

びました関係がございますので、その１月の１９日の総代自治会長会議の中で

もですね、各全体の総代自治会長がお集まりいただけますので、何らかの形で

そのことについても御報告を申し上げなければいけないというふうに考えてい

ます。 

 それと、３点目、これは南小学校の再編成のときに、いわゆる西小学校と東

小学校が対等合併の中で、校歌や校名、あるいは校章等々が変わっていったと

きに、南小学校がいわゆる合併されたときにはどう考えているのかということ

でございますが、基本的には、今回の再編成が対等合併という形でされればで

すね、その時期がいつになるかという問題はございますけれども、少なくとも

ですね、例えば１０年なら１０年というふうな期間で物を考えたときに、また

ですね、校歌や校章や、あるいは校名を変えるというふうなことは到底できな

いというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議 長 

 髙幣君。 

○７ 番 

 御苦労さまでした。再度になりますけれども、今定例会の冒頭で町長が御発

言、あいさつされたことが、いま現在動いているわけですよね。一つの機動力

になっているわけなんです。そういう意味で、きょう確認したいのは、町長、

２６年４月開校、東と西の、これについては間違いないと明言はしていただい

てると思いますので、あえてもう１回とは言いませんけれども、一つ、２６年

４月にまずは東、西、合併していただき、そして南へも次へというステップを

踏んでいただく、これでよろしくお願いをしたいと思います。 

 これで私の一般質問は終わりたいと思います。ちょうど時間です。 

○議 長 

 それでは、髙幣君の一般質問をこれで終わります。 

 午後１時３０分まで休憩いたします。 

（ブー） 

休   憩 （午後 ０時００分） 
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再   開 （午後 １時３０分） 

 

○議 長 

 休憩前に引き続き再開をいたします。 

（ブー） 

○議 長 

 発言番号６番、議席番号５番、植田君の質問を許可いたします。植田君。 

○５ 番 

 失礼いたします。私の方からは、大きく２点にわたりまして質問通告を出さ

せていただいております。 

 一つは、１点目、学校図書館の充実についてであります。これまでも何度か、

この一般質問では取り上げさせてもらいましたが、基本的には学校図書館司書

の配置についてであります。ことしの６月から中学校、１０月から北小学校で

図書館司書の配置がされ、ある意味、やっと学校教育のインフラ整備がスター

トしたのではないかと、このように考えています。現在、中学校では、月１３

日間のみの開館、１日約２時間から３時間程度というふうにはお聞きをしてい

ます。それとあわせまして、そういう意味では、十分図書館を学校生活の一部

として利用できるまでの状態には活用できていないのではないかなというふう

には中学校には感じております。 

 一方、北小学校では、月曜から金曜日の学校の始業時間の開始から終業時間、

図書館が開館されているので、子どもたちの学校生活の一部として学校図書館

が機能してきているということもお聞きをしています。昼休みなどは大勢の子

どもたちでにぎわっているとのことです。また、授業の下準備や研究授業など

で、先生方も司書の方に相談をして、資料提供等アドバイスを受けるなど、学

校図書館司書の活用の仕方という部分でも慣れてこられてきているというふう

なこともお聞きをしています。また、月１回のお話し会も盛況とのことで、学

校図書館が子どもたちの交流の場、あるいは憩いの場、そして学習意欲を引き

出す場という役割も担いつつあるというふうに考えています。ぜひこの取り組

みを町内小学校すべてに広げていくことが必要だと考えますが、今後どのよう

な、計画的に進めていかれるのか、お聞きをしたいと思います。 

 続きまして、２点目は、公共交通の充実についてであります。これもこれま

で何度か取り上げをさせていただきました。一つはコミバスの部分で、南部ル

ートを組み入れた中央循環ルートが昨年１１月からスタートして、約１年が過

ぎています。利用状況を見てみますと微増状況、多少増えてるんですが、なか
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なか伸び悩んでいるのかなというふうに、利用者の人数を見るときに思うんで

すけれども、この９月から、保育園、幼稚園の送迎が利用できるように、一部

始発場所を変更するなどの改善が行われたものの、依然、帰りの待ち時間に１

時間半以上かかったり、時間帯によっては２時間を超えるときがあるというふ

うな状況もあります。この公共交通の問題では、シンポジウムも公民館で開か

れたように思います。私もそのときに行かせていただいたんですが、その中で、

やはり利用者の会の方からも改善の声が上がっていました。 

 １ルート、北部から南部までカバーすると、どうしても時間がかかってしま

います。このコミバスの問題については、全国的にもいろんなことが言われて

るんですが、専門家の中でも、やっぱり１ルート１時間以内で運行するという

のが、やはり利用しやすいコミバスの条件ではないかというふうに思っていま

す。そういう部分では、いま平群町の現状では８０分ですかね、１ルートかか

っているということですので、そういう意味では、利便性も悪く、利用がなか

なか伸び悩んでいるという状況ではないかなというふうに私は考えています。 

 そういう意味で、いまの中央循環ルートを、一つは２ルートにしていくべき

ではないかなと。一つは中央南部ルート、もう一つが中央北部ルートに分割を

して、午前中にも何人かの委員さんからそういうコミバスに対する質問も出て

たと思うんですけれども、平群駅前のロータリーで北部、南部の乗り継ぎがで

きるというようにして、１ルートの時間を１時間以内に短縮していって、利用

しやすい、そういうコミバスにつくっていくと、改善していくということが必

要ではないかなというふうに思っています。この点について、どのように考え

ておられるのか、お聞きをしておきたいと思います。 

 また、二つ目については、いま平群町の中で路線バス、コミバスが走ってい

るわけですが、それとあわせて、住民の足としてのデマンドタクシーの導入っ

ていうのも必要だと私は常々考えています。これまでも、その立場で質問もさ

せていただきました。そういう中で、答弁の中でですね、三郷町やその他の地

域で実施しているところを視察等を行い、研究していきたいというふうに町当

局の方から答弁をいただいていたところですが、その後どのような、このデマ

ンドタクシーについての研究を進めておられるのか、進捗状況についてお聞き

をしておきたいと思います。 

 以上、大きく２点についてよろしくお願いいたします。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 １項目め、学校図書館の充実についての御質問にお答えいたします。現在、
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町立図書館では、緊急雇用創出事業の補助金を活用しまして、今年度１０月か

ら、学校図書館支援担当職員１名を採用し、小学校への配置について、先行モ

デルケースとして北小学校に配置いたしました。始業から下校まで開館し、学

校、町立図書館、ボランティアのコーディネーターとして、また、図書館の整

備、読書相談、授業の資料準備や先生の資料選定の相談に応じられる体制をと

っております。先生方には図書室を積極的に活用していただくようになりまし

た。先般、利用統計をとりましたところ、先年度の同時期の利用に比べ、貸し

出し冊数ともに二、三倍増えているとの報告を受けております。学校司書を待

ち望み、受け入れ態勢が整っていたことにあわせ、採用した学校司書が児童サ

ービスを得意とする経験豊かな職員ということで、成果を上げているものと思

われます。 

 平群中学校では、フルタイム職員の派遣はできておりませんが、あすのす平

群の職員体制の許す限り、中学校の行事等にあわせ、放課後の開館支援を続け

ております。担当職員は、限られた開館時間の中で魅力的な掲示や書架づくり、

予約リクエストの促進、先生の選書相談などを行い、ゆるやかではありますが

利用者の幅が広がり、学校図書館のよさが浸透してきています。中学校におき

ましては、今後も司書教諭と学校司書の連携を図りながら支援を続けていきた

いと考えております。このように学校と町立図書館の連携、努力を積み重ねつ

つ、学校司書の適正配置に向けて、学校現場と町で協議を継続するとともに、

県にも配置していただくよう引き続き要望してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○議 長 

 植田君。 

○５ 番 

 いまの課長の方の答弁からいきますと、学校司書を配置をすることで、図書

館を子どもたちが本当に、何て言うんですか、有効的に使える、使ってきてい

る、それは利用人数と貸し出し冊数がね、いま課長の方から御答弁いただいた

ように二、三倍増えてきていると、そういう部分では司書を配置したことが学

校図書館を活発化させていくということに大きく、やっぱりこの原因になった

というふうに私は思っています。 

 保護者の方からも、やっぱり司書を置いてもらったことで、子どもたちが学

校図書館、図書室へ行くのがすごく楽しくなったと。その司書の先生ともいろ

んな話ができるので、すごく子どもにとってよかったですってお声も私も保護

者の方から直接聞いています。そういう意味で、やはり人が学校図書館をつく

っていくという意味では、すごく大きな成果が出てきているんではないかなと
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いうふうに思っています。そういう意味ではですね、やはり、いま北小学校だ

けの配置になっています。いま課長がおっしゃったように緊急雇用で対応され

ているというところなんですけども、課長の答弁からすれば、やっぱりその図

書館司書の配置の評価を、評価されているというふうに思うんですけれども、

やはりそれは北小学校にとどまらず、全平群町の小学校にやっぱり配置をして

いくというのが私は基本だと思うんですね。教育の均等化を図るんであれば、

やっぱり司書を全小学校に配置をしていくというのが基本だと思うんですけど

も、その点についてのちょっと御答弁がなかったかのように思います。今後の

計画ですね、どういうふうにして拡充していくのかと、全小学校に広げていく

のかというところの御答弁は再度いただきたいと思います。 

 中学校の方については、最初聞かせていただいた時間よりかは増えてきてい

るのかなというふうに思うんですけども、そういう中で、少しずつ生徒の中に

も、学校図書館の利用というのが広がっているというふうにお答えあったんで

すけども、クラブ等の活動もありますから、なかなか小学校とは違う難しさが

あるのかなというふうには思うんですけれども、中学校でね、高校受験なんか

も含めて、中学校での図書館を十分活用した形でのやっぱり、何て言うんです

か、子どもたちがみずから学ぶという、そういう学習形態がね、きちっとでき

るという、していくという部分では、中学校でのさらなるそういう、何て言う

んですか、充実を図っていただくということが必要だと思うんです。そういう

ところで、今後、この司書の配置、全小学校に進めていく上でどのように考え

ておられるのか、この点について、再度御答弁をいただきたいと思います。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 再質問にお答えいたします。議員お述べになったとおり、現在北小に配置し

ております事業につきましては、緊急雇用創出事業の平成２４年１０月から平

成２５年９月末までの１年間となっていることから、来年度の下半期の予算に

ついては、現在はまだ確保でき得ていない状況でありますので、所管課といた

しましては予算確保について努力してまいりたいと考えております。厳しい財

政状況の中ではございますけども、来年度の予算編成につきましては、先ほど

も申し上げましたとおり、学校と町立図書館の連携、努力を積み重ねつつ、学

校司書の配置の継続、さらには拡充ということにつきましても努力してまいり

たいと考えております。また、活用できるような補助金メニュー等の研究もし

てまいりたいと考えております。 

○議 長 
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 植田君。 

○５ 番 

 教育委員会サイドとしては、継続、拡充というのを目指して頑張っていきた

いというふうな御答弁だったと思いますので、もうそれはぜひやっていただき

たいと、北小でもすごくそういう司書の配置によって成果が出ているというふ

うに私も聞いておりますし、教育委員会のサイドでも、そういう評価、認識を

されているというふうに理解はさせてもらいますので、ぜひこれは全小学校に、

今年度、１小学校からスタートしましたから、来年度はもう一つ、それ一遍に

全部配置をしていただければいいんですけれども、なかなかそういうことも難

しいのかなとは思いますが、できるだけ早く平群町の小学校で、すべての小学

校でですね、きちっとした司書を配置をして、進めていただきたい。それと、

緊急雇用でいま司書の配置をしているんですが、その必要性というのは現場も

含めて認めていただいてるわけですから、今後は安定的な学校司書の配置とい

うのが求められてくると思うんですが、この点について再度お聞きをしておき

たいと思います。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 再質問にお答えいたします。先ほども答弁申し上げましたとおり、緊急雇用

ということで、今回、今年度、試行的に北小で実施したということで、かなり

の効果、成果が上げられたということから、引き続き継続をしてまいりたいと、

まずは、現在、北小での配置につきましても継続するということを目標として

おります。ただ、先ほども申し上げましたとおり、厳しい財政状況の中、来年

度の予算編成につきましては、まだ現在は、その単費部分につきましては予算

の確保ということには現在ができ得ていない状況でございますので、引き続き

まして、何か活用できる補助金メニューがあったら、そういったことも含めて、

また考えていきたいと思うんですけれども、できる限り、当然、本来補助金の

メニューがなかってもやりたいと、やる成果のある事業かというふうには認識

しております。引き続きまして、予算確保に努力したいということで御理解い

ただきたいと思います。 

○議 長 

 植田君。 

○５ 番 

 教育委員会、やる気でいらっしゃるみたいなので、ぜひよろしくお願いしま

す。そういう意味では、財政当局の方に、この図書館司書の配置については国
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の方で基本的には交付税措置の対象事業としても上がっていたと思います。２

４年度からやったと思うんですけどね。そういう意味では、そういう位置づけ

もあるということは重々御承知だと思いますので、そういう意味では、財政当

局もやはりそのことはきっちりと認識をされて、そういう成果が出ているとい

う事業については拡充していっていただくという方向で検討を願いたいと思う

んですが、この点についてだけ、財政当局の方から御答弁を求めたいと思いま

す。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 司書の配置につきましては、いま議員がおっしゃったように、交付税措置と

いうのはもちろん承知しております。ただ交付税というのは色のないお金とい

うことですので、とはいえ、というのが、いま現在の残念ながら財政状況であ

りますんで、すぐ明確に、交付税が算入されんねから入れるというふうなこと

にはならないんですけども、一方で、その学校の再編の話とかも進んでますし、

そういった状況も踏まえながら、できるだけ教育水準が向上できる、そういっ

たことは財政側としても支援してまいりたいとは思ってますけども、なかなか

現実問題として難しいという財政上の問題があるということも御承知願いたい

と思います。 

○議 長 

 植田君。 

○５ 番 

 難しいということなんですけれども、この平群町での子どもたちの教育の整

備というんですか、教育長も常々おっしゃってる小さなまちでの大きな教育と

いうところでは、やはりそういう人が人をつくっていく、それが大きく子ども

たちの教育水準の向上につながるということで非常に大事だと思いますので、

そこら辺は特段、財政当局もやはりきちっとそのことは認識をしていただきま

して、今後、すべての小学校で学校図書館司書の配置が行えるよう対応してい

ただきたいというふうに思っています。この件については、以上で結構です。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、２項目めの公共交通の充実についてに関する御質問についてお答

えさせていただきたいと思います。 

 まず１点目で御質問の、中央循環ルートの平群駅ロータリーを起点に利便性
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を図ってみてはという内容の御提案なり、御質問であります。先に午前中のと

きに、先にほかの議員の中でも答弁させていただきましたので、重複すること

になるんですけども、今後、駅周辺事業の進捗状況にあわせて、また社会資本

整備総合交付金の交付期間中に、ただいま御提案いただいた内容の御意見も参

考にしながら、あわせて利用状況も十分に検証する中から、広く多くの意見を

いただいた上で、よりその移動の利便性向上を目指して、平成２６年度を目途

に、一定の方向性を結論づけられるように努めてまいりたいと考えています。 

 ２点目で御質問の、デマンドタクシーの導入検討についてでございます。こ

の間、三郷町の予約制乗り合いタクシーや吉野町のデマンドタクシー等の施設

視察に加え、本年１１月には兵庫県上郡町のデマンド交通の実情について視察

研修しました。ここはデマンド交通とコミバスを併用して走っているというよ

うなことでの視察でございました。これらの自治体につきましては、いずれも

路線バス事業の縮小等により、いかにその地域住民の交通利便性を確保するか

や、バス等が運行できない交通空白地域にお住まいの方々を対象に、地理的条

件や地域特性もかんがみながら、試行錯誤する中で、特色あるデマンドタクシ

ーを目指していて、現在試行しておられるというふうになっております。地理

的条件や地域特性等々につきましては、平群町のそういう状況とは若干異なり

ますので、そういうことも含めて考えなければならないというふうに思ってま

す。平群町におきましても、コミバスやデマンドタクシー等のあり方について、

運行経費の費用対効果もかんがみる中で、こうした先進自治体の運営方法を参

考にさせていただきながら、メリットやデメリットを掘り起こし、いま現在進

めているところですけども、資料整理をした上で、平成２５年３月実施予定の

平群町地域公共交通会議の中で提案し、協議してまいりたいというふうに考え

てます。もちろん、その場合、議会へも公共交通対策特別委員会等がございま

すので、そこを通じて報告をし、意見も承ってまいりたいというふうに考えて

おります。 

○議 長 

 植田君。 

○５ 番 

 まず、コミバスの件ですけれども、行政としても一定見直しをしていかなあ

かんという認識は持ってはるというふうに思っています。そういう中で、やは

り、最初のときにも言いましたように、多くの住民の方から、待ち時間が長す

ぎて使えないというのがもう圧倒的に多いんですね。そういう意味では、そう

いうのを解消する方法がどういう方法としてあるのか。住民の生活圏というと

ころを、平群町の中でもですね、全部が生活圏ということは少ないと思うんで
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す。そういう意味では、私は北の、私自身が住んでいるのが平群町の北部の地

域ですから、そこからいけば、この役場近辺を含めるそこら辺、その地域ぐら

いが、やっぱり一番よく利用するという地域となるんですね。それを越えて、

南まではなかなか、私自身も普段の生活の中で使うことが少ないというふうに

思うんですが、そういう意味では、平群町の中心地であるこの役場周辺には、

医療機関等々、買い物施設もあるということで、私の住む北部の地域からも、

バイパスのところにあります医療機関の、あそこへたくさん利用をされている

というふうにお聞きをしています。そういう部分では、そこまで北部地域の生

活圏としては見るのがいいのかなというふうに思いますので、そういう意味で

は、少しでも待ち時間をなくしていって、利用しやすいコミバスにしていく、

そのことが利用率の向上にもつながっていくというふうに思っていますので、

ぜひ、そういう意味では、２ルートにわけて乗り継ぎをして、必要な方は南ま

で使うし、必要でなかったら、この平群の中心、役場周辺まで使えるルートと

いうところの、これはぜひそういうふうな検討、それから特に利用者の方々、

それから地域の方々の、北部やったら北部から乗りはる方々の、そういう利用

実態とか、あるいは利用者の声っていうのも十分聞いていただいて、とにかく

利用しやすいコミバスへの改善というのは、これはもう絶対条件ですので、そ

ういう意味では、そういう提案をさせていただきたいし、また、そのことにつ

いても十分検討していただきたいというふうに思っています。 

 それと、もう一つ、バスの時刻表というんですか、時刻なんですけども、こ

れもそういう研究をした中で聞かれる声が、同じ時間にそのバス停では乗れる

と、だから、１時も２時でも、２０分やったら２０分、３０分なら３０分とい

う、そういう同じ時間帯での乗車ができるということが非常に利用しやすい条

件にもなっているというふうに、これもそういうコミバスなんかを実施されて

いるところで出ている研究結果としてお聞きをしています。そういう部分では、

利用者が利用しやすい時間、バス停ごとに一定の時間に決めるということも一

つの方法だと思います。そういうことも含めて、十分検討を願いたいというふ

うに思います。 

 それと、２点目のデマンドタクシーの件です。町としても、幾つかの自治体

に行かれたというふうにお聞きも、私もしています。そういう中で、デマンド

タクシーのルートを決めて、そこだけを走っているというところもあったやに

のように聞いていますので、ただ平群町の場合は、いま現在、路線バス、それ

からコミバス、それを補完するものとして、私はデマンドタクシーの必要性が

あるんではないかなというふうに思っています。これも前のときに言わせても

らいましたが、椿台は、午前中の質問でもありましたが、椿台はやっぱり高齢
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化率、すごく上がっています。そういう中で、あの坂道を上がっていけないと

いう高齢者の方、たくさんいらっしゃるわけですから、また若葉台の上の方に

も、路線バスから相当また上がらないとだめだというふうなことが言われてい

ます。私自身は、三郷町が行っているデマンドタクシー、これ、全国的もあそ

こだけなんではないかなというふうに、あの形態でやっているところがね、非

常に珍しいんですが、使った分だけ費用が発生するという形ですから、まあ言

うたら一定補助金を使おうが使うまいが渡すという方式ではなくって、利用し

た分だけ払うと、非常に効率的ではないかなというふうに思うんですね。 

 そういう意味では、三郷町では、いま登録が４，０００人超えているそうで

す。１日大体四、五十人の利用があるというふうにも聞いています。乗り合い

になれば、まあ言うたら、金額は同じだけど、そこで４人乗ってくれはったら

１人３００円で行くわけですから、残りの分だけを町が負担すればいいと。物

によっては、何て言うんですか、乗車料金の方が払う料金より上回るというよ

うな状況も発生するというときもあるらしいというふうに聞いているんです

が、そういう意味では、効率的な運用という部分では、私は三郷町の事例を十

分研究されることがいいんではないかなというふうに思います。 

 それと、お隣三郷町は竜田タクシーにその委託をされてるわけですから、竜

田タクシーの方で、事業所の方でそのシステムも置いて、人も配置をして、そ

の分の三郷町が補助というか、その分の人件費も含めて見てるらしいですが、

それが平群町がそういう方式でやるとすれば、三郷町と一緒にそれを利用する

ことで、経費を節減していくというふうなことも検討できるんではないかなと

いうふうに、いま単純に思ってるんですよ。それができるかどうかはわかりま

せんが、そういうことも研究していくことが必要ではないかなというふうに思

っています。このシステム自体は、年間四、五十万のシステム使用料を払って

いるそうですので、そんなに高いものではないですし、それも共有できるんで

あれば、三郷町と、まあ言うたら、その部分、費用負担しながらやっていけば、

平群町にとっても軽減できる問題でもありますし、そこら辺のところをもう少

し、町としての考え方も含めて御答弁いただけますでしょうか。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 何点か御質問、再質問をいただいたわけなんですけども、基本的に利用しや

すいコミバスを目指すっていうことは、もちろんそれを目指してずっとやって

きてますので、今後ともそういうふうにしていきたいというふうに思います。

ただ、やはり、どうしてもすべての地域のすべての方が自分の一番都合のいい
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状況になるっていうことは、これはもうちょっと難しいっていうふうに思って

ます。基本的にコミバスというのは、先ほども御答弁させてもらった中にあり

ましたけども、基本的には公共交通空白地域の解消を目指して、住民の生活の

利便性確保ということで、生活支援を中心に考えておりますので、そういう意

味じゃ薄く広くというふうなところもやむなしというふうに思っていただきた

いというふうに思っています。幾つか御提案をいただきました。ダイヤ上、同

じ時間にバスの利用ができるダイヤとか、いろいろ、それ以外にもいろんな意

見を承ってますので、それらについては、やはり真摯に受けとめて、できるこ

とについては取り入れてやっていきたいというふうに思います。 

 デマンドタクシーの件につきましても、先ほど議員おっしゃったように、町

の方としましても、基本的には、仮にデマンドタクシーを入れるにしたって、

平群町の中では基本的にはコミバスを補完する、そういうふうな位置づけで、

いま現在、その調査研究中でございます。現在調査研究中で、まだその内容を

報告できるようなものになってませんので、もう少しそれはお待ちいただきた

いんですけども、いずれにしても、できましたらまたお示しさせてもらって、

御意見を賜りたいというふうに思ってます。三郷町とコラボしてはどうかとい

うふうな御意見なんかも、これも御意見として承っておきたいというふうに思

います。なかなか、現在、デマンドタクシーの件については、いま現在、資料

を作成中ということで満足な答弁にはならないんですけども、以上の答弁で御

理解願いたいと思います。 

○議 長 

 植田君。 

○５ 番 

 私がコミバス、路線バスを補完すると言わせてもらったのは、その地域は、

その対象から外すんではなくて、路線バスやコミバスの停留所まで行けないと

いうふうな方々もいらっしゃるわけなんですね。そういう方々も含めて、それ

をカバーしていけるとしたら、デマンドタクシーではないかなというふうに思

ってるんです。そういう意味では、三郷町は、町内では１回３００円で乗車が

できるということで、来年度から王寺への、いまは行きだけですけども、帰り

も乗車できるような方向でするだとか、あるいは運行時間を拡充していくとい

うふうな、そういう方向性を持っておられるというふうに聞きましたし、この

間、１時間前の予約が３０分前から予約をして使えるというふうになってきて

いるわけですから、やっぱり高齢化が進みますと、よう歩いてバス停まで１０

０メートル行けるか行かれへんかというふうなこともお聞きをしています。そ

ういう意味では、そういう人たちも含めて利用できる、この平群でずっと住み
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続けてもらうために、それを利用して外へ出ていってもらうことが、元気で暮

らしていただける一つの手助けになる一つの方法ではないかなと。また、いろ

んなところで人との交流をすることで、健康に過ごしてもらえるというのは一

つの方法ですので、それはデマンドタクシーについても、十分、やはり、そう

いうところも含めて、これからもいろいろ、私の方からも提案なり、意見を言

わさせていただきますので、そういう意味では、２６年度でこの事業、まあ言

うたら補助金メニューが終わるわけですから、そういう意味では、そのときに

は本当に皆さんが利用しやすい、そういう公共交通体制が平群の中でできてい

るという形にしていくために、私も意見を言いますし、行政側もその立場で進

めていただきたいというふうに思います。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、植田君の一般質問をこれで終わります。 

 職員が入れかわります。 

 発言番号７番、議席番号６番、山口君の質問を許可いたします。山口君。 

○６ 番 

 通告に基づきまして、大きく２点について質問をさせていただきます。 

 １点目は、上水道料金の値下げをということで、この数年間、老年者控除の

廃止などによる増税、また介護保険や医療保険の負担増、雇用情勢悪化による

収入減など、私たちの暮らしは相当悪化しています。そのことは平群町住民の

１世帯あたりの年間所得額、平成２０年度には４１０万円でしたが、２４年度

は３４６万円、実に１６％、６５万円も落ちていることからでも明らかです。

ちなみに国税庁の調査では、資本金２，０００万円未満の中小零細企業で働く

労働者の年収は、この１０年間で４６万円の減ということです。これから見て

も平群町住民の所得の落ち込みは大きいものがあります。こんなときだからこ

そ、住民の皆さんの暮らしを少しでも守る、そんな施策が地方行政にも求めら

れます。 

 その一つとして、来年度から上水道料金を引き下げる決断をすべきだと考え

ます。これは、町財政が厳しくてもできることです。なぜならば、奈良県は来

年度から市町村への県営水道の受水費を、現行の１トンあたり１４０円を１３

０円に引き下げ、さらに一定の基準を超えた分は９０円にする新しい県営水道

料金制度を実施する予定だからです。現在開会中の県議会でそのための条例案

が審議されていますが、可決成立することは間違いないものと思われます。 

 県営水道の受水費は、３年前の平成２１年度まで１トン１４５円でした。２

２年度から１４０円になり、今回１３０円です。３年前の５円引き下げで、平
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群町の経費は約９１０万円軽減されました。これは加入１世帯平均で約１，２

００円になります。今回の県営水道の料金値下げで、平群町の経費軽減額は２，

１８６万円と試算されています。合わせて約３，１００万円、この額は加入１

世帯平均で約４，０００円に相当します。３年前、そして来年度からの県営水

道の値下げは、水道会計から見れば棚からぼたもちというべきものです。この

経費減を、水道料金値下げという形で住民の皆さんの暮らしを少しでも守るた

めに活用すべきと考えますが、町長の見解をお伺いいたします。 

 大きい２点目は、県内消防の広域化について。県内３７市町村による消防の

広域化については９月議会でも質問しました。その後、広域協議会から運営計

画案が発表されています。この間の説明と大きく変わったのは、これまで今月

１２月の広域協議会の総会で、参加市町村長の調印が来年６月の各市町村議会

議決後の７月の総会に延びたことです。まず、これはどのような理由によるも

のなのか説明していただけますでしょうか。 

 次に、この運営計画案の内容について、町長の見解をお尋ねします。加入の

是非を判断する上で重要なのが、消防力がどのようになるのか、町の経費負担

がどのようになるのかということです。まず、消防力については、はしご車や

ポンプ車、救助工作車、救急車といった車両関係費が、現行体制のままでは５

８億５，５００万円かかるが、広域になれば５２億３００万円で、６億５，２

００万円経費が軽減できるとなっています。これははしご車やポンプ車、救急

車などの車両総数が広域化で必要台数の基準が変わり、減少するということな

のでしょうか。そうであるならば、この部分だけを見ても、消防力の低下につ

ながることになると考えますが、町長の見解はいかがでしょうか。 

 次に、参加自治体の経費負担について。職員給与は８級制または９級制を採

用して、新組織発足時から一元化するとし、この人件費は、当面は自賄い方式

ということですが、このことで現在の西和消防の人件費は増えると考えます。

また、統合のための初期経費や人件費以外の統合本部の物件費や維持費などは、

基準財政需要額による按分となっています。このことで、統合後の平群町の負

担はどのようになるのか明らかにしてください。いずれにしても、県内３７市

町村の広域消防にすることで、消防防災力が向上し、経費も軽減されるという

のであれば、署所や車両は減らさないことや、来年秋の総務部門の統合、平成

２８年の通信部門統合、３３年の現場部門統合という節目節目後のそれぞれ自

治体の負担がどうなるのか、きちんとした数字を示すべきだと考えますが、こ

れについての町長の御見解を伺います。 

 以上、大きく２点、明解な答弁をよろしくお願いします。 

○議 長 
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 上下水道課長。 

○上下水道課長 

 それでは、まず１点目の水道料金に関する御質問にお答えをいたします。 

 来年度より、県営水道受水費の値下げが予定されておりまして、それによる

平群町水道事業の経費節減効果につきましても、議員お述べのとおりの試算と

なってございます。県営水道から受水している団体は２４団体ありまして、大

滝ダム供用開始にあわせて、今後の県内における水需要の減少傾向に対応した

県施設の更新改良費やそれの抑制、経営努力により、市町村の受水費を軽減し、

受水市町村の経営や県水の有効活用を十分考慮された上での料金改定と理解し

ているところでございます。 

 また、御承知のとおり、水道事業は、水道水の供給を受ける受益者からの料

金収入で維持されています。この独立採算である財政に対して、住民の社会保

障負担や雇用情勢悪化、あるいは可処分所得の低下などに対する補てん的な意

味合いで、政治的判断をもって水道料金を改定するということは公営企業法の

趣旨に反し、本来の水道事業経営を危うくすることになります。住民の生活を

守ることは行政の重要な責務ではありますが、その方法は、それぞれの制度、

施策ごとに検討するべき課題と存じます。平群町水道事業会計においては、現

在のところ利益剰余金を持たず、未処理欠損金を１億２，８００万弱計上して

いる債務超過の状況にあります。また、今後は昭和３０年代後半からの人口急

増に伴って整備拡張されてきた水道施設が大量に耐用年数を迎え、その更新の

ための投資が必要になってまいります。今回の県水受水費値下げによる経費節

減につきましては、棚からぼたもちという表現をされておりますが、いままで

財政状況の中で手当てすることができなかった老朽化した施設の更新費用等に

充てられる絶好の機会を得たものととらえ、現行の水道料金単価は当面維持す

るべきと考えております。 

○議 長 

 山口君。 

○６ 番 

 まあ、大体木で鼻をくくったような答弁になるんですよね。住民、最後の方

で、棚からぼたもち、いや、まさにそのとおりでしょう。もともと予定してな

かった。それで、いまいろいろ述べられたけれども、結局、普通ですね、一般

的な商売で、仕入れ値が安くなれば、当然売値も安くなるっていうのが普通の

ことなんですよね。それで平群町は、いま県水から八十数％ですから、ある意

味ほとんどもう県水に頼っているという状況です。そこがね、１４５円から１

３０円、さっきも言いましたように、基準を超える部分については９０円です
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から、平群町の場合、これ県がつくったのか、町がつくったのか知りませんが、

私は町がくれないので県からもらいましたけれども、平均で、いままで、例え

ば去年まで１４０円、３年前まで１４５円だったのが１２８円になるという試

算なんだ、単価が。これだけ単価が減ってるのに、それを１円も、それを買っ

てもらっているというか、お金を払っている住民に１円も還元しないなんて答

弁ありますか、普通。常識に考えて。いや、そこがね、町長、町長の姿勢なん

ですよ。要するにね、住民の暮らしなんかどうでもええという姿勢なんです。

もちろん設備投資とか、いろいろ要ると、わかります。当然要ります、いろん

なところに。でもね、こんだけ下げているものを１銭も下げない。いやもう、

こんなん、課長には答弁要りませんから、町長、全く下げないということです

か。そういう答弁でよろしいですか。そこだけ答弁ください。 

○議 長 

 上下水道課長。 

○上下水道課長 

 仕入れ値が確かに安くなる、県営水道の受水費が下がると、これをもって、

それがイコール平群町の水道料金にはね返るとかと。県営水道を受水して、そ

れを町の施設で受けて、それを配水していくと、そういった施設に係る原価も

あるわけです。先ほど申しましたように、耐用年数を超えるような施設がほと

んどになってきていると、今後これの更新費用もかかっていくということを考

えると、単に県の受水費が下がったからといって、町がこれから送っていくた

めに必要な経費がいままでと同じだということではないということを認識して

いただきたいと。将来的に、当然受水施設、あるいは町の上水施設、すべてで

すね、昭和４０年前後からこれ以降急激に拡張されてきた施設が、もう４０年、

あるいは５０年近くたってくると。これをですね、これまで対処療法的に故障

した施設を、設備を修繕するという程度のことしかやってこれませんでした。

２３年度決算のときにもお話したと思いますが、石綿管でもまだ、残念ながら

３キロほど残っていると。こういったものの当然入れかえも必要になってきて

ますが、まだまだなかなか手をつけられていない状況にある。こういう投資を

考えると、県水の受水費が下がったからといって、すぐに料金を値下げすると

いう状況にはならないという答弁でございます。何も住民の生活についてです

ね、町長が何も考えてないということではございませんので、その点、答弁さ

せていただきます。 

○議 長 

 山口君。 

○６ 番 
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 最後のところは課長が答えるべき問題じゃないんです。それは町長が答える

べきなんです。あのね、設備の更新とかそういうものは、県水が下がらなくっ

てもやらないとだめなんです。ただ、それを早くできるかどうかというのは、

いま、課長がおっしゃった答弁にあった中で、それはそういうのは考えるべき

でしょう。しかしね、下げなくてもやらなければならないいろんな設備更新と

いうのはあるわけで、壊れたら、当然直さないと、水道が出なくなったりした

ら困るでしょう。でも、それを県が下げるということは、それはいろんな状況

があって下げるんですけれども、これを機会に、年間で３，１００万、前の分

も含めればね。今度の二千百数十万だけにしたって、全部でなくっても、一定

住民に払ってもらってる水道料金、これはほとんど全住民が払うわけですから、

一定下げるということをね、当然行政として考えるのが、検討するのが普通で

しょう。検討して、それは全額その分を、下げた分全額を住民に還元するとい

うことになるかどうかは別にしてね、ちょっとでも還元しようとする気がある

のかないのか。いまの答弁だったら全くないということですよ。そんな考えは

さらさらないと。住民の暮らしは大変なのはわかるけれども、安なった分を下

げる気はさらさらないという答弁、町長、それでいいんですか。さらさらない

というなら、さらさらないって言ってください、経費が大変だから。課長が答

弁すること違う、そんなもの。 

○議 長 

 上下水道課長。 

○上下水道課長 

 下げる気はさらさらないというふうには申し上げておりません。今後の更新

費用を十分考えていかないと、軽々にですね、いますぐに値下げするというふ

うにお答えはできないということでございます。もちろん、今後の更新費用や

今後の経営を考える中で、もう一つ平成２６年度の予算決算から会計基準も変

わってですね、資本の状況も大分悪化するということが想像もされますし、そ

こら辺のことも考えながら、料金については検討していきたいと。ただし、い

ま、この１２月、県会でですね、受水費の値下げが決まったからといって、申

しわけないですが、平成２５年度からですね、いきなり水道料金を値下げする

という状況ではございませんので、そういう旨での答弁でございます。 

○議 長 

 山口君。 

○６ 番 

 それやったら、最初にそういうふうに、来年度は無理でも、再来年ぐらいか

らはちょっと検討して考えますっていう答弁を最初にすべきでしょう、それだ
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ったら。最初の答弁なんか、全くいまの状況で、平群町の水道会計の状況、ま

た、古くなった設備の更新、そういうなのを考えれば、全然できないっていう

答弁だったじゃないですか。だから、町長にどうなんですかって聞いている。

だから、課長のもう答弁する範疇なんか超えてるんだから、無理に答えなくて

いいんですよ。町長、答えてください。 

○議 長 

 町長。 

○町 長 

 いま、課長が答弁申し上げましたとおりでございまして、現在、上水施設も

含めましてですね、その更新の是非も含めまして、水道施設全般のですね、施

設更新をどうしていくかということを検討に入っております。そういった中で、

シミュレーションもいたしまして、そういうことを含めまして、当然検討して

まいるということで御理解いただけますようにお願い申し上げます。 

○議 長 

 山口君。 

○６ 番 

 検討するということなんで、来年度から無理っていうのは、さっき課長も答

弁してますけど、ただね、言っておきますけど、ほんまに棚ぼたなんですよ、

こんなん。それでね、全額でなかったって、それはやっぱりね、さっき私、最

初に言った平群町の住民所得の落ち込み、これは税収にも響いているわけじゃ

ないですか。もう本当に大変な状況になってて、それは町財政も大変かもわか

んないですけど、住民はもっと大変なんです。そんな中で、やっぱりこういう

ふうに県の方が、平群町が意図しないところでね、下がってきてるわけですか

ら、結構大きいんですよ、率的にいえば。８．４４％ですよ。ほんで、住民１

人平均でいえば、４，０００円の要するに額になるんです、今度の、この試算

で見ればね。３，０００万円ということであれば。前の５円も入れてですけど。

今度だけのやつで見ても、前が１，２００円でしたから、まあ２，８００円ぐ

らいの１世帯平均でいえば値下げになりますから、それをやっぱり、まだ１２

月やからね、来年４月から下げるにしたって、それで下げ方もいろいろな下げ

方があるんですよ。 

 いま、これ、西和７町の水道料金の体系表を持ってますけど、平群町は西和

７町の中では、例えば１３ミリの２０トンを基準にすれば、大体真ん中辺の料

金になるんです。ただ、これを見ると、例えば河合町の上牧町は、基本料金は

平群より高くって、河合町は、例えば１，２００円の基本料金なんですけどね、

８リッターまで使っても、要するに１，２００円、要するに、平群町の場合は、
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基本料金が１００円で、それで１０リッターまで単価が１００円ですから、２，

０００円になっちゃうんですね、１０リッター使えば。でも、河合町の場合は、

１０リッター使っても、そこまでいかない。基本料金は１，２００円と高いで

すけど、そうはならないと。例えば、基本料金を５００円値下げするとかね、

その程度だったら、さっき言ったように、１人平均４，０００円も、この間、

県水で１世帯平均４，０００円も下がっているんですから、例えば基本料金の

ところで、いまの１，０００円を５００円にするとか、また、例えば５リッタ

ーまでは、最初の５リッターまでは、その１００円を取らない、ゼロにすると

か、基本料金はとってですよ。そういういろんなやり方があるわけじゃないで

すか、全体に引き下げるっていう。それだったら、そんなに、今度下がる分の、

例えば半分でも４割でもいいですけれども、それぐらいは値下げする、そうい

う方向で、私はね、もう来年は無理だというようなことを言っているから、あ

んまり言いたくないでけれども、本当なら今１２月議会ですから、県も１２月

議会で出してきたということは、市町村が４月からの料金体系変えられるよう

に私は配慮しているんだと思いますよ。 

 だから、そういう点でいえば、平群町もですね、やっぱり気持ちの問題とい

うのもありますからね。全く下げないいう、やっぱり姿勢の問題、気持ちの問

題っていうのはありますから、せっかく県水が下がるんですから、その点はね、

１回もうちょっとしっかり検討して出していただきたい。それから、これはき

ょうの質問にはありませんからあれですけれども、また３月議会で聞くかわか

りませんが、先ほど、実は今後どれだけの設備投資が必要やって聞いたら、そ

れは金額が出てくるでしょうけれども、それをじゃあどういう計画で、どれぐ

らいの金額を計画しているのかっていうのはですね、３月議会ぐらいにはです

ね、当然資料として予算審査するときに出していただければと、きょうはいい

ですけれども、思います。この件はこれで結構です。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、次に２点目で御質問の県内消防の広域化についての御質問につい

てお答えさせていただきます。まず、１点目の、本年１２月予定の、参加市町

村長によります調印予定がなぜ来年４月に変更延期になったのかとの御質問で

した。町が協議会の方から聞いている理由としましては、５月の総会以降、各

市町村から、やはり議会への説明が十分でない時点での市長村長の消防広域化

に対する調印は拙速ではないかという意見が多々寄せられた中、１１月１２日

の小委員会でそのことの合意確認がされたというふうな経過があると聞いてお
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ります。 

 次に、はしご車や救急車等の車両が、広域化によって配車基準の変更があり、

減少し、消防力の低下につながるのではないかなという御心配の御質問でした。

これについては、広域化によって配車基準が変わって、車両台数が減少するっ

ていうことは、これはないということでは協議会の方とももちろん確認してお

りますので、そういう心配はないというふうに考えてます。 

 次に、消防の職員給与の格づけの問題とか、人件費以外のいわゆる消防本部

の経費負担について、基準財政需要額ベースでの按分対応ということに関する

御質問につきまして、現在、西和７町の事務担当ベースでも、広域化協議会に

この辺について疑問を投げかけ、明確な回答を待っているところでございます。

いずれにしても、これらのことにつきましては、統合後の平群町の負担が具体

的にどうなるのかということに直結してきます。今後の対応方針としましては、

特に経費負担及び消防力の向上、この２点を最大の関心事ととらえると同時に、

平群町が単独で走るのではなく、西和７町が結束して、行動を共にしていくと

いう基本スタンスで、西和の連携をとりながら、引き続き広域協議の動きに注

目してまいりたいというふうに考えています。 

 町としましては、広域消防化に前向きな姿勢であるということに、いまも変

わりはありませんが、仮に順調に広域化協議が進むとしましても、広域化後の

ルールづくりについては、可能な限りその明確化を求め、広域化後に思い違い

やトラブルのないように、納得して広域参加できるようにしたいというふうに

思っております。いずれにしても、事務組合としての広域消防組合の組織運営

については、ややもすれば一般住民から遠い存在ともなり、その運営が見えな

いというふうなことも考えられます。そういう意味でも、地域住民から信託を

受けた、市町村行政や議会がしっかりと対応していかなければならないという

ふうに考えておりますので、御理解願いますようお願い申し上げます。 

○議 長 

 山口君。 

○６ 番 

 市長村長の調印が延びたっていうのは、いまの説明でよくわかりましたけれ

ども、そのね、消防力低下しない、当面はしない、もう全部当面っていうのも

ありますけれども、しかしね、これは奈良県消防広域化協議会第５回小委員会

次第という、ことし１１月１２日に行われた小委員会の、ここは運営計画はこ

れですけれども、それよりもこっちの方が詳しく書いてあるんでね、経費のと

ころで。ただ、その車両関係費がね、要するにこれは、だから現行やったら、

さっき言いましたように５８億５，５００万円かかるのが、広域になれば５２
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億３００万円っていうのはね、多分これ、買いかえとか、そういうことも含め

てだと思うんですよ。現に金額が６億５，２００万円も減ってるわけですから、

当然スケールメリットということで、多分、そういうものが減らされる、車両

台数が減らされるということだと思うんですよ。これ、数字はね、台数は一緒

になってるんだけど、金額は安くなる。そんなことがあり得るのかどうかわか

りませんけれども、何で言うかというとね、９月に聞いたとき、私も西本課長

の答弁をうっかり聞いてて指摘しなかったんですけれども、人口によってはし

ご車の台数とか、そういうものが変わるんですよ。ちょっといま細かい数字は

忘れましたけど、例えば５万人で４台はしご車が必要とすれば、３０万人の人

口、６倍になったからっていって、６、４、２４台じゃなくってね、１４台で

いいっていうことになるんですよ、基準が。国の消防力の基準がですよ。とい

うことは、いま、西和７町の、西和消防の管内人口は８万、西和７町は１４万

ぐらい、１４万から１５万の間ですよね。それが、今度、奈良市と生駒市を除

く、あと３７市町村になると、９０万人になる。当然、基準が変わってくるか

ら少なくて済むというのが１点。だから、そういう心配はないのかということ

で、その例としてこれを出しとる。 

 ほんでね、この前、１１月に生駒郡の議長会の研修会があって、研修のあと

ですね、県のこの広域消防の担当者からいろんな説明を受けたときに、いろん

な方が質問されてました。三郷のほうからの質問でも、これはあれですけど、

農協の関係、農協の合併を引っかけての話でしたけれども、合併する前は絶対

減らさんとか、支所とか、そんなんは減らさんっていうけど、実際は減ってる

やないかというのが、そういう話でした。私は農協のことはよくわかりません

けども、そういう事例が多いと。だから、いまそうは言ってるけども、だから、

その心配があるから、きちっとね、じゃあ９０万人の広域体制になったときに、

じゃあいまポンプ車は、全部あるやつより絶対減らないのかどうか、そういう

約束もちゃんと取りつけていただきたいなというふうに思うんです。救急車も

そうですしね。 

 もう一つはね、ここでいま答弁なかったですけど、９０万人になると、９級

制になるということ、これ、給料、職員の給料。いま、多分西和は６級か７級、

７級かなと思うんですけれども、それが８級から９級になるっていうわけです

よね。ある人に言わせれば、各消防本部のトップは全部いま７級ぐらいなんで、

合併すれば一気に９級になったら、給料が一遍に上がって、だから皆賛成して

るんだって、こういううがってるんかどうかは知りませんけれども、そういう

見方をする人もいます。私は給料を上げることに反対ではないんですが、それ

による経費がどうなるのかということが余り明確にされていない。人が減って、
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スケールメリットで、要するに経費も減るって言ってるんだけれども、実際そ

うなるのか、そうならない可能性が非常に高いということがある。特に西和の

場合、給料とは別に、基準財政需用額から見ると、ほかの消防本部に比べて、

前も言いましたけれども、非常に効率よく、面積が狭くって、何ていうんです

かね、効率のよい、７町足しても面積しれてますから、効率のよい消防体制が

組めるということで、多分吉野とかのああいう人口の割に面積がめちゃくちゃ

広いとこに比べて効率がいいんだと思うんですが、その点、全体になると、当

然按分ですから、按分になると非常に経費負担が増えるんではないか、そうい

う心配もするわけですよね。 

 その辺がなかなか、この資料を見ても明らかにならないと、ほかの市町村の

我が党の議員なんかに聞いても、なかなか明らかにならないから、そこはいろ

いろ質問しているんだけれども、答えないと。例えば、香芝広陵消防組合の、

いま議長をしているのが我が党の議員なんですけれども、その彼に聞いても、

質問しても答えないと、広域の事務局の方がね。答えが出てこないというよう

なことをよく聞くもんですから、その点もしっかり見ないとね、平群町として

も私は判断を誤るんではないかというふうに思いますんで、これはここで何ぼ

議論したって前に行く話じゃないですが、先に西本課長、答弁あったように、

やっぱりね、統合後の経費負担、西和７町でいま一緒にやってるわけですから、

そこともしっかり連携というか、横の連絡も密にしながら、僕らとしてはそれ

は経費も減って消防力も上がるのが一番いいわけですけれども、その辺の見き

わめは非常に大事なんで、しっかりと話も聞いてですね、町としての意見も言

ってほしいと。 

 それと、ちょっと最初に戻りますけれども、まだ議会に対する説明が不十分

だから調印が遅れたっていう話でしたから、そこもね、議会にももちろんです

けれども、住民に対しても、やっぱりなかなかまだまだ知られてませんので、

その辺も、この前住民説明会で一定説明されたということは聞いてますけれど

も、いろんな形でですね、やっぱり知らせていってほしいなというふうに思い

ます。これについては、もうとにかくしっかり、一つだけ、じゃあ最後に、し

っかりと今後も情報は早めに議会に出していただくということは、ちゃんと約

束していただきたいんですが、その点はよろしいですか。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 先ほども答弁で申し上げましたように、こういう問題につきましては、いま

現在、協議会で進められてますので、そこに直接入ってませんので何とも言え
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ないですけども、我々としては、言うべきことはしっかり言って、なってから、

後で、いや、そんなはずやなかったっていうことにならないようなことで、い

ま議員もおっしゃってるように、まずはやっぱり経費負担の問題、それから、

それ以上に消防力が低下しない、むしろ向上させるというふうな、そういうこ

とを中心に物を言っていきたいというふうに思ってます。その中で、出てきた

情報については、可能な限り、早く議会や住民の方に知らせてまいりたいとい

うふうに思います。 

○議 長 

 山口君。 

○６ 番 

 ありがとうございました。以上で、私の一般質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、山口君の一般質問をこれで終わります。 

 ２時４５分まで休憩します。 

（ブー） 

休   憩 （午後 ２時３２分） 

 

再   開 （午後 ２時４５分） 

 

○議 長 

 休憩前に引き続き再開をいたします。 

（ブー） 

○議 長 

 発言番号８番、議席番号４番、森田君の質問を許可いたします。森田君。 

○４ 番 

 ただいま、議長の許可を得ましたので、通告どおり質問いたします。町当局

から、簡潔明解な答弁を求めまして、質問に入らせていただきます。 

 １点目は、町有施設の徹底した維持管理の推進についてであります。町有施

設は、建設後、相当年月がたっており、傷みが激しく、見苦しく、経年によっ

て機能的にも十分満たしておらない建物が多く見られます。本町役場本庁舎、

中央公民館に至っては耐震改修もなされてない状況にあります。そこで、町民

の財産であります町有施設の維持管理を徹底することで、建物の耐用年数が長

くなり、気持ちよく町有施設を利用することができます。また、維持管理とい

いますか、メンテナンスが行き届いておりますと、町のイメージもよくなるわ

けでございます。いつも財政が厳しい、お金がないとの理由で維持管理がなお
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ざりになっているように私には見受けられます。そこで、町民の財産である町

有施設の維持管理についてといいますか、メンテナンス計画があるのかお尋ね

いたします。 

 ２点目は、町外居住職員の町内転入の促進についてであります。平成２４年

３月末の再任用、任期つき本庁の職員、正職員は、１９０名のうち、町内に居

住する職員は１１４名、６０％であります。また、町外に居住している職員は

７６名で、４０％であります。地震、土砂災害、火災等の災害発生時において、

町内に自治体の職員が居住しているかいないかによって、緊急、応急的な対応

が大きく分かれると言われております。そこで、住民の生命、財産を守る観点

から、町外に居住している町職員の町内転入促進について積極的に取り組まれ

たらいかがでしょうか。この問題につきましては強制的にできないことは重々

わかった上で質問しております。 

 以上２点が私の一般質問です。よろしくお願いします。 

○議 長 

 総合政策課長。 

○総合政策課長 

 ただいま御質問いただきました、森田議員の１点目、町有施設の徹底した維

持管理の推進についてお答えさせていただきます。町内全体のことということ

ですので、全体的な答弁ということで私のほうからさせていただきます。 

 町有施設の維持管理の現状につきましては、ただいま御質問で述べられたと

おり、建物の適正なメンテナンスを行うことの重要性っていう部分では認識を

しておるところでございます。現在、町有施設につきましては、それぞれ関係

課が所管をしておりまして、日々の管理という部分につきましては、厳しい財

政状況を踏まえて、常に財源の確保等に努力をしながら維持管理を行っておる

ところでございます。近年では、非常に十分とは言えないまでも、総合スポー

ツセンターや中央公民館、清掃センター、かしのき荘、各園、各小中学校など

におきましては、交付金事業などを活用いたしまして維持補修を行ってきたと

ころでございます。施設の中には、先ほど御質問でお述べのとおり、中央公民

館や役場本庁舎のように、かなり抜本的な対策を講じなければならない施設も

あるわけでございますが、このような大規模施設につきましては、町全体の公

共施設整備構想を立案、検討する中で、個々の整備手法を考えてまいりたいと

考えておるところでございます。 

 また、御質問の維持管理計画につきましては、施設ごとに補修をする必要性

でありますとか、その範囲や程度などを十分勘案しながら、財政の裏づけを担

保して、今後検討してまいりたいというふうに考えております。 
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 以上でございます。 

○議 長 

 森田君。 

○４ 番 

 私は、質問しましたのは、修繕計画があるかどうかということをお尋ねして

おりましてですね、やはり町民の財産でありますそういう施設のですね、維持

管理といいますか、例えば外壁であれば、いつ塗りかえる、例えば今議会で問

題になりましたような、プリズムの水道管の破損で水道がたくさん出たとかで

すね、そういうことの修繕計画というのは、定期的にはどのような、１０年サ

イクルでやるのか、２０年でサイクルでやるのか。例えば屋上の防水をどうす

るのか、例えば役場本庁舎をどうするのかという計画があるかどうかというふ

うに聞いておるんですけども、その辺はいかがでしょうか。 

○議 長 

 総合政策課長。 

○総合政策課長 

 いま述べられた、いわゆるその建物のメンテナンスに特化しましたような維

持管理計画という部分につきましては、いまおっしゃられたように、どこの施

設のどの部分を、いつの時期にどのような形でっていう維持管理計画的なもの

につきましては、全体をとらまえてというふうな計画のものとしては、現在の

ところ、正直ございません。それにつきましては、各課の方で一定日々の管理

をする中で、どの部分のどの施設がどのように傷んでいるということを把握し

ながら、毎年、予算査定の段階、予算要望の段階で適時対応してまいるという

ふうになっておりますので、それを町全体として取りまとめた一本の計画物と

いう部分での御質問でございましたら、ちょっとそれはいまのところないとい

うことでございます。 

 また、全体的な施設の整備計画という部分におきましては、先般、住民説明

会を開催させていただいた中で、その中でもおおむね大きな施設という部分に

つきましては、町全体の簡単なものではございますが、整備構想みたいなもの

はお示しをさせていただいたとおりでございますので、それを御参照いただけ

たらというふうに考えております。 

 以上です。 

○議 長 

 森田君。 

○４ 番 

 維持管理計画がなければ、やはり相当大きな建物ですね、一番新しいもので、
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野菊の里じゃないかなと思うんですよね。それでも７年か８年ぐらいたってい

るんですかね。そういうことで、やはり維持管理計画をぜひともおつくりいた

だいて、それは、財政的な状況を見ながら推進するというのはいいことだと思

うんですけども、そういうものをやはりつくるべきじゃないかということを申

し上げておきます。 

 あわせてですね、維持管理計画で点検マニュアルというのも大切じゃないか

と思うんですね。日々の管理、月の管理、半年ごとの管理、１年ごとの管理、

そういうことをやはり徹底いうんですか、そういうマニュアルをつくるべきじ

ゃないかと。先般のですね、中央自動車道の笹子トンネルのパネル落下の痛ま

しい事故というのはですね、点検マニュアルどおりきっちり点検していなかっ

たからということも言われておりますので、そういうことはきっちり明らかに

してほしいと。それと、もう一つはですね、こういうものをつくるのに、緊急

雇用対策で補助金の対象になるかどうかということをお尋ねします。 

○議 長 

 総合政策課長。 

○総合政策課長 

 まず１点目の御質問でございますが、各施設ごと、かなり新しい施設でも、

それなりの年数がたっておるということでございます。点検につきましては、

一定いろんな施設のおのおののパーツといいますか、部分につきましては、一

定の法定点検でありましたりとか、さまざまな点検、また、それぞれ管理者が

おりますので、日常的なメンテナンスも兼ねたような点検というのは、日々の

業務の中で行っているところでございます。マニュアル等につきましては、特

に町内を統一した各施設の管理マニュアルというのはございませんのですが、

当然、いま申し上げたように、各施設にはそれぞれの責任者、管理者がおりま

すので、一定普段の事務の管理の中で、そういったものは定着しておるのかな

というふうには、まず理解をしておるところでございます。 

 それと、あと、２点目の緊急雇用でございますが、ちょっと緊急雇用の事業

につきましては、基本的に平成２４年で終了する事業であったということです

ので、ちょっと答弁自身が過去形になってしまう部分もございますが、そうい

う部分で、もしできたらという部分で、補助の対象になったかという部分では、

いわゆるその事業の中身も含めまして、なったかもわからないという部分でし

かいま答弁できないんですけども、いずれにいたしましても、いま緊急雇用の

事業につきましては、今年度、新たな事業を除いては、もう２５年度以降は対

象にならないということで、御了解いただきたいというふうに考えております。 

○議 長 
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 森田君。 

○４ 番 

 ありがとうございます。緊急雇用については、本年度で事業が終結する、来

年度、予算がつくかどうかわかりませんので、もしかそういうことがあれば、

改修計画を、マニュアルをつくっていただきたいということをお願い申し上げ

る。 

 それとですね、日々の点検は施設の管理者に任しているということは、管理

者の責任ということになると思うんですね。一番大事なことは。やはりマニュ

アルがあれば、そのとおりやればですね、そのマニュアルどおりやっているか

いないかという問題が判断できるわけですので、それはやはり担当者に任せず

に、町内一本化のマニュアルをつくるべきではないかというふうに申し上げて

おきます。 

 それとですね、民間企業であればですね、償却資産の場合は、当然、耐用年

数が決まっておるんです。建物の用途、構造によって４５年だったり６０年だ

ったりするわけですね。設備であれば１５年だとか、そういうことをしますの

で、更新時期をある程度分けるんですけどね。日々の、一般的に修繕費になる

ものについては、やはり修繕計画によってやるべきじゃないかというふうに申

し上げておきます。この件はこれで結構です。 

○議 長 

 はい、総合政策課長。 

○総合政策課長 

 恐れ入ります。先ほど、ちょっと緊急雇用のメニューの部分で御質問いただ

いた部分でございますが、ちょっと緊急雇用につきましては、基本的には２４

年でというお話をいまさせていただいたところでございます。ただ、いま国の

こういうふうな経済状況も含めてなんですけども、２５年度以降も必ずないと

もちょっと言いがたいような状況でございまして、その辺もまだ具体的に、各

市町村の方に来年度の緊急雇用について、事業のあるなし、またどのようなメ

ニューでというのがまだ具現化されておらないところもありますので、その辺

だけ、ちょっとまだ非常に流動的な部分があるということで、補足をさせてい

ただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議 長 

 それでは、次の質問に移ります。総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、２点目で御質問の町外居住職員の町内転入についてに関する御質
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問でございます。議員が御質問のとおり、役場職員が町内に多く居住している

方が、当然災害時の緊急時にはいち早く現場に、役場に到着でき、対応も迅速

に行えます。さらに申し上げますと、住民税や固定資産税の増収にもつながる

っていうメリットがあるかなっていうふうに思います。ただ議員からも、この

ことについては強制力はないというのは十分わかった上でという前置きをいた

だく中での答弁で恐縮なんですけども、このことについては、基本的には憲法

２２条で、何人も公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由

を有するというふうになっております。当然のことながら、基本的に本人の意

に反して町内に居住させることはできないというのが法の建前でありますの

で、御理解願いたいというふうに思います。 

○議 長 

 森田君。 

○４ 番 

 強制的にできないということは、質問でも申し上げましたように、私は一番

大事なことは、住んで、住みたくなるような町にしないといけないということ

も大前提で申し上げております。それと、現時点では３月末とほとんど異動は

ございませんでしょうか。それとですね、再任用の職員と任期つき職員の緊急

発生時の役割と責任、それと臨時職員の同様の、どう言うんですかね、発生時

の役割と責任について、一般の正職員と変わらないのかどうか、その点につい

てお尋ねいたします。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 再任用職員及び任期つき職員の災害時の動員体制の御質問ですけども、御承

知と思いますけども、災害の場合は、警戒予備動員から１号動員、２号動員っ

ていうふうな形で、その状況に応じて動員体制を組んでます。全職員を当然、

最終的に、いわゆる災害が発生して、甚大な災害状況、被災状況がある場合は、

全職員動員ということになってますんで、その場合については、再任用職員に

ついても、任期つき職員についても動員に当てはめるというふうな対応になる

というふうに思っています。 

○議 長 

 森田君。 

○４ 番 

 ３月末時点と人的に変わらないのですかということについては、まだお答え

いただいてないと思うんですけども。 
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○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 ほとんど変わりないっていうことなんですけども、いま私が持っている資料

では、２４年１１月現在と２４年の３月末現在との比較でいいますと、４人、

現在の方が減っているというふうな状況です。 

○議 長 

 森田君。 

○４ 番 

 先ほどの臨時職員の扱いはどうなるんでしょうかね。正職員と同じように緊

急動員がかかるようなシステムになってるんでしょうか。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 基本的には、臨時職員さんとは雇用契約、６カ月単位の雇用確認契約を結ん

でますんで、その中にそういう雇用確認なるものはありませんので、基本的に

はないというふうに思っております。 

○議 長 

 森田君。 

○４ 番 

 臨時職員は、そういう緊急時の対応はないという、できないということに、

雇用契約でないというふうに理解してよろしいんでしょうか。ちょっとその辺

がはっきりしなかったんですけども。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 いまの地域防災計画の中では入っていません。 

○議 長 

 森田君。 

○４ 番 

 町内居住の正職員１１４名の２３年度の住民税の総額が２，６１８万２，０

００円、交通費はですね、正職員、臨時職員２３６名の交通費がですね、１，

３１３万９，０００円になっております。この職員が町内に異動していただけ

ますと、財政的にも非常に貢献できるのではないかということでですね、でき

るだけ町長初め副町長、教育長の方でですね、そういうことで努めていただく
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ことをお願いしまして、私の一般質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、森田君の一般質問をこれで終わります。 

 発言番号９番、議席番号２番、戎井君の質問を許可いたします。戎井君。 

○２ 番 

 議長の許可をいただきましたので、通告に基づいて質問をさせていただきま

す。これからの数カ月は、新しい年度の予算編成作業に忙しい時期かと思いま

す。２５年度予算につきましては、再び財政状況の緊迫化を受けての最初の予

算でありまして、苦労の多い作業かと推察されます。そこで、私からは、本年

度一たんカットを中止し、もとに戻すとされた職員給与について、２５年度、

どうされるおつもりかを質問させていただきます。 

 御案内のとおり、平群町職員の給与につきましては、平成１７年度から２３

年度までの７年間にわたり、当初は５％から８％、平成２０年度からは６％か

ら９％のカットを実施してこられました。町財政が厳しい状況のもと、職員の

皆さんにも御辛抱いただいたわけであります。もちろん、町長の４０％カット

を初め、特別職の方々もそれぞれ応分のカットを受けておられ、また、我々議

員も２０％カットを自主的に申し出て、実施されているところであります。加

えて住民の皆様方にも固定資産税の税率のアップをお願いし、いわばまちを挙

げての財政健全化努力であったとの思いであります。このような情勢の中、町

当局は今年度、すなわち平成２４年度予算を議会に提出される際、町長以下の

カットは据え置くものの、職員給与については一たんもとの給与に戻すとの処

置を提案されました。事前に配付された予算提案理由書には、当初何の記載も

なく、先輩議員からの指摘を受けて、３月議会召集日初日に追加文書として配

付された経過があり、唐突の感が免れない提案でありました。 

 言うまでもなく、職員の方々にとって給与は生活給であり、子どもさんの成

長にあわせて何かとお金もかかることであり、中にはローンを抱えておられる

方もありましょう。当然、入るものと予定している給与が減額されることへの

困惑は察するに余りあります。御迷惑を御辛抱いただいたことへの感謝は言葉

に尽くせません。その給与は、毎年カットされたりされなかったりを繰り返さ

れるのでは、生活設計に大いに支障を来たすものだと推察されます。そういう

意味で、このような措置はできることならやめたいのが当然でありましょう。 

 しかし、職員の皆さんには、しかし耳障りな話ではありましょうが、給与カ

ットという手法は世間ではよくあることなんです。勤めている職場が地方公共

団体であれ、民間企業であれ、労使と呼ばれる一方の相手先の、民間であれば

会社や銀行などで、行政の場合は国や市町村などの使が決算処理で赤字になり、
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その赤字体質が容易に改善されそうにないときは、人件費の削減を真っ先にや

ります。給与カット、ボーナスの減額や不支給などのほか、民間企業ではリス

トラと称して、人員削減もしばしば行われています。 

 平群町など、地方公共団体の職員の場合、このリストラはあり得ない、つま

り完全に身分保証されています。また、民間ではしばしば見送られることのあ

る定期昇給は、平群町の場合、１年を除いてほとんどこれも確実に実施されて

きており、１年ごとに一定のアップがあったはずです。１歳年齢が上がり、勤

務年数が１年長くなれば、当然のこととはいえ、世間では、民間では必ずしも

保証されていないことも申し上げておきます。 

 長年の町財政赤字体質は、先に述べました官民一体の協力、努力により、平

成２２年度にようやく累積赤字を解消し、黒字決算となりましたが、残念なこ

とに２３年度は実質単年度収支で９，７００万円余りの赤字になりました。今

年度、２４年度の見込みは、住民説明会の資料によれば８，８００万円の黒字

が予想されていますが、果たして結果はどうなりましょうや。先に申し上げた

今年度予算の追加説明書によれば、２４年度中に２５年度以降の職員給与のあ

り方について職員組合と協議を行うとあります。そこで何点か御質問します。 

 今年度も８カ月が過ぎました。協議は進んでいるのでしょうか。 

 ２点目、カットが実施されていた２３年度、もとにもどした２４年度の平群

町の職員のラスパイレス指数、そして、それが全国平均、あるいは奈良県の市

町村平均のどのあたりの水準なのかをお答えください。 

 ３点目、本年度予算審議の際、給与カットと固定資産税アップは対応したも

のではなく、それぞれ財源確保に必要な手段であったとの趣旨の答弁があった

と記憶していますが、その説明が住民の皆さんの理解を得られていると考えて

おられますか。住民の皆さんがお持ちになる不公平感を住民の皆さんにどう説

明されますか。 

 以上にとどめます。明解な御答弁を期待します。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 町職員の給与カットに関連した御質問です。１点目の職員組合との協議状況

についての御質問についてです。職員組合とは給与カットについて、６月２１

日に初めて正式に申し入れを行い、その後、１０月２３日に交渉を行い、現在

まで２回の交渉を行ったところです。状況といたしましては、まだ協議中の段

階でございまして、合意や妥結まで至っていないというのが現状でございます。

カットをお願いしている給料は、先ほどもおっしゃられましたように生活給で
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あり、子育てに係る費用や生活に係る各種ローン等を抱えている職員もおり、

人生設計に影響を及ぼすと思われますので、簡単に合意いただけるとは考えて

おりません。しかし、状況を強く、粘り強く説明して、合意いただけるよう、

交渉を引き続き行っていきたいというふうに考えています。 

 ２点目で御質問の、国との比較で、自治体の給与水準を示すラスパイレス指

数の実態についての御質問ですが、平成２３年度の全国町村平均が、ラスパイ

レスでいいますと９５．３、全国市平均が９８．８、奈良県の県職員が１００．

８であります。平成２３年度の平群町の実態と申しますと、非管理職６％、主

幹級７％、課長級９％のカットを行うことの中ですけども、９３．２という指

数になっておりまして、この指数は奈良県の中では３９市町村中２１番目であ

ります。また、政令市を除いての全国市町村では、１，７２２市町村中１，３

７６番目であります。なお２４年度のラスパイレス指数についての御質問です

けども、試算としてはあるんですけども、現時点では総務省の方で数値の最終

確認作業を行っているっていうところで、総務省から公表されるまで公表は控

えるよう通知がありますので、この辺につきましては御容赦願いたいと思いま

す。当然、公表が解禁になりしだい、議員にもお伝えさせていただきたいと思

っております。 

 それから、次に３点目の給料カットと固定資産税の超過税率の関係について

の御質問についてです。基本的には別というふうに考えております。固定資産

税の超過税率を行革の一環として、平成２０年度より実施しているのに対し、

職員の給与カット等につきましては、財政難の中、給料カットを平成１７年度

から平成２３年度まで実施、また、特殊勤務手当の不支給や同手当の一部不支

給、さらには平成１６年度には定期昇給の停止や、さかのぼりますけども、平

成１１年度以降、継続した管理職手当のカット、平成１０年度からは出張に伴

います日当の全部不支給や年度によっては一部不支給を行っている状況であり

まして、カットを実施した期間も比較できるようなものではなく、職員として

協力を願える内容と、住民に皆様に御負担をお願いする内容とを分けて考えて

おります。 

 ただ、住民の中に不公平感がないかとの御質問ですが、現実のこととして、

住民の意識の中には、そのような感情も存在していることは承知もし、理解も

しております。町としましては、引き続き住民の皆様に対しまして、事実あり

のままの情報開示や説明責任をできるだけ果たす中で、御理解を求めていきた

いというふうに思っております。 

○議 長 

 戎井君。 



 

－１９１－ 

○２ 番 

 何点か、再質問と申しますか、申し上げたいと思うんですが、まずですね、

職員組合との協議でございますが、私も民間の企業で労働組合との団体交渉と

いうものを経験してまいりましたけれども、地方公務員の行政と職員組合との

協議というのか、団体交渉というのがどういう形態であるのか、頻度はどうい

うことになってるのか、あるいは民間では必ずつくられております団体交渉に

付議すべき事項というのが労使で協定ができておりますが、そういうものがあ

るのかないのかもよくわかりませんので、行政のやっておられることについて、

あんまり批判がましくは申し上げたくないし、申し上げる資格もないと思うん

ですけども、ただ、ごくごく一般住民の感覚として、２５年度以降の職員給与

のあり方について、２４年度中に協議を行うということをお聞きしておる中で、

先ほど申し上げましたように、本年度８カ月ももう経過しているのに、まだ２

回しか交渉してないというのは、いかにも何かスローモーだなという気がする

んですが、地方公務員の場合はそれが普通なんでしょうかね。余り知らないの

に批判的なことは言えませんから、これが当たり前だと言われればそれなんで

すが、僕らも民間の考え方からいけば、もっと精力的に交渉してもええんやな

いかなというふうに思います。その点は、お答えがいただけるのかどうかわか

りませんが、ちょっと熱心に職員と職員組合と話し合いをしてるというふうに

は、住民の方々には受けとめてもらえないという実態をどのように思われるか、

ちょっとお答えいただけたらと思います。とりあえず、その１点。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 まず、公務員の団体交渉の件ですけども、御承知かもわからないですけども、

労働基準法上は、労働基本権として、公務員には交渉権という権利は認められ

ていません。ただ交渉に応じる立場にあるというふうなのが、町の理事者の立

場っていうふうなことであります。 

 公務員の給与の仕組みっていうのは、通常民間では春闘っていうことで、２

月、３月ぐらいに、大体その年間の賃金相場が決まると思いますけども、公務

員の場合は、それを受けて大体８月ぐらいに人事院が民間の実態調査をして、

春闘以降、実態調査をして、民間相場を一応調査して決めます。それに応じて、

公務員の賃金が人事院勧告からされるというふうなことで、いわゆるこれがよ

く言われる情勢適応の原則ということで、公務員賃金の原則です。そういった、

それともう一方は、給与条例主義ということで、議会の承認を得て、給与につ

いては条例主義が成り立っているというふうなことが原則的に給与決定の仕組
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みであります。それを、そういう前提の中で、現在まで２回しかできてないっ

ていうのは、かなり町当局と組合との間に、町当局が提案している内容と組合

との考えに大きな隔たりがございまして、その辺をなかなか埋め合わせるよう

な追加提案ができていないというふうなことが実態です。見た目、精力的に行

っていないというふうに、回数的にはなると思いますけども、基本的には、水

面下で組合との合意を何とかとれるような、そういうことを目指しているとい

うふうな状況でございます。 

○議 長 

 戎井君。 

○２ 番 

 いや、職員給与がどういうふうに決まっていくかということについて、そう

いうルールがあることは若干承知しております。私がお尋ねしているのは、２

３年度までカットを実施されてきたのを、２４年度で一たんもとに戻して、も

との給与に戻したということを踏まえて、２４年度中に２５年度以降のことに

ついて協議をするという御答弁のお答えがあったので、それについて協議をさ

れるにしてはえらい少ないなと。例えば、私たちが２３年度の町の決算結果を

正式にちょうだいしたのは９月議会であります。それが、町の皆さん方が承知

されたのが何月ごろか知りませんけれども、少なくとも９月議会以前には、決

算を出される前には、２３年度の決算が思わしくなかったということは私たち

よりも早く承知しておられるはずです。にもかかわらずこの程度かなと。これ

で住民の皆さんは、いやいや町当局も一生懸命職員の協力を得るために努力し

てるよというふうに受け取られるとは私は思いません。答えられるかどうかわ

かりませんけど、この２回の交渉の中で、町当局はどれぐらい、今度２５年度

以降カットしよう、協力してくれというふうに言っているのかどうか、答えら

れたら答えてください。 

○議 長 

 すみません、戎井議員。大きな一つなので、②、③はよろしいですか。 

○２ 番 

 一つずつやっていこかと思ってるんですけど。 

○議 長 

 いや、大きく一つなんで、質問されているのが。 

○２ 番 

 ほな、もう全部やりまひょか。 

○議 長 

 はい、お願いできますか。 
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○２ 番 

 いまの、わかりますな。２点目ですが、ラスパイレス指数、さすがにカット

実施中は９３．２ということで、奈良県で２１番目ということですから、まあ、

しかし、ずーっと赤字が継続してきた町としては、まあまあこんなとこかな、

それともまだちょっと高いのかなという気はちょっとしますけど、これはそれ

でよろしいです。ただ、２４年度の町の、平群町の指数については、試算とし

てあるということですけど、これは、その総務省が待ったをかけてるから言え

ないということですか。言えるんやったら教えてください。 

 ３点目ですが、これは何度も伺っております。固定資産税の超過税率は、都

市計画税の凍結解除ということを検討する中で、これに見合う税負担というこ

とで、固定資産の税率を０．１８上げたんだという説明は何度も聞いておりま

す。また、固定資産税の税率アップと職員の給与カットは対応するものでない

ということは、私、質問の中にも承知している部分を申し上げました。しかし、

住民感情としてはどうでしょうかということを、私聞いているんです。住民感

情としては、私たちも固定資産税のアップを甘んじて受けてるので、職員の皆

さんも給与カットで我慢してもらっているんだというような感覚を持っておら

れる住民の方が多いんじゃないかなというふうに私は思います。違ってるって

いうなら違ってるで、あんたの認識は違うとおっしゃってもらえばそれでよろ

しいです。ただ、そうだとするならば、片一方の職員の給与カットをやめて、

固定資産税のアップは、それは都市計画税の云々の話はありますよ、何度も住

民説明会で聞いてますけど、あるいは、都市計画税の凍結をしている中で、固

定資産税というものの０．１８上げたことについて、近隣の市町村とそんなに

遜色ないんだという、御負担が遜色ないんだという説明も何回もなさってます。

それはそのとおりなんでしょう。けど、住民の感情としてそうでしょうかとい

うことを私は言っているわけです。住民の感情としては、我々は固定資産税の

アップを我慢している、職員も給与をカットされて我慢していると。先ほど、

私、質問のときに言いましたように、官民一体で努力、協力してるんだという

感覚を、住民の皆さん、持っておられると思う。それで、その中で、２４年度

中に２５年度以降の職員給与についてのあり方について協議するということ

は、何ぼかでもまたカットを実施するのかなと思うのが普通じゃないでしょう

か。そういうことを申し上げてるんで、住民の、何て言うか、事実をありのま

まを情報開示や説明責任を果たす中で御理解を求めたいという答弁ですけど

も、その住民の不公平感ということをどういうふうに考えておられるかなとい

う点を質問したんですが、わかりますかな。すみません。 

○議 長 
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 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 まず、１点目の、職員組合との交渉の内容ですけども、カット率については、

一応現在、町の方からは全職員一律１０％のカットをお願いしたいということ

の提案をしていると。しかし、職員組合の反応は、当然と言えば当然ですけど

も、カット率が大きすぎて理解が得られていないというふうな状況でございま

す。 

 それから、２点目のラスパイレスの２４年度のラスパイレス指数についてで

すけども、これについては、県にもちょっと確認をさせてもらったんですけど

も、やはり、公表はいまのところ避けてほしいということでしたので、もうし

ばらくすれば公表をできるっていうふうに思いますので、それはすぐに、何も

隠す話でもありませんので、お示しさせてもらいたいというふうに思います。 

 それから、固定資産税の税率アップの、超過税率の問題で、住民感情として

はやはりっていうふうな御意見です。これについては、先ほどの答弁と重複す

るようなことになると思いますけども、そういうその住民の方の感情というの

は、現実問題としてあるというのは十分承知しておりますので、ある意味、感

覚的なことも含めてあるというふうなこともあると思いますので、基本的には、

事実、先ほど言いましたように、対応としては、町として税の実態、それから

給与の実態等々について、ありのままに住民の皆さんにお知らせというか、お

示しして、判断を願う努力をしていくというふうなことで御理解をお願いした

いと思います。 

○議 長 

 戎井君。 

○２ 番 

 そういう答えしかできないんだろうと思います。理解は、納得はしませんけ

ど、答えとしては理解しておきます。 

 以上、私の質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、戎井君の一般質問をこれで終わります。 

 発言番号１０番、議席番号１０番、下中君の質問を許可いたします。下中君。 

○１０番 

 ただいま議長の許可を得ましたので、通告に従い一般質問を行います。 

 まず１点目として、かまどベンチの設置をということで質問を行いたいと思

います。地震や台風、大雨による大規模災害に備えて、町として住民の安全安

心を守るため、さまざまな防災事業に取り組まれているところであります。そ
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の中でも、防災対策のかなめである地域防災計画の見直し、修正を初め、町消

防団の充実、自主防災組織結成への働きかけや各事業所との防災協定の締結な

ど、そのほかにも多岐にわたっているところであります。そこで、一つ提案を

いたします。かまどベンチの設置であります。平常時は憩いの場所として使用

するベンチが、災害時にはかまどに変身して、暖をとったり、炊き出し用に使

い、温かい食べ物を提供します。また、ベンチの中には風防、炭置、五徳など

が収納されています。また、取り外した座面も簡易なベンチとしても使用でき

ます。このようなかまどベンチを小中学校や公園など、とりあえず、まずは町

として広域避難地として指定している避難場所に設置する考えを持っておられ

るのか、お尋ねをいたします。 

 また、一方、手づくりかまどベンチとして、ボランティアグループや小中学

生とともにかまどベンチを製作されている事例もたくさん紹介されておりま

す。本町においても、ボランティアグループの方が手づくりで計画されている

やに聞いております。とりわけ手づくりかまどベンチというのは、常に災害時

に役立つ設備をつくるだけではなく、その製作過程を通じて、人と人とのつな

がりを強め、災害時を想像させる機会をもつくり、それも訓練の場となってお

ります。このようなものづくり活動が、ひとづくり、まちづくりにつながって

いくのではないでしょうか。このような住民主体のものづくりに、町としてど

のような支援を考えておられるのかお尋ねをいたします。 

 ２点目として、防災行政無線でＮＨＫニュースをということで質問を行いま

す。災害時における情報伝達の確保として、平群町メール配信システムやＪア

ラートの整備運用や、また被災者支援システムの運用などがあります。特に、

早く広く正確に、住民に警報、避難などの的確な情報を伝達する手段として、

防災行政無線の活用があります。この防災行政無線を使って、災害時にＮＨＫ

のテレビ、ラジオで放送するニュースを流す取り組みを検討する考えを持って

おられるのかお伺いをいたします。ＮＨＫの非常災害ニュースは、昨年の東日

本大震災の教訓から、テレビ、ラジオの放送を一本化し、被害状況や住民に避

難を強く呼びかける内容となっております。このＮＨＫの非常災害ニュースに

よる避難の呼びかけや最新情報が的確で有効だと町が判断した場合に、防災行

政無線で流せる仕組みであります。いかにして的確に、迅速に情報を伝えるこ

とが大切であり、地域の方々の安全安心を守ることを最優先であります。ＮＨ

Ｋのニュースが流れることによって、異常事態であると意識してもらい、冷静

な行動をとってもらうため、本町においてはＮＨＫ奈良放送局と仕組みづくり

について協議を進めていく考えを持っておられるのか、お尋ねをいたします。 

 以上、明確なる御答弁をよろしくお願いいたします。 
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○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、１点目のかまどベンチの件に関しての御質問にお答えしたいと思

います。議員の御指摘にもありましたように、現在の平群町は、自主防災組織

の結成の推進や、各機関との防災協定の締結など、災害に強いまちづくりを目

指しております。御質問にあるかまどベンチの設置については、平群町ボラン

ティア連絡協議会が現在中心になり、先進地の視察等も実施され、製作に向け

た取り組み意欲、それから、準備を進めておられます。ベンチの設置箇所につ

きましては、先進地の事例を参考に、学校や公園、グラウンドなど、広域防災

拠点での設置と、各小地域での設置が適切ではないかなというふうに考えてお

って、製作に関しましては、ボランティアの方々による手づくりというふうに

聞いております。 

 こうした住民ボランティアの動きっていうのは、議員も御承知のとおり、地

域コミュニティの醸成という意味においては非常に有意義なものであり、地域

の活性化につながるものであるというふうに思っています。町の行政としまし

ては、こうした動きを敏感にとらえ、決して住民の主体性を損なわない範囲で、

最大限の支援をしていかなければならないというふうに考えております。 

 １点目については、以上の答弁とさせていただきます。 

○議 長 

 下中君。 

○１０番 

 いま、課長の方から、本町においてはボランティアグループが計画をされて

いるというふうに答弁されまして、その支援策についても、私、質問もいたし

ましたとおりであります。まずは、ちょっと再質問の中で、ボランティアグル

ープが製作されるのも一つ結構ですねんけれども、町として、広域避難所であ

る小学校や中学校、また健民グラウンド、公園などに設置する、町としていわ

ゆる市販されているものを購入して、何カ所か設置する。特に、その場合は、

平群町の場合においては、広域避難地の中でも北公園、それと健民グラウンド、

中央公園にまずもって設置するのが早急な対策ではないかと思います。この点

について、初めの答弁のときに、すぐにボランティアグループの話になりまし

たので、答弁がなかったので、この辺について、町としてどう考えておられる

のか。多分、町も御存じだと思いますけれども、市販されている、各メーカー

から出ていると思います。十分御存じだと思いますけれども、約１基３０万円

前後と我々は伺っております。もっと高価なものもあるらしいですけれども、
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一般的に設置されているのは、その辺のクラスかなと思います。その辺の市販

されているものを町として購入して、その防災拠点、避難地へ設置していくの

はどういうように考えておられるのか、その点、答弁お願いいたします。 

 それと、いま、ボランティアグループで手づくりでされていると、本当にあ

りがたい話で、こういう動きが町全体に広がっていくのが一番人と人のつなが

りが強まっていくということにつきるところでありますが、それには、最大限

の支援もしていくということで、これは町として積極的に支援するのは当然で

あります。そんな中で、多分、ボランティアグループの人も、真っ先に小学校

とか中学校を計画されていると思います。その場合、いろいろな考え方もあり

ますけれども、ただ、我々の年代のようなものが小学校内の一部の運動場の端、

どこでもよろしい、中庭でもよろしいけど、そこで一生懸命汗を流してつくる、

これも一つの方法ですけれども、そのときに、小学生、また中学生の子を一緒

につくるという手立ても、そういうような働きかけもしていただきたいと思い

ます。というのは、そうして、大人たちが一生懸命やっている、そこへ小学生、

仮に４年生でも５年生でも結構です。中学生やったら１年、２年でも結構です

けども、一緒に参加してもらう。そこで、言わずと知れた世代間交流も生じて

くると思います。 

 別に何も難しいこともなし、あ、おっちゃん、こうやな、おじさん、こうや

なということで、黙ってても出てきます。そうした中で、大人の人って、こん

な寒いときでも一生懸命やってもらえるなとか、暑いときもやってもらえるな

という感謝の念もあって、子どもたちが自然と身についてきます。そのような

ものでありますので、その支援策でいろいろとありますけれども、もしそうい

う小学校、中学校のほうでそういうことが計画されているのであれば、そうい

う面でのやはり働きかけも必要かなと思います。特にその世代間交流がいま、

社会の希薄化の中で言われておりますが、そういうことも強まってくるところ

であり、それとともに、やはりその先輩方、大人の方がきょうまで培ってこら

れたいろんな技術、知識をまた伝承する、それを知らず知らずに子どもたちが

習っていくというような、本当に人づくりにもつながっていくので、それにつ

いてもきちっとした働きかけが必要かと思います。ただ、物を提供するだけで

はなく、そういう面の働きかけのほうが、より強くなるかなと思うところであ

りますので、それについて、もう一度答弁をお願いします。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 まず１点目、かまどベンチを、いまボランティアグループが中心になってや
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ろうとしているっていうことがあるけども、町が主体的に何かかまどベンチを

実施していこうかっていう計画はあるのかっていうふうな御質問につきまして

は、いまのところ、町が町単独で何かをしようというふうなことやなしに、む

しろ基本的には、そういう住民の中に動きがあるのであれば、それを積極的に

支援していきたいというふうなことを第一義に考えております。 

 それから、ボランティアの広がり、このかまどベンチについては、ボランテ

ィア連絡協議会が中心になって、いま考えておられると聞いてます。無理のな

いようにということで、２５年度をスタートに、年次的に小学校を中心に、小

学校の場所をお借りしてやっていきたいというふうに聞いています。いま議員

もおっしゃったように、これをやっていく上で、単にかまどベンチができるっ

ていうだけやなしに、子どもたち、もっと言えばＰＴＡなんかも含めて、一緒

になってやって、そういう広がりを求めていけば、子どもたちにとっても、あ

る意味防災教育にもなりますし、コミュニティー、地域住民とのコミュニティ

ーにもなりますし、いろんな相乗効果が期待できるというふうに思いますので、

これについては、学校の話にもなってきますんで、町が先走ることもできませ

んので、教育委員会の意見も聞きながらやっていかなければならないかなとい

うふうには思いますけども、方向としてはそれがいいんじゃないかなというふ

うに思っています。 

○議 長 

 下中君。 

○１０番 

 町で購入して設置していくのでは、まだすぐ計画はないということでありま

すが、たしかにボランティアグループの方に任すだけでなくて、やはり、いつ

どこでどういうことがあるかもわかりませんので、やはり最大限、やっぱり広

域避難地については、北部地域の北公園、真ん中の健民グラウンド、やや南寄

りの中央公園あたりには、最低限、そういう市販のもので、町として、町の防

災対策としてきちっと設置していくべきだと、私は強く申し上げます。その辺

について、課長のほうは、いまのところボランティアグループのほうでやって

いただくので、そのほうで応援してやっていきたいというお答えですけれども、

やはり防災対策として、町として、やはりそういう面についても、さらにやは

り設置すべきだと私は思いますので、その辺について、いやこれはもう２５年

度からすぐにせいとか、そういう問題ではないですけれども、やはりきちっと

町として、町の責任として、防災対策として設置していくべきだと思いますの

で、その辺について、もう一度だけ答弁をお願いしたいと思います。 

 それと、そのボランティアグループの、学校を中心とした手づくりかまどの
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運動ということで、これは学校現場ともなりますので、町だけと違って、教育

委員会の方もいろいろと話し合いもされて進めていかれると思います。先ほど

私申し上げたとおり、また課長のほうからもあったように、本当にいろんなつ

ながりとか、そういう面でも非常に効果があると思いますので、これは積極的

にしていただくのと、その小学校、中学校で順次していく、２５年度からやっ

ていくというような計画もされておりますが、その広がりが、いや、うちの自

治会の広場にも、また、こちらの街区公園にもというような広がりがだんだん

と大きくなればなるほど、それが引いては平群町の地域防災力の向上につなが

っていくと思いますので、すぐさま、いま一生懸命されている方に、いやもう

小学校も済んだ、中学校終わった、次はあこですわ、これですって、そういう

のはなかなか難しいので言えませんけれども、やはりそういう動き、運動が広

がることを、やはり町として、やっぱり違う団体であるとか、自治会とか、ま

た先ほど言われた小地域のほうへも広めていっていただいて、１基でも多く設

置されるような取り組みも必要かなと思いますので、それについて２点だけ、

再答弁お願いいたします。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 町として、いわゆる防災施設的なものを設置する計画があるかどうかという

ことについては、先ほど申し上げましたのは、かまどベンチということにつき

ましては、いま、そうやって地域の中で住民の芽生えがあるわけですから、そ

こをまずは全面的に支援していくという姿勢で考えてます。その一方で、町と

して、行政体としての責任で防災施設を、例えば公園とか、先ほど申されまし

たように、中央公園とか、大きな公園とかありますんで、そういったのを活用

して整備していくっていうことについては、これはこれで、いま現在研究して

いるところでございます。できるんなら、そういうふうな方向で進めていきた

い、少しずつ、財政の問題もありますんで、財源の確保もしながら、できると

ころから進めていきたいというふうに思ってます。 

 それと、もう１点の、広がりを深めて、１基でも多く、このかまどベンチ、

こういう取り組みを進めていくっていうことについては、改めて、そういう方

針で、方向で、我々としても、その広がりを大事にしていきたいというふうに

思います。 

○議 長 

 下中君。 

○１０番 
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 課長のほうから、かなり前向きに御答弁いただきましてありがとうございま

す。確かに経費的な面もございますけれども、やはり、町が防災対策として、

そういうことも今後研究していくということで、できるだけ早い段階で設置で

きることを願ってるところであります。 

 それと、やはり小学校だけでなく、中学校だけでなく、やっぱりいろんなと

ころへ広がっていくということが、その地域の活性化にもつながっていく、し

いては、やはり平群町の活性化につながっていくということもあわせて考えて、

その支援策にも、今後とも町として最大限の努力をお願いしたいと思います。

１点目はこれで結構でございます。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 続きまして、２点目の防災行政無線でＮＨＫニュースをという、それに関し

ての御質問でございました。現在、町内には３７カ所の防災行政無線の放送基

地局が設置されています。この防災行政無線は、議員の御指摘にもありますよ

うに、災害時におきます情報伝達確保の重要な手段でございます。これをより

有効に活用することは重要な事でありますが、また、その一方、同時に、その

運用については慎重でなくてはなりません。災害発生時の情報連絡体制につき

ましては、現在、平群町地域防災計画にも記載し、多重な緊急通信手段の確保

や関係機関との協力体制の整備、とりわけ日本放送協会、奈良テレビ等、報道

関係機関との協力体制の確立も明記しております。 

 今回いただきました御提案につきましては、ぜひ、そういうことも含めまし

て、関係機関にも確認しながら、前向きに研究してまいりたいと考えておりま

す。 

○議 長 

 下中君。 

○１０番 

 町内３７カ所の防災行政無線で、住民の方に緊急事態を正確に伝えるという

ことで活用して、これはもう一番生命線になります。その中で、私、提案させ

ていただいたのは、一つはやはり住民の方がやっぱり心配しない、安心できる、

冷静さを持つということが一番求められておろうかなと思います。確かに異常

事態が発生したときは、いろんなことが耳に入ってきて、どれが本当か、正確

かわからないというのが真実であります。そんな中で、町としてのなかなか判

断は難しいと思います。やはり住民に、いまはこういう状態であるので、仮に

川が氾濫したら高台の総合グラウンドなり西小学校へ避難せよという、なかな
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かそういう情報も難しいところであります。テレビ等でそういうのが遅かった

り早かったりして、いろんなことも報道されております。そういうこともなか

なか判断は難しいところでありますが、町のそのいろんな防災対策の中で、報

道機関とも本当に緻密に連絡して、正確な情報ということでうたわれておりま

すが、私、申し上げたいのは、こういう取り組みは、多分これは町はもう御存

じだと思いますけれども、和歌山県の串本町で、締結といいますのか、覚書を

交わされております。というのは、本町と違って、和歌山県串本町は海岸べり

であり、いま一番言われております太平洋側における地震、津波ということは

一番想定されてると思います。そういうことも受けて、早晩に串本町さんの場

合は、そういう取り組みをされたと思います。 

 ただ、奈良県内、また、我が平群町においても割と災害が少ないということ

もありまして、なかなかそういうところまで目が向かないのかなとは思います

けれども、やはり、いつどこでどういうことが起きるのかもわかりませんので、

その辺は十分、いろんな情報を正確にとり、それを判断して流すということで

あります。そんな中で、私がいま申し上げたいのは、ＮＨＫのテレビとラジオ

が、この災害時については一本化して流すということになっておりますので、

それを町が、どう把握する、どう判断するかで、流すか流さないかは町の判断

になりますけれども、そういうことも、今後十分考えていくということで、検

討課題ということで、課長、答弁されましたように、その辺について町として

内部でもう少し協議も必要かと思います。そんな中で、次なる、その放映権等、

いろんな取り決め等についても協議を進めていくのが妥当かなと思いますの

で、いま少し内部協議を待たなければならないのかなと私は思います。その辺

について、今後もう少し煮詰めて内部協議をされていくのか、その点だけ、ち

ょっと答弁よろしくお願いします。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 今回、下中議員からこの一般質問をいただきまして、正直言いまして、そう

いうことがあるっていうのを知りませんでした。通告を受けて、那智勝浦とか

串本、和歌山のほうでそういうなのがあるっていうふうに、大きな津波の懸念

がありますからだと思うんですけども、そういうことで、ちょっと電話で問い

合わせをして、内容なんかも聞いているところであります。その中で、平群町

では、いま現状としては、そういう意味じゃ、ＦＭハイホーっていうＦＭ局と

タイアップして、その防災情報なんかを一定放送域を、そういう状況になった

ときには放送域を活用して放送を流せるというふうな、そういう仕組みもいま
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現在持ってますんで、そういったことを住民の皆さんにも、もっとアピールし

ていきたいと思いますし、また、その奈良放送局のほうにも、ＮＨＫ奈良放送

局のほうにも、一度その何か、いまおっしゃったような趣旨のことで協力関係

を構築できないかっていうふうなことについては、内部協議を改めてして、対

応してまいりたいというふうに思います。 

○議 長 

 下中君。 

○１０番 

 全国的にも例も少ないと思いますけれども、特に本町、内陸部ということで、

津波については余り心配がないと言えば、それで終わってしまいますけれど、

やはり、災害時にはいろんな情報があちこちから飛び交うということがありま

すので、その辺についても、町として、きちっと内部で協議を行い、いま私が

提案させていただいたように、ＮＨＫの奈良放送局とその辺についても、今後

十分話し合っていただいて、どういう連携計画もできるのか、最終的に覚書の

ところまで到達するのか、少し時間はかかると思いますけれども、今後、その

点については協議を進めていってもらいたいと思います。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○議 長 

 それでは、下中君の一般質問をこれで終わります。 

 午後４時５分まで休憩いたします。 

（ブー） 

休   憩 （午後 ３時５２分） 

 

再   開 （午後 ４時０５分） 

 

○議 長 

 それでは、休憩前に引き続き再開をいたします。 

（ブー） 

 時間延長を午後７時までとします。 

 発言番号１１番、議席番号８番、窪君の質問を許可いたします。窪君。 

○８ 番 

 ８番、窪でございます。ただいま議長の許可を得ましたので、先般通告させ

ていただいております２項目について質問させていただきます。今議会最後で、

本年最後の一般質問になりますが、どうかよろしくお願いいたします。 

 １項目めは、幼保一体化による子育て支援の充実についてを質問いたします。
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今定例議会で、幼保一体化施設の用地購入費の補正予算が計上され、採決の結

果により、椿井地区に平成２７年４月、幼保一体化の新園が建設され、開園を

されます。平群幼稚園が駅周辺整備事業との関係から早急な建てかえ移転が必

要なこと、また南保育所の老朽化による建てかえ、もしくは大規模改修をしな

ければ現状の中で、保護者や子どもの視点に立って、就学前の保育と教育のあ

り方を検討する中、幼保一体化にすることにより、さらに質の高い保育と教育、

保護者に対する子育て支援を図るというものであります。ときを同じくして、

先の通常国会では、社会保障と税の一体改革の一環として、子育て環境の充実

を図る子ども子育て関連３法、認定こども園法の一部改正、子ども子育て支援

法関係整備法が成立をいたしました。市町村の保育の実施義務を廃止するなど

としていた政府案の総合こども園は採用されず、今回の改正により、さらに幼

児教育、保育、子育て支援の質や量を充実させるものであります。 

 就労女性が増加し、就労形態も多様化してきたことと少子化が進んできたこ

となどから、親の就労の有無で入園する施設を分けていては地域のニーズにこ

たえられなくなってきたことで、認定こども園が８年前に発足をいたしました。

県内に７カ所開園をしていますが、今回の改正では、単一の施設として認可、

指導、監督等を内閣府に一本化するなどにより、認定こども園制度における二

重行政の解消を行うとともに、財政措置を強化し、幼稚園と保育所が連携し、

一体的な運営を行う幼保連携型の認定こども園が拡充していくことになりま

す。また、認定こども園、幼稚園、保育所に共通の施設型給付を創設し、財政

支援を行うほか、これまで認可基準に満たず、国の十分な財政支援がなかった

小規模保育、家庭内保育などの多様な保育に対しても、地域型保育給付を行い、

待機児童の解消につなげていくことになりました。あわせて、保育の担い手で

ある保育士などの待遇改善や復職支援による人材確保などが盛り込まれまし

た。これらの政策を実現するため、子育て予算が１兆円増額をされます。この

ほか、地域子ども子育て支援事業として、地域の実情に応じて実施する病児、

病後児保育などの事業にも助成し、総合的に子育て支援が進められます。 

 大切なことは、子育て分野に１兆円を超える予算が増額されますが、この財

源を活用して、地域で子育て支援策を実施する主体は自治体だということであ

ります。このため、自治体には、以前にもまして主体性が求められることにな

ります。本町におきましても、今後、新しい園が開園するに当たり、新たな支

援策を実施するため、地域の子どもや子育てに関するニーズを把握すると同時

に、子ども子育て支援事業計画をつくる必要があります。都道府県も独自の計

画を立て、保育士の人材確保などで市町村を後押しするための事業に取り組み

ます。こうした計画立案には、幼稚園や保育所の事業者、利用者など、現場の
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声を反映する必要があります。時代の変化に伴い、子育て支援に関するニーズ

も大きく変化してきており、そのための仕組みとして、関連法では自治体に対

して、地方版子ども子育て会議の設置が努力義務として定められております。

今後、本格施行に向けて、この会議による早期の議論が重要となります。各種

支援策の本格実施は、消費税が１０％に引き上げられる２０１５年と想定され

ていますが、それまでに自治体が準備すべき事柄は山ほどあります。また、計

画策定に向けた調査や子育て会議の設置を来年度から実施するためには、予算

の確保が必要であります。本町として、幼保一体化施設の建設と同時進行で進

めていかなければならないことから、４点にわたりお尋ねをいたします。 

 １点目、本町における幼保一体化の基本構想について。 

 ２点目、新園の形態は国の示す新制度の幼保連携型の認定こども園を選択す

るのかどうか。 

 ３点目、子育て支援に関するニーズを把握し、子ども子育て支援事業計画策

定の取り組みについて。 

 ４点目、努力義務として定められている地方版子ども子育て会議の設置につ

いてをお尋ねをいたします。 

 大きな２項目めは、避難所となる学校施設の防災機能の整備について質問い

たします。まず、このたびの中央自動車道の笹子トンネルのコンクリート製の

天井板が崩落した事故で、尊い命を落とされた皆様に心から哀悼の意を表しま

す。今週、東日本大震災を受けて平群町地域防災計画が１１年ぶりに修正され、

新たに避難所運営マニュアル、福祉避難所設置運営マニュアル、町地震防災対

策アクションプランが策定をされました。策定にかかわられた皆様に、まず敬

意を表したいと思います。また、久々に地域防災会議を１４名の委員で開催さ

れ、そのうち４名が女性委員を登用されました。さらに、災害時に迅速に防災

備蓄が提供できるように、役場の防災備蓄倉庫の１カ所から８カ所に生活必需

品等の分散備蓄がなされました。また、現実に即した住民参加の防災訓練の開

催に、住民の皆様より、行政の防災への取り組みに熱意が伝わるとお声をお聞

きをいたしております。３．１１を受けて、私は毎議会で防災対策について質

問をさせていただいてまいりましたが、担当職員の皆様の御努力のおかげで、

着実に防災対策が進んでまいりましたことは、高く評価をしたいと思います。 

 そこで、避難所となる学校施設の防災機能強化については、本年３月議会で

も一般質問し、９月議会の決算審査特別委員会でも要望をしてまいりました。

文部科学省でも、昨年、東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備につい

て緊急提言を公表し、全国の学校施設の地域の防災拠点として早急に整備をし

ていく方針を打ち出しております。今回の震災で、ピーク時には６２２校が避
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難所として使用され、５カ月が経過しても約１割が避難所になったままであり

ましたが、現場からさまざまな問題提起がなされました。具体的には、食糧や

水、防寒具の不足や備蓄が十分でなかったことが露呈をいたしました。また、

約１，０００人が避難した岩手県陸前高田市の中学校では、石油ストーブが２

台しかなく、震災当夜は教室のカーテンを外し、二、三人で体に巻いたり、断

水によりトイレを使えなくなった学校も相次ぎ、衛生面でも課題を残しました。

宮城県南三陸町の志津川中学校では、生活用水の復旧に１カ月半もかかった上、

水道水は飲み水として使えなかったといいます。菅原校長は、今回一番困った

のは水であった、災害の大きさを事前にしっかり想定し、想定の備えを十分に

しておかなければと話されました。通信手段や電気が長らく途絶えた学校も多

かったことが指摘をされております。風化させないために、再度述べさせてい

ただましたが、こうした教訓を踏まえて、震災に対応できる学校施設の整備が

喫緊の課題であることから、３点についてお尋ねをいたします。 

 １、天井材や照明器具などの非構造部材に対する取り組みについて。何より

も学校施設の耐震化の推進の一層の加速が必要でありますが、構造体の耐震化

だけではありません。このたびの笹子トンネルの天井板崩落事故のように、天

井に固定するボルトの抜け落ち、コンクリート板の老朽化が事故につながって

おります。また、トンネルの定期点検は実施していたが、目視のみで、打音点

検は行っていなかったそうであります。このような事態が招かないように、以

前より多くの学校施設においても、天井材や照明器具などの非構造部材の落下

防止対策が要請をされていますが、これらの取り組みについてどのようにお考

えでしょうか、お尋ねをいたします。 

 ２点目、仮称学校施設の防災機能強化３カ年プランの策定について。平群町

の避難所となる学校施設の防災機能が大変厳しい実態であることは、本年３月

議会を初め、９月議会でも決算審査で質問させていただきましたが、具体的に

は、非構造部材の耐震化とともに、防災機能上必要となる通信手段の確保、避

難所機能として必要な自家発電設備、太陽光発電設備、また蓄電池の設置、耐

震性貯水槽やプールの浄化槽、洋式トイレを初め、マンホールトイレ等を計画

的に進める体制をつくることが必要であるため、仮称学校施設の防災機能強化

３カ年プランを策定し、３年間で集中的に学校施設の防災機能強化を図る必要

があると質問をする中、総務財政課長は、すぐにすべてをというわけにはいか

ないかもわからないけれど、３カ年計画を目標に、そういう計画づくりについ

て、これから取り組んでいきたいと御答弁をされました。それから半年以上が

経過いたしておりますが、進捗状況はどうでしょうか、お尋ねをいたします。 

 ３点目、防災機能強化の財源の確保のため、国や県の補助金等の活用につい
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て、今年度に入り、文科省から、学校施設環境改善交付金の財政措置の案内が

教育委員会に伝えられ、間もなく県の補助金についても周知される予定であり

ます。本年３月議会でも同じ質問をさせていただきましたが、総務財政課長は、

施設管理者である教育委員会とも協議しながら、国や県の補助金等の活用を最

大限調査研究し、少しでも町の一般財源を使わずに機能強化できる方向、方策

を検討していきたいというふうに考えていると御答弁をされました。補助金も

期限があり、ときを逃せば、本当に町単費で整備をしなければなりません。今

回、補助金の活用をされるのでしょうか。お尋ねをいたします。 

 以上、端的に明解な御答弁をよろしくお願いいたします。 

○議 長 

 理事。 

○理 事 

 それでは、まず１点目と２点目の、幼保一体化による子育て支援の充実につ

いての１点目と２点目について、私のほうからお答えを申し上げます。ただい

ま、御質問の中でも、いわゆる幼保一体化の基本構想の部分を幾つか述べてい

ただいておりますが、また、これまでにも一貫して基本構想の部分については

御説明をさせていただいておりましたが、改めて御回答を申し上げます。 

 まず、現在、就学前の子どもたちは、親の就労の有無によって幼稚園と保育

園とに分かれて就園をしています。しかしながら、親の就労状況等に変更があ

ると、幼稚園から保育園、あるいは保育園から幼稚園へと変わることになり、

少なからず、このことによって子どもたちに負担をかけていくことになります。

また、保護者に対する子育て支援と就労支援も、さらに地域のニーズにあった

ものに高めていかなければならないと考えています。どの子にも同じ教育、同

じ育ちを保証し、ゼロ歳から５歳までの就学前の子どもに対する一貫した保育

と教育、保護者に対する子育て支援と就労支援の充実、これを図ることを基本

的な理念と考えているところでございます。 

 ２点目でございますが、新園の形態についての御質問でございます。今回の

法改正によりまして、幼保連携型認定こども園は、学校及び児童福祉施設とし

ての法的位置づけを持つ単一の施設と位置づけられましたが、法律の施行日が

まだ決まっていないなど、不確定な要素も含んでいるところでございます。政

府は、二重行政の解消や給付の一本化などにより、目標である２，０００カ所

を早急に達成したいというふうに言っており、そのために一定のインセンティ

ブを与えることも考えられているようなので、今後の状況をよく見ていく必要

があると思っています。今後の状況をよく把握しながら、認定を受けるのかど

うかということの判断をしていきたいというふうに考えています。 
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 以上でございます。 

○議 長 

 福祉課長。 

○福祉課長 

 では、続きまして、１点目の③、あと④についてでございます。窪議員の３

点目の子育て支援に関するニーズを把握をし、子ども子育て支援事業計画策定

の取り組みについてと、４点目の努力義務として定められている、地方版子ど

も子育て会議の設置については関連がございますので、一括してお答えをさせ

ていただきたいというふうに思います。 

 先の質問１、２の回答でも一部ふれましたが、子ども子育て関連３法により、

国においては、平成２５年４月より子ども子育て会議を設置をされるというこ

とになっております。会議の中で子育て関連の各種基準の検討をされるという

ふうに聞いております。子ども子育て支援事業計画についての調査項目につい

ても、会議の中で決定をされ、都道府県、市町村に提示をされる予定になって

おります。調査項目が未確定のため新年度予算には計上をいたしておりません

が、調査項目が示された時点で、調査費用の補正予算計上を予定をしておりま

す。 

 また、地方版子ども子育て会議の設置については、努力義務ではありますが、

詳細が通知されておりませんので、現在のところ、調査と同じく、設置に伴う

費用の予算要求は行っておりませんが、詳細がわかり次第、予算補正を行って

いきたいというふうに考えているところでございます。 

 以上です。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 ありがとうございます。まず、幼保一体の基本設計構想ですけれども、わか

っておりますけど、再度御確認をさせていただきました。用地が１４日ですか、

本会議最終日で決定するかどうかるかわかりませんが、決定した時点で、中身

がスタートをされないといけないと思いますので、聞かせていただきました。

親の就労の有無で、本当にいま、幼稚園に行かれている方が働きにいきたいと

いったときに、保育所が探さないといけないということで、大変不安なお声も

たくさん聞いておりますので、そういう部分で、大変大事な、いい施設ができ

るのではないかと期待をしてまいりたいと思います。 

 ２点目ですけれども、国はいま幼保連携型の認定こども園を進めるような方

向におりますが、いままずですね、認可を受ける、平群町の新園については、
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まだまだ国の動向を見ながらということかと思いますが、認可を受けるか受け

ないかというところのお話をいまされたんですが、認可についてですね、認可

を受けることと受けないことではどのような違いがあるのかをまず１点目お尋

ねしたいんです。私が把握をしているのは、認可を、無認可とかいろいろあり

ますね。平群町にはそういう施設はないと思いますが、待機児童の大変多いと

ころでは、もう本当に公立やら私立が入れないところで、無認可のそういうと

こがあります。そういうところで、保護者が、子どもさんがけがをされたり、

いろんな不慮の事故が起こったときに裁判沙汰になるときがあるんですね。だ

から、保護者側の視点に立ちましたら、認可を受けるということは大事だと思

います。ただ公立ですのでね、平群町の新園っていうのんは。だから、いろん

な問題が発生しても、平群町は責任をとるということだと思いますが、それと

ですね、その点ですね、認可を受けるか受けないかって悩んでいるって、いま

悩まれているとおっしゃいましたので、どのように違いがあるのかということ

を、まず１点目をお聞きしたいと思います。 

 それからですね、この前、総務建設委員会でも、新園の新設、新しく施設を

建てるときの補助金を私、聞かせていただいたと思うんですが、いま現行で、

幼稚園では３分の１で、保育園ではゼロだと、補助金は出ないとお聞きをして

おりますけれども、では、いま現行の認定こども園の場合ね、どのような、新

設の場合、現行の認定こども園の場合の新設の場合の補助金ですね、どうなっ

ているのかということをまずお尋ねをしたいと思います。 

 それからですね、３点目ですけれども、２５年４月から国がそういう子ども

子育て会議を設置されて、その調査項目がまだ具体的に示されない、示されて

いないのは私もわかっております。それが国から明確に、いろんな角度での調

査項目ができた時点で予算計上をしたいということです。支援の事業計画につ

いても、また、ニーズ調査、また子育て会議の設置、この三つですかね。あ、

まず二つですね。計画はその中でいきますので、ニーズ調査と子育て会議のこ

の予算では、それが決まり次第ということは、２５年度の予算に入れれるのか、

それともというところなんですが、その点、再度御確認をさせていただきたい

と思います。 

○議 長 

 理事。 

○理 事 

 ただいまの再質問にお答えを申し上げます。まず、認定を受けるか受けない

かの違いということで御質問をいただきました。現在の、いわゆる３法の中で、

議員もおっしゃいましたけれども、具体的にはですね、いわゆる家庭内保育で
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あったり、あるいは小規模保育、それから病児保育等々に対する財政支援が強

化されるということについては、もうはっきり書かれておりますが、県のほう

にも問い合わせをしてるんですけれども、いわゆる運営上ですね、こども園を

運営していく上でのいわゆる認定を受けるか受けないかによる違いというの

は、基本的にはありません。平群の場合ですね。平群のいわゆる公立の認定、

幼保連携型の認定こども園という形にするのと、いわゆるその認定を受けない

でこども園という形にするのとの違いは、運営上は基本的にはありません。 

 二つめに御質問をいただきました補助の問題ですね。これは、議員も述べて

いただきましたが、いわゆる教育施設の整備事業というのは３分の１の補助が

あるということは既に御説明をさせていただきました。保育所については、施

設を設置するときの補助金というのは基本的にございません。ただですね、今

回の、今回のといいますか、平成１８年の１０月から認定こども園の制度がで

きてるんですけれども、その認定こども園と、いま言っています幼保連携型認

定こども園、名前は全く一緒なんですけれども、いわゆる単一の施設として、

新たな制度設計の中で新しい施設をつくるときにはですね、補助金はないんで

すが、いわゆる起債が全体の床面積、床面積といいますか、いわゆる建築費で

すね、全体の建築費の９０％に相当する起債が認められると。で、後年度に、

その起債の４０％の交付税算入が認められるということは確定しているようで

す。これは確認をしておりますので申し上げておきます。繰り返しますが、補

助金という形でのものは、今回の認定こども園においてもございません。 

 私のほうからは以上です。 

○議 長 

 福祉課長。 

○福祉課長 

 ニーズ調査、子育て会議に係る予算の計上でございます。先ほどの答弁でも

申し上げました。具体的に国から内容が県を通じて提示をされましたら、早急

に補正予算ということで、２５年度予算に計上したいというふうに思っており

ます。また、議員も御存じのように、国のほうの子ども子育て会議が２５年に

４月に発足というふうに予定としてはなっております。したがいまして、一番

早くても、その４月以降にしか具体的な内容は決まらない部分も含めてあると

いうふうに考えております。直近でも夏ぐらいに一定の概要が提示されるかど

うかというのもありますので、それを受けて準備にかかっていくと、予算化を

していくというふうになっていくと思っております。 

 それと、地方に対して、具体的な行動を、計画も含めてそうですが、策定を

して、動き出していくという時期が２７年というふうに予定をされております。
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これは、消費税の導入と同時期になりますが、それに合わせて当然調査を完了

し、国が集約をし、ニーズを踏まえた上で、市町村ごとのやっぱり具体的な計

画を明記していくという流れで動いていきますので、当然２５年度当初の段階

で出され、夏ぐらい、あるいは遅かっても秋までには補正予算化できるってい

うふうに考えております。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 ありがとうございます。では、もう一度お尋ねしたいんですが、現行の幼稚

園と保育園はわかりました。３分の１とゼロですね、保育園は。幼稚園は３分

の１。いま現行の認定こども園は、補助金はないが、建設に係る、すべてに係

る起債は９０％で、後年に４０％の交付税算入があると。認定を、これは認定

こども園ですね、いま現行のね。認定こども園という形にしなければ、幼稚園

は３分の１、床面積でいきますね、床面積３分の１、どこの、何て言うんです

かね、床の面積、どこでどう区切るんかなと大変複雑ですけれども、では、平

群町にとって、どちらのほうが、財政的な面ですね。いま、認定は受ける受け

ないに、運営上は何の問題もないということですので、じゃあ子どもにとって

も、子どもたちに、児童にとっても何の問題もないのか。認定するかしないか

で何の問題もないのかということをお尋ねしたいんですね。冒頭に私、裁判等々

言いましたけれども、認定を受けているということは、保護者の安心感という

ものがいろんな部分でありますのでね、そういう部分でというふうにお聞きを

しておりますのでね。 

 今回、法改正になって、幼保連携型の認定こども園で新設の場合の補助金等

とは、まだ明確に示されておりませんけれども、いまより以上に悪くなるとい

うことはないと思うんですね。ですから、平群町にとったら、どちらのほうが、

いま、課長言われましたように、どちらのほうがメリットがあるのか、お示し

をいただきたいと思います。 

 それからですね、すみません、この皆さんから、本当にどうなるんやろうと、

対象の親御さんとか、また、いま赤ちゃんを抱えていらっしゃる方から、どの

ようになるんだろうということで、たくさんのお声を聞くんですが、その観点

から、来年度、平群幼稚園に入園予定の数が、ほぼいま出ていると思うんです

けれども、平群幼稚園ですね。それから、数年前から来年度の幼稚園新入園児

の数とちょっと比較して、教えていただきたいと思います。 

 それから、３番目と４番目ですけれども、子育て会議の設置と、それからニ

ーズ調査、いま、課長のほうから明確に国のほうからきっちり出ましたら、２
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５年度補正で組みたいと言っていただきましたので、しっかりと平群町は新園

開園と同時に進んでいかないといけませんので、やはり、それぞれ地域によっ

ては、全く内容が、子育ての内容が違います、現実に。いま、待機児童は平群

町はゼロだとおっしゃっております。しかし、いま幼稚園に入れられている方、

またですね、いまゼロ歳、１歳でね、いつ仕事に復帰をしようかなと思っても、

新年度で募集のときじゃなくって、年度途中で復帰をしなければならないとき

に、もう大変不安な思いをされているんです。ですから、平群町では待機児童

はないといいましても、やはり子育て支援に対して、本当にいつでも生んで、

すぐでも働けるような、子どもが本当に安心して生み、育てやすい環境にする

ためには、やはり多くの平群町の皆さん、事業所を初め、利用者の皆さんのお

声をやはりしっかり聞いていただきたいです。平群町、子育て支援には、本当

にいろんな部分で保育所も幼稚園も取り組んでくださっていることは、私は高

く評価をしているんですけれども、さらにこういう新しい施設で、こういうふ

うな形になりますのでね、もうしっかりとお声を反映させていただけることだ

けはお願いをしておきたいと思います。この３番、４番は以上で結構ですので。 

○議 長 

 理事。 

○理 事 

 それでは、再質問でございます。まず、いわゆる認定を受けるのと受けない

のとで、子どもにとってですね、子どもにとって、そういう関係があるのかな

いのかというお話でございましたが、先ほど申し上げましたように、平群町は

公立での運営ということで現在考えておりますので、基本的には運営そのもの

に変わりはないというふうにお考えをいただきたいと思います。先ほど、裁判

云々の話も少し出ましたけれども、いわゆる無認可というのがございますので、

認可保育園あるいは幼稚園の場合は、当然、その認定基準というのがございま

すから、そういう意味では、そういった基準がきっちり満たされているという

ものと、いわゆる無認可の保育所等々とは、私もその具体的な実態はあれです

けれども、当然違っているんだろうなというふうには考えます。そういう意味

では、公立として運営をしていく新たな一体化施設については、運営上は特に

変わったものはないっていうふうに考えています。 

 それから、結局どちらにメリットがあるというふうに、いまの段階で考えて

いるかという御質問でございました。先ほど申し上げましたように、現在の状

況ではですね、やはり９０％起債の、後年度に４０％の交付税算入があるとい

うほうが、財政事情が非常に厳しいという状況の中ではメリットがあるという

ふうに考えています。ただですね、いまの段階ではそう思っていますが、まだ
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これから先ですね、具体的に、そのいわゆる幼保連携型認定こども園の認定を

とったときに、どういった手続きになって、あるいは、その年間にどういった、

その、何て言うんですかね、報告なりあるいは検査なりですね、そういったも

のっていうのは、まだ今後示されてくるという問題もあるかというふうに思い

ますので、その辺についてはね、十分その、単にお金のことだけで、基本的に

はそれでいいと思うんですが、その辺はよく見きわめたい。なぜあえてここま

で言うかと申し上げますと、例えば奈良県においてもですね、認定されている

こども園は７つというふうに議員自身もおっしゃっていただきましたが、実は

認定を受けていないこども園も７つございます。これは、なぜそこは認定を受

けなかったのかという問題が、それぞれ別の問題としてあるわけですから、そ

の辺ももう少し研究をしながらですね、財政あるいは子どもの生活上最もよい

方法を早急に決めていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 再質問にお答えいたします。 

 新入園児の児童数の推移ということで、いま現在、手元に持ち合わせている

数値で報告させていただきますと、３歳児、いわゆる年少の新入園児、平成２

１年度からいいますと６３人、２２年の６２人、２３年度６３人、２４年度５

０人、２５年度は、いま現在の予定といたしましては３３人の方が入園を希望

されているような状況でございます。 

 以上です。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 ありがとうございます。国のほうがですね、いまスタート、この８月にこの

法律が成立しましたので、大変不確定な中ですのでね。でも、いま、課長が慎

重にいろんな、一番いい形で、すみません、理事が、一番いい形で取り組みを

考えようとしてくださってるということはよくわかりましたので、しっかりと

国の動向を見てですね、平群町にとって一番いい形を選択をしていただきたい

と思います。いま幼保連携型の認定こども園を国は拡充をしようとしておりま

すので、認定を受ける受けないで、あんまり運営上の違いはないとおっしゃっ

ておりますけれども、いままでは幼稚園と保育園で、文科省と厚生労働省と、

これが今回の部分では内閣府一本になるという、事務的な作業も大変減るとい
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うふうに把握しておりますので、そこは一番本当に子どもの立場に立って、ま

た、町の財政もありますのでね、その点も考慮に入れながらしっかりと取り組

んでいただきたいと思いますが、もう一つね、それが大体いつごろですね、中

身ですね、いつごろ示されるのか。 

 いま不確定な動向の中で、確定されてない中で聞くのはあれかもわからない

んですけれども、現実に、私、いま数値を聞かせていただいたのは、大体新入

園児、３歳児ですね、３歳児が、この平成２５年度で３３人になっているわけ

ですよ、予定ですけれどもね。それまでは６０、まあ６３、６２とか。また、

去年は５０ですけれども。なぜかと考えたら、本当によくお聞きするんですけ

れども、どうなるんですかというお声をよくお聞きするんですよ。だから、ま

だ土地が決まってないからって、こういう説明をさせていただいてますけれど

も、いまからであれば、２５年度からであれば、２７年度開園には、２年、い

まのところにいらっしゃって、１年は新しい施設に移動されないといけないん

ですね。そうなったときに、クラス、また友達関係、全部環境が変わるわけな

んですね。そのことを親御さんは大変不安になられているわけなんです。です

から、この、少子化ですから子どもの数も減ってきておりますが、いまこれ見

ましたら、割とがたんとここで落ちていますね。そういうお考えが、別のとこ

ろにね、行かれたのかなと、それは御自由ですからあれなんですが、そういう

こともね、やはり、また来年度もそうなりましたら、１年は、いまのところで、

また２年後、３年は新しいところって、そういう幼稚園の服から、保育料から、

どうなるんやろうというのを、それをものすごく皆さんは、赤ちゃんを抱えて

いらっしゃる方、また、そういう方々はもう大変不安な思いをされてはるんで

す。それによって、園を選択を悩まれているわけです。 

 私は、今回、こども認定か、まあ、そのこども園ですね、幼保一体化の施設

が誕生するいうことは、大変ほかの自治体よりもね、新しい、本当にいい環境

で、いい教育と保育ができるようにもっていっていただきたいと思うんです。

だから、ほかに自治体よりも、平群は本当に新しい施設で、環境もいいけれど

も、教育も保育も素晴らしい教育をしてるんだということを一つの売り物に、

言葉悪いですけれども、売り物にしていただけるチャンスじゃないかなと思う

んです。そのためにも、いま数を聞かせてもらいました。やはりだなと私は認

識したんです。また来年度もわかりません、２６年度ですね、２６年度もまた

がりますのでね。そういうことでですね、何ていうんですかね、利用者に正し

い情報を丁寧に提供をしていただきたいと思うんですけれども、大体いつごろ

をね、スケジュールね、建設のスケジュールは立てられておられるんですから、

度のような方向で、その点を明確に利用者に示そうとお考えなのか、お尋ねい
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たしたいと思います。 

○議 長 

 理事。 

○理 事 

 ただいまの御質問でございます。まあ、方針として、いつ決定するかという

ことにつきましてはね、ちょっといまの段階でいつということは少し言いづら

い部分があるんですけれども、私もですね、この２５年度の幼稚園の入園の申

し込みを知ったときに、これはいわゆる単なる少子化ということではないなと

いうことは思っておりました。一つは、やはり、いわゆる認定を受けるか受け

ないかというよりも、まず場所がどこに建つのか決まっていない。どこへ動か

なければならないのかはっきりしていない。さらに、その一体施設というのは

一体なんなのかというのも、なかなか理解ができるところまで説明されきれて

ない。そういった御不安がですね、今回若干、若干といいますか、例年に比べ

て減っている理由であろうというふうに考えています。 

 そういう意味では、ちょっと幼保、再編のときにも申し上げましたが、この

年明けました１月１８日と２５日に、幼稚園につきましては、本部の役員さん

と、さらには会員全員と懇談会をする予定ももう既に入れております。そうい

ったことで、具体的な、本議会で具体的に補正を可決をいただきましたら、そ

のことも含めて、具体的な場所も申し上げることができますし、また、一定の

建築に対する考え方についても御説明もできるんではないかと。 

 最終的に、幼保連携型の認定こども園として認定を受けるかどうかというこ

とについてはね、もう少し先にはなると思うんですけれども、できるだけ早く、

それは決めていかないと、また次の、途中入所というのも当然ありますからね、

そのときの基準になっていきますので、私としましても、できるだけ早く、そ

のことについては、まずはどうするかということについては決めていきたいと

いうふうに考えています。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 理事がおっしゃるとおりだと思います。場所も未定、一体施設ってどんなも

のだろうと、この御不安による一つの結果だと思います。いま、これから決め

ていきたいということですけれど、何か、会議ですね。どのような会議で、ど

のような場所で、メンバーで決めていかれるんですか。いままでの会議で、引

き続いてでしょうか。お尋ねしたいと思います。 

○議 長 
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 はい、理事。 

○理 事 

 すみません、言葉足らずでした。御報告をしていますように、幼保の問題に

つきましては、そのプロジェクトチーム会議というのをつくっております。こ

としの１月３１日に中間報告を町長に対して提出をさせていただきました。そ

れについては、議員の皆さん方にも配付をさせていただいているとおりであり

ます。この議会が終わりましたら、早速ですね、教育委員会と福祉課でまず下

打ち合わせをしまして、そのプロジェクトチーム会議、これは教育長が座長で

ございますが、プロジェクトチーム会議を開いてですね、そこで課題の整理、

そして、具体的にその課題をいつまでに、どこで解決をするのか、そういった

問題を早急に年明けから始めていきたいというふうに考えております。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 場所が決まらないとという部分もわかるですが、本来であるならば、並行し

てやっていっていただきたかったかなと思いますけれども、面積等々のことも

あるということで理解はしたいと思いますが、本当に、やはりゆっくりしない

で、やっぱり利用者の立場に立って、やはり丁寧な提供ですね、情報をしっか

りと提供していただきたい。いまはもう御不安しかないのではないかと思いま

すし、しっかりと丁寧に、途中段階でも結構ですので、議会にも示していただ

きながら、一遍にきっちり決まるまでというよりも、議会、また利用者の御意

見もやっぱり反映して決めていただきたいと思いますので、その点はよろしく

お願いしたいと思いますが、最後にその点だけお尋ねしたいと思います。 

○議 長 

 はい、理事。 

○理 事 

 ただいま述べていただきましたとおりだというふうに考えておりますので、

その都度、議会にも報告をし、また、関係者にはできるだけ回数を重ねて、丁

寧な説明をさせていただきたいというふうに思っています。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 新園の建設と同時進行で、平群町の子育て支援のさらなる充実をするため、

子ども３法をしっかりと、財源が確保されますので、この３法をしっかり活用

していただいて、安心して平群町で子どもを生み、育てやすいまちづくりに全
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力で取り組んでいただくことを要望いたしまして、次の項目に移らせていただ

きます。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 それでは、２項目めの１点目の御質問、避難所となる学校施設の防災機能の

整備についての、非構造部材に対する質問についてお答えさせていただきます。

教育委員会といたしましては、計画的な学校施設の耐震化工事を行っている中

で、照明器具等の設置の際に、耐震性に富んだ部材に入れかえるように対応し

ているところであります。そのほか、町内の学校教育施設につきましても、毎

年、特殊建築物の定期点検、建築設備の検査報告を実施し、施設の現状把握に

努めております。現在は、国の学校施設環境改善交付金等を活用しながら、学

校体育館の耐震補強工事、大規模改修工事を最優先に実施しているところであ

り、今後、非構造部材点検実施時期や手法につきましては、財政担当課、学校

現場、教育委員会が連携をとり、児童・生徒の安全確保を最優先に考えながら

協議をし、国、県の補助金の活用も視野に入れながら検討してまいりたいと考

えております。 

 以上です。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 それでは、私のほうから御質問の２項目めの２点目、仮称学校施設の防災機

能強化３カ年プランの策定について、及び３点目の防災機能強化の財源の確保

のため、国や県の補助金等の活用についての御質問についてお答えさせていた

だきたいと思います。基本的には、教育委員会、学校施設のことですので、私

のほうからっていうのもどうかなと思うんですけども、町の防災担当という視

点でお答えさせていただきたいと思います。 

 防災機能強化３カ年プランの策定につきましては、現在、教育委員会、総務

課と協議を行い、特に学校施設におけます防災設備の現状や弱点部分の確認作

業を進めており、太陽光発電、自家発電、プール浄水装置などを中心とした防

災機能上必要な設備の整備に向けた、公立学校防災機能年次計画の素案づくり

に取り組んでおります。現時点では、財源確保の問題等もあり、公表できるも

のとしての年次計画とまでは至っておりませんが、引き続き計画づくりの協議

を進めたいと考えています。 

 次に、国・県補助金の活用についての件の御質問ですが、特に東日本大震災
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以降、災害に強いまちづくりとして、防災基盤整備のための国の補助メニュー

が各省庁で予算化されており、今後も新しい補助制度が設立されるなど、この

傾向は継続されるものではないかなというふうに思っております。町の財政状

況は恒常的に財源不足であり、例え補助事業であっても、補助率によっては相

当の一般財源も伴い、慎重に進めていく必要があります。しかし、議員御指摘

のとおり、有利な補助メニューが活用できるように、横断的に国及び県に補助

要綱も確認しつつ、また民間活力等の補助金も調査しながら、なるべく有利な

状況で財源の確保を目指して、計画的に学校施設の防災機能強化に取り組んで

まいりたいというふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 ありがとうございます。１番目の非構造部材のことですけれども、耐震化を、

学校施設の耐震化と、来年、再来年度ですべて１００％になる予定だと思いま

す。大変財源の厳しい中、頑張ってこられたことは評価をしたいと思います。

いまの非構造部材ですね、今回、笹子トンネルのように、点検の不備等々から、

また老朽化から、ああいう大惨事になりました。いま課長のほうが、国、県の

補助金を活用してとありますが、教育委員会にも届いていると思いますが、学

校施設環境改善交付金の中には、これですね、非構造部材の耐震化にも補助が

きっちりと出る項目がありますが、その点は御存じでしょうか。まず、その点

をお尋ねしたいと思います。 

 ２点目ですけれども、学校施設の防災機能強化３カ年プランの策定について

ということで、いま教育委員会と総務財政課で協議し、確認作業を進めている

と、年次計画の素案づくりに取り組んでいると、まあ一歩前に進んでいただい

たかなと思いますけれども、では、その整備計画ですね、素案をつくられてい

るということで、その整備計画はいつごろを目途に策定をされるのでしょうか。

お尋ねしたいと思います。 

 それから、３点目ですけれども、有利な補助メニューの活用ということで、

いま学校、文科省からも、また県からも、もういま大分遅れているみたいです

けれども、県からもいろんな部分で来ますね。それとか、また公立学校施設整

備に関する防災対策事業活用事例ということで、たくさんの太陽光パネルの蓄

電池初め、たくさんの防災機能強化のために取り組んではって、これ、補助メ

ニューを活用した資料が文科省から出されておりますけれども、大変、国が３

分の１、県が３分の１、町が３分の１で、その３分の１も厳しいということな
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のでしょうか。再度お尋ねしたいと思います。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 再質問にお答えいたします。非構造部材に対します補助金メニューを知って

いるかという御質問でございますけれども、公立学校施設整備交付金、防災機

能性強化の事業ということで、交付金割合がですね、３分の１ということで、

工事対象物として、建築非構造部材に対する補助対象メニューがあるというふ

うには通知としていただいております。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 計画、いわゆる防災機能年次計画をいつごろまでを目途にということで、具

体的な質問なんですけども、ちょっとお答えしづらい部分もありまして、その

理由は、やはりその財源の問題で、財政的な問題で、幾らいい年次計画を立て

ても、絵にかいたもちであってはならないというふうに思っています。実効性

のある計画づくりをしなければならないということで、何とか国や県の補助金

や、文科省のみならず、国交省の補助金等々についても、いま研究をしている

ところでありまして、希望的っていうか、目標時期としては、何とか今年度内

には何らかの計画を、不十分ではあっても目指してまいりたいなというふうに

考えております。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 ありがとうございます。まず、非構造部材、知っているということですけど

も、入っておりますので、それでですね、まあ要は活用するかのどうかの問題

ですが、後の質問にもかかわってきますが、まずこの非構造部材の点検は全部

終了されてるのでしょうか。それとも、点検も補助金がないからできていない

のか。天井ですね、点検はされているのか、再度確認をさせていただきたいと

思います。 

 ２点目ですけれども、いま課長が、この防災機能強化の年次計画、平成２４

年度内に計画を立てたいと目標を示していただいたことは、前向きな御答弁を

いただいたなと喜んでおります。まず、その点ですね。すみません、教育委員

会総務課長、お願いいたします。 

○議 長 
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 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 点検についての御質問でございます。点検につきましてはですね、現在はそ

ういった非構造部材につきましての点検というのは行っておらないということ

で、先ほども答弁申し上げましたけれども、毎年、特殊建築物の定期点検とか、

そういった形では実施しておるんですけれども、非構造部材ということにつき

ましての点検につきましては、現在、職員の手ではできないということも含め

まして、近隣の市町村、例えば市で、近隣市でやられております例でいきます

と、非構造部材の対応策といたしましては、特殊建築物の定期点検とか、建築

設備の検査報告業務の内容に、非構造部材の点検項目を取り入れて点検を行っ

ているという例も聞いております。ただ、これに対する、点検に対する補助メ

ニューがないと、いま現在、ちょっと承知しておりませんので補助メニューが

ないということの中では、いま現在は点検等につきましては、実際はでき得て

いないというのが現状でございます。 

 以上です。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 点検を行っていないということで、財源がないからということですけれども、

やはり命は財源よりも大切ですので、優先順位をどこにつけるかということだ

と思いますけれども、やはり、いまの非構造部材の、すみません、５時になり

ましたが、もうしばらくお願いいたします。非構造部材のその調査も、財政と

のかかわりもあると思いますけれども、その年次計画に入れていただいてです

ね、すべて、財源があるなしには、まずそれは置いていただきまして、しっか

りと平群町の、その避難所となります学校施設ですね。本来なら、すべての施

設と言いたいところなんですけれども、まず避難所となる学校施設、学校は子

どもたちが日ごろからそこで学んでいるところです。子どもたちの命を守ると

いう部分と、避難所としての活用をするために、いま、何度も何度もしつこく

訴えをさせていただいているわけなんですね。 

 だから、私は、耐震診断と補強を本当に財源の厳しい中、計画を立ててやっ

てくださったようにですね、毎回毎回、財源を悩みながら、確保しながら、御

苦労してやってきてくださって、１００％に、もう間近になると、それは大変

評価をいたしているわけなんです。ですから、財政が厳しい理由で何らも手を

打たないというのは、余りにも無責任という言葉は使いたくありませんけれど

も、そう言われても仕方がないと思います。あの笹子トンネルのように、ああ
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いう事故が平群町で起きないかも、起きるかもわからないわけですよね。起き

ないということが、そういうふうに思われてたら、一番本当に想定外というん

ですか、それで済ますことにはできませんのでね、いま２４年度内にしっかり

とすべての調査をというんですかね、厳しいところを洗いざらい出していただ

いて、それで財政と考えながら、一つ一つ前へ着実に進めていっていただきた

い、そのように思うんですけれども、再度、御答弁をお願いしたいと思います。 

○議 長 

 教育委員会総務課長。 

○教育委員会総務課長 

 再質問にお答えいたします。議員もいろいろ御指摘いただいたとおりなんで

すけども、先ほども申し上げましたとおり、いわゆる構造体の耐震化を優先す

るということから、当然、耐震化につきましては、数年先には１００％を目指

すということから、工事費用の耐震化につきましては、いろいろ年次計画をと

ってやってまいりました。ただ、非構造部材につきましては、まだまだそこま

では進んでいないのが現状でございます。 

 先ほどと同じような答弁になりますけども、まずは非構造部材のですね、耐

震点検につきまして、国、県の補助金メニュー、そういった何かないかという

ことも検討してまいりたいというふうに考えております。ただ、この３カ年計

画の中に、いま入れられるかどうかということにつきましては、また財政との

協議、あるいは、今年度中にいろいろ点検というふうに言っていただいておる

んですけども、点検につきましても、一定の費用がかかると、特に、いま現在、

補助メニューというのはちょっと見当たらない状況の中では、現在のところで

は、まだ点検に至ると、できるというところまでは、ちょっと答弁できないと

いいますか、明言できないような状況でございますので、御理解をいただきた

いと思います。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 点検までは補助メニューがないからできないいうことですけれども、いま、

先ほどから、有利な補助メニューの活用と両課長、言っていただいてますが、

大変有利な補助メニュー、たくさんあるから、他の自治体では取り組みをされ

てるわけなんですね。平群町が、そのあとの何分の１ですか、それも財政が厳

しいからということで進めないということであって、補助メニュー、有利な、

国からも県からも出てるわけなんですよ。ですから、それをね、いまさら補助

メニューを探してというのは、ちょっと私にとりましては、これだけ国と、も



 

－２２１－ 

う間近に県から出てくるのにですよ、それを理由にというのは、大変いかがな

ものかなと思います。 

 もう一度、西本課長にお尋ねしたいんですけれども、いまの非構造部材とい

うのは一つのことでありまして、それは太陽光の蓄電池を初め、たくさんの電

力、水の確保等々の防災機能の強化の部分につきまして、もうしっかりと、も

う最後に、２４年度にはしっかりと計画を立てていただけるんですね。それだ

け確認をさせていただきたいと思います。 

○議 長 

 総務財政課長。 

○総務財政課長 

 先ほどと同じなんですけども、こういう話については、いたずらに時間がた

つっていうことはもちろんよくありませんので、一定目標を設定して、時期も

設定もして、取り組む必要があろうというふうなことで、意気込みとしてです

ね、今年度中に何とかいろいろ情報収集もしながら、知恵も出して、少しでも

その財源の確保、それから、財政の見通しもたったものを目指して、計画づく

りをしていきたいというふうに思っています。いまの、先ほど議員は、単に財

政が厳しいことを理由にするのはいかがかというふうな話もありましたけど

も、とはいえ、やはり財政の裏打ちがない以上はできませんので、そういう意

味じゃ、十分なものができるかどうかはわからないですけども、実現可能なも

のを目指して、何とか平群なりに考えていきたいというふうに思ってます。 

○議 長 

 窪君。 

○８ 番 

 ありがとうございます。課長のおっしゃるとおりだと思います。財政の裏づ

けなしにできないのは私もわかっておりますが、まず計画を立てていただいて、

財政と見比べながらですね、一つ一つ、小さなことからでも結構だと思うんで

す。一つ一つ、できる不備な防災機能を強化するために必要な項目というのも

たくさんあると思います。ですから、補助金を活用して、そして、平群町の持

ち出しがわずかでもいいものから、少しずつでもいいから、前に一歩でも、１

センチでも前に進める、進んでいただきたい。それをしっかりと訴えをさせて

いただき、また３月議会で確認をさせていただきたいと思います。 

 最後になりますが、住民の命を守り、被災地の、この３．１１の教訓を生か

すため、避難所となる学校の防災機能の強化を早急に取り組むことを要望いた

しまして、私の一般質問を終了させていただきます。本日は大変ありがとうご

ざいました。 
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○議 長 

 それでは、窪君の一般質問をこれで終わります。 

 これをもって一般質問を終結いたします。 

 以上で本日の日程は終了いたしました。 

 これをもって散会いたします。 

（ブー） 

散   会 （午後 ５時０８分） 


